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三訂版のはしがき

’ 本書は,検察事務官の初等科研修の研修教材として平成11年3月に作成，

同14年3月に改訂したものであるが，その後，裁判員制度を始めとする司

法制度改革，監獄法・更生保護法の改正などの中で， これに伴い，検察官

及び検察事務官の恥務とかかわりのある関係諸機関の名称，組織及び所掌

事務等にも変更を生じたことから， これらの変更を明らかにするこ’とをl引

的として，三訂版を刊行することとしたものである。

本改訂は， 当所研修第二部担当専門官の協力を得て， ｜司部教官穴澤太市

及び森田邦郎が執筆を担当し，研修第二部長吉田正喜が校閲した。

本書が， 引き続き，検察官及び検察事務官の幟務とかかわりのある|渇係

諸機関への理解を深める参考書として広く利用されることを期待する。

平成23年3月

法務総合研究所

’



改訂版のはしがき はし が き

本書は，検察事務官の初等科研修に「関係機関概要jの科目が新設され

たことを受けて， その教材として作成したものであり， 当所第2研修専門

'自室職員の協力を得て，前法務総合研究所教官内村嘉寿子（現大阪地検検

事）が執筆を担当し，研修第二部長麻生光洋が校閲した。

本諜が，検察官及び枕察事務官の職務と関わりのある関係諸機関につい

ての理解を深める一助となることを期待する。

平成li年3月

本書は，検察事務官の初等科研修の研修教材として平成11年3月作成し

たものであるが， その後， 中央省庁等改革関連法律の施行により，平成13

年1月6日， 国の中央省庁が， それまでの1府22省庁から1府12省庁に再

編され， これに伴い，検察官及び検察事務官の職務とかかわりのある関係

諸機関の名称，組織及び所掌事務等に変更を生じたものがあることから，

こｵしを碓会に， これら関係諸機関の組織等の変更内容を明らかにすること

を目的として，改訂版を刊行することとしたものである。

本改訂は当所研修第二部教官小川賢一-が執筆を担当し，研修第二部長井

内顯策が校閲した。

本書が， 引き続き，検察官及び検察事務官の職務とかかわりのある関係

諸機関についての理解を深めるための参考書などとして広く利用されるこ

とを期待する．

平成14年3月

法務総合研究所

法務総合研究所
ｌ
に

口
L

ト

’



目 次 1

h

次目

１
４
４
５
５
６
６
６

は じ めに． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‐ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第1編警察を始めとする捜査機関等

第1章警 察 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第1節警察の組織及び任務・ ・

第1 概 観‘ ， ・ ・ ・

第2蕃察の組織・ ・ ‘ ・ ・ ・ ・ 。

l 国家公安委員会・ ・ ‐ ‘ ・ ．

2警察庁， ・ ・ ‐ ・ ‐ ・ ・

3都道府県鮮察・ ・ ・ ・ ‐

第3 磐察職員・ ・ ・ ・ ・ ・…・

第4送致官署としての警察･ ・

1 犯罪の捜査・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

2検察官への送致･ ・ ・ ． .

3事前の事件相談・ ・ ・ ・ ・

4留置施設・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第2節検察官と野察官との関係

第1 相互協力関係・ ・ ・ ・ ・

第2 検察官の指示・指揮権

第3 検察官の指示・指揮権の

第3節馨察の附属機関・ ・ ‐…

第1 科学捜査研究所･ ・ ・ ・ ・

1 科学捜査研究所の意義。

指揮権の

7

８
９
９
９
０
１
２
リ
〕
２
３
４
４
４
４

１
１
１
１
１
１
１
－
１
１

担保

2科学捜査研究所で行われている活動



2 月 次 目 吹

1 特別司法蕃察職員とされるj職員・ ・ ＝

2 特別司法響察職員が置かれている趣旨一

3 捜査椎限・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ， 、 ・ ・ ・ ・ ・ ．

4捜査活動状況・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‐

第3節公有林野の事務を担当する北海道庁の朏員

l 特別司法瞥察職員とされるl倣員 ・ ・ ・ ・ 、 ・ ・

2特別司法答察職員とされている趣旨・ ． ．

3 捜査活動状況・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． 、 ・ ・ ・ ・ ， ・ ・ ・

第4節船長その他の船員・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ，

1 特別司法審察職員とされる船員・ ・ 。

2特別司法警察職員とされている趣旨・ ・ ‐ ．

3 捜査権限・… ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ， ． ． ， ． ‐

4捜査活動状況・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第5節皇宮護衛官・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第1 皇宮磐察本部・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． 、 ．

l 皇宮警察本部の設歴根拠及び所掌事務・ ・…

2 皇宮警察本部の組織・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第2 皇宮謹術官 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． 、

】 皇宮誰衛官の設笹根拠及び任務･ 。 ． ． ・

2 特別司法警察職員とされている趣旨． ．

3 捜査権限 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ・

4捜査活動状況・ ・ ・ ・ ・ ・ ． 、 ． 、 ． 、 、

第6節鳥獣の保護又は狩猟の適正化に関する取締6節鳥獣の保護又は狩猟の適正化に関する取締

第2科学響察研究所 ， ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

1 科学蒋察研究所の意義及び設置根拠 ．

2 科学辮察研究所の組織…・ ・ ・ ・ ． ．…・ ・ ・ ‘ 。

3 科学響察研究所で行っている鑑定・ ・…・…・ ・ ・

第2草特別司法警察恥員 ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

序特別司法警察職員の意義及び趣旨・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第1 特別司法警察職員の設匠根拠及び任務・ ・ ・ ・

I 特別司法警察職員の設掛根拠･ ・ ・ ・ ‐ ‐ ・ ‐ ・ ・ ・

2趣 旨・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ， 。 ・ ・ ・ ・ ． ． ‐ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第2特別司法警察臓員の諏類及びその職務の範囲

1 種 頬・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

2職務の範囲・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ “ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第3 検察庁による連絡訓盤の重要性． ．…・ ・ ‘…

第1節刑事施設の長及びその他の刑事施設の職員・

第1 刑Elf施設・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第2 刑事施設の長及びその他の刑事施設の職員・

’ 刑事施設の長及びその他の刑事施設の職員。

2特別司法警察職員とされている趣旨･ ・ ・ ・ ・

3 捜査権限・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・… ．

4捜査活動状況・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‘ ・ ・

第2節森林管理局署の職員・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第1 森林符理局署 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

l 森林管理局署の意義及び設置根拠、 ・ ・ ・ ‐

2森林管理局署の所掌事務・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・

3 森林管理局署の組織． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第2森林管理局署の峨員・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

一
ｂ
５
６
７
０
０
０
０
０
１

１
１
１
１
２
２
２
２
２
２

８
８
８
９
９
９
９
０
０
０
０
０
０
１
１
１
１

２
２
２
２
２
２
２
３
３
３
３
３
３
３
，
Ｊ
３
３

21

１
４
５
５
５
５
６
６
６
７
７
７
７
７
８

２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２
２

;2

つf）
J4

32

．Jイノ
『 ）－

】 0J
J､」

りの事務を

担当する都道府県の職員・ ・ ・ ・ ‘ ・ ・ ・ ・ ， ・ ・ ． ． ． ． ． ． ．

第1 鳥獣保護事業・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． 、 ． 、 ． 、 ・ ．

l ，鳥獣保護事業・ ・ ・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ， ・ ． 、 ． ．

33

、
く
Ｊ
ｐ
ｊ
、
〃

ご
Ｑ
ｄ
、

ワ
⑲
血
く
り



目4 1』 次 次5

３
節
１
１
２
２
１
２
３
４
３

第
９
第
第
第

第

船員労務官のその他の任務・ ・ ・ ・ ・…・ ‐

海上保安官・海上保安官補・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・

海上保安庁・ ・ ・ ・ ・ ‐ ・ ． ． ・ ・ ・ ・ ， ・

海上保安庁の設置根拠及び任務･ ・ ・ ・ ・ ・ ・

海上保安庁の組織・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・

海上保安官・海上保安官補・ ・ ・ ・

海上保安官・海上保安官補の意義・ ・ ・ ・

特別司法警察朧員とされている趣旨 ・ ・ ・

捜査権限 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ …．

捜査活動状況・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

海上保安官（補）のその他の雅務・ ・ ・ ・ ． ． ．

法令の励行に関する事務・ ・ ・…． ．…・ ・ ・ ・ ．

海難救助，海上の安全確保等に関する事務・

麻薬取締官・麻薬取締員・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

麻薬取締官・麻薬取締員・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ． ． 、

麻薬取締官・麻薬取締員の設置根拠及び任務

特別司法警察職員とされている趣旨・ ・ ・ ・ ・ ・

捜査権限・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ． ． ． 、

捜査活励状況 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

厚生労働省・地方原生局（麻薬取締部）等

厚生労働省の関係部局等・ ・ ・ ‘ ‐ ‘ ， ・ ・ ・ ・

地方厚生局（麻薬取締部） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ．

麻薬取締員の所属組織・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ，

麻薬取締官（員）のその他の任務等 ． ． ． ． 、

指導と監督・ ・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． 、 ． 、

薬物乱用の防止活動･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． 、 ．

都道府県の鳥獣保護に関する組織・ ・

事務を担当する都道府県の職員・ ・ ・ ・ ・ ・

特別司法警察職員とされる峨員･ ・ ・ ・ ・

特別司法警察職員が置かれている趣旨

捜査権限・ ・ ・ ， ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‐

捜査活肋状況・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‐ ・ ・

労側基準監督官・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 、 ．

厚生労働省労{1助基準局 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

厚生労伽省労働基準局の設置根拠･…

厚生労働省労ｲ肋基準局の所掌事務・ ・

厚生労働省労働基準局の組織・ ・ ・ ・ ・

労働基準監督官・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 。 ・ ・ ・ ・ ・ ・

労働基準監督官の設置根拠及び任務・

特別向1法警察職員とされている趣旨・ ・

捜査権限・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

捜査活勧状況 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

労働基準監督官のその他の任務等・ ・ ・

船員労務官 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

海事局 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

海事局の任務 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

海事局の組織。 ， ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

船員労務官 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

船員労務官の意義及び設俄根拠・ ・ ・ ・ ・

特別司法警察聯員とされている趣旨

捜査権限・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

捜査活動状況 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

34

34

34

34

35

35

35

35

35

35

41

42

42

42

42

'16

46

47

47

48

48

48

‘19

‘19

49

49

50

50

52

52

52

53

54

54

54

54

2

第2

1

２

３

4

第7節

第1

2

粥３

第2

］

1７
７
８

３
３
３

。）
二

第10fjj

第1

1

Ｚ

38
『)

ﾛｰ）

８
８
９
９
９
９
０
０
１
１
１

３
３
３
３
３
３
４
４
４
４
４

４
３
節
Ｉ
１
２
２
１

第
８
第
第

坐
弟

２

３

'1

斗

第2

1

フ
ー

3

第3ノ
ー
も
凸

IＪ
４
“

リ
グ
ジ

ｆ
“
』



‐

目 次76 目 次

1 fl衛隊瞥務官・自衛隊響務官補の設世

2 特別司法警察1哉員とされている趣旨･

3 捜査権限 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． 、

4捜査活動状況・ ・ ・ ・ ・ ， ・ ・ ・ ・ ・

第14節国税庁監察官， ・ ・ ‘ ・ ‘ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‘ ・

第1 国税庁・ ・ ＝ ‐ ・ ・…・ ・ ・ ・

第2 国税庁監察官 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 。

1 国税庁監察官の設歴根拠及び任務･ ． ．

2特別の捜査機関として設けられた沿革

3 捜査権限 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‐ ・ ・ ・ ‐ ・ ． ．

4捜査活動状況・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第3章その他の調査機関等･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第1節国税査察官・徴税吏員・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第1 1玉|税庁・国税局・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

1 嗣税庁・国税局の設世根拠等及び任務

2 国税庁・国税局の組織 ・ ・ ・…・ ・ ・ ・

3 国税局の所掌事務分担･ ‘ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第2 犯則事件の調査・処分・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‐ ．

1 犯則事件の調査・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・……

2 犯則事件の処分・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‐ ・ ・ ・

3 国税査察官・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第3 告発要否勘案協識会･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 、 。 ・ ・ ・ ・

第4徴税吏員・ ・ ‘ ・ ・ ， ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

I 徴税吏員の設置根拠及び調査権限等

2 徴税吏員の洲査活〃j状況･ ・ ・ ・ ・ ・…・…

第2節税関職員・ ・ ・ ・ ・ ・ …・ ・ ・ ・ ・ ． ．

自衛隊響務官袖の設置根拠及び任務中澁者対策 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・

拡務I監督官 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

産業保安監督部・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ， ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

産業保安監督部の設磁根拠及び任務･…

産業保安監督部等の組織・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

鉱務監督官 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‘ ・

鉱務監督官の設置根拠及び任務･ ・ ・ ・ ・

特%ﾘ司法弊察職員とされている趣旨・

捜査権限・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

捜査活動状況・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ． ・ ・

鉱務監督官のその他の任務等・ ・ ・

漁業監督官・漁業監督吏員・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

漁業調整事務所・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

漁業調整事務所の設置根拠及び任務

漁業調整事務所の組織・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…

漁業監督官・漁業監督吏員・ ・ ・ ・

漁業監督官・漁業監督吏員の設匠根拠

特%l1司法警察職員とされている趣旨・ ・

椣査権限 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

捜査活動状況・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・

漁業監督官（吏員）のその他の任務・ ・

自衛隊瞥務官・警務官補・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 、

自衛隊 。 ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ， ．

自衛隊の設低根拠及び任務・ ． ． ・ ・ ・ ・

自衛隊の組織・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

自衛隊警務官・自衛隊警務官補・ ・ ‐ 。

５
６
６
６
７
８
８
８
８
９
９
０
０
０
０
１
１

５
５
５
５
５
５
５
５
５
５
５
６
６
６
６
６
６

‘。
J

第11節

第1

４
５
５
６
７
７
７
７
７
８
８
９
９
９
９
９
０
２
２
４
６
８
９
９
０
１

６
６
６
６
６
６
６
６
６
《
ｈ
・
ｂ
６
、
ｈ
６
６
６
７
７
７
７
７
７
７
７
８
８

1

ソ
ー

第2

1

り
会

３
４
３
節
１
１
２
２
’

第
哩
第
第

第

戸ハ

ロ乙
『〕
乙や

２
３
３
３
３
３
３
４

６
６
６
６
６
６
６
６

３
４
３
節
１
１
２
２

第
胴
第
第

や
，
了

牟
郡
司

’



■

8 FI 次 次9

・ ・ 101

･ ･ 101

・ ・ 101

． ‐ 102

・ ・ ’02

･ ･ 102

･ ･ 103

F1

3 公正取引委員会の調査活動状況

第3公正取引委員会のその他の職務等

1 謀徴金減免制度･ ・ ・ ・ ． ． ． ．

2 その他の職務・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第5節金融庁・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第1 金融庁の沿革及び設置根拠･ ・ ・ ・ ・

第2金融庁の任務と所掌事務． ． ・ ・ ・ ・ ・

第3 金融庁の組織等・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ － ． ． ．

第6節預金保険機構・ ・ ・ ・ ・ ‐ ・ ・ ． ・ ・

第1 煩金保険機櫛の設立及び任務‘

1 預金保険機描の設立・ ・ ・ ・

2 預金保険機椛の役割・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第2 各種委員会等 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

1 運営委員会・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ．

2 責任解明委員会・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・ 。

3 優先株式等処分審査会・ ・ ・ ． ． ，

4業績評価委員会･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 。 、 ．

第3役職員 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第4 各部の業務 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． 、 ・

1 総務部 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

2 財務部 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

3 金融再生部・ ・ ・ ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

4預金保険部・ ・ 。 ， ・ ・ ・ ・ ・ ． ． 、

5 特別業務部・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ．

6 検査部 ・ ・ ・ ・ ‐ ・ ・ ・ ・

7 大阪業務部・ ・ ・ ・ …・ ．

１
１
２
２
１

第
第

税 関 ・ ・ ・ ・ ・ ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ . ． ・ ・ ・ ・ ・ ・

税i對の設澄根拠及び任務 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

税関の組織・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

税関職員による犯l1ll事件の調査・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

税関職員の設置根拠及び任務・ ・ ・ ・ ＝ ・ ・

犯則事件の洲査・ ・ ・ ・ ・ ． 、 ・ ・ ・ ・ ・ ・

犯則事件の処分・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ･… ・ ・ ・ ・

税関職員の調査活励・ ・ …・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

税関のその他の任務等・ ・ 。 ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

証券取引等監視委員会・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

証券取引等監視委員会・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 。 、 ・ ・ ・ ・

証券取引等監視委員会の設侭根拠及び任務・ ・

証券取引等監視委員会の組織･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‘ ・ ・ ・

証券取引等監視委員会による犯則事件の調査

犯則事件の調査 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

犯則事件の処分 ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・

証券取引等監視委員会の調査活動状況･ ・ ・ ・ ・

証券取引等監視委員会のその他の職務･ ・ ・ ・ ・

公正取引委員会 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

公正取引委員会 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ＝

公~IE取引委員会の設世根拠 ・ ・ ・ ・ ・ 。 ， 。 ， ・ ・

公正取引委員会の任務 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

公正取引委員会の組織 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・

公正取引委員会の調査 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

公正取引委員会の洲査・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

告 発 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

１
１
１
３
３
４
５
７
９
０

８
８
８
８
８
８
８
８
８
９

２

つ
り

４
３
節
１
１
２
２

第
３
第
第

鋪

l()'1

４
４
４
４
５
５
６
６
６
６
７
７
７
７
７
８
８
８

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

90

０
０
３

９
９
９

931

ノ
ジ
６
皇 ４

５
９
９

・
１

３
３
碕
削
１

第
４
第
第

95

７
７
７
７
７
９
９
０

９
９
９
９
９
９
９
０１

1

ワ
ー

３
２が２０

Ｊ

〃
鈩
叶
Ｉ

心
Ｊ
〆

1

2

I



目10 目 次 次 1 1

・ ・ ・ 128

・ ・ ・ 128

． ． ． 129

． ． ． 129

・ ・ ・ 129

・ ・ 130

・ ・ 130

, ･ 13i

･ ･ 131

・ ・ 135

少年院における収容状況･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

保謹局関係磯関・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ，

保誰局関係機関の所掌事務，組織等・ ・ ・

保誰局・ ・ ・ ・ ・…､ ・ ・ ・ ・ ‐ ・ ・ ・

地方更生保護委員会…・ ・ ・ ・ ・ ・

保護観察所・ ・ ・ ・ ・

中央更生保護審査会・ ・ ， ， ・ ・ ・

更生保護制度 一 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

仮釈放等・ ・ ・ ‘ ・ ・ ‐ ・ ・

保護観察・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

更生緊急保護・ ・ ・ ・ ・ ・

更生保護事業…・ ・ ・ ・ ． ・ ・

心神喪失者等医療観察制度 。 ・ ・ ・ ・ ，

犯罪予防活動・…・ …・ ・ ． ．……・ ・ ． ． 、

恩赦（個別恩赦） 。 ． ． ． ． ． 、 ． 、 ． ． 、 ・

民間の協力・ ， ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ． ． ・

保謹司・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ．

更生保誰女性会・ ・ ‐ ・ ・ ・

BBS会・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ． 、 ． 、 ． 、 ． ．

協力雁用主・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． 、 ． ． 、 ，

入国管理局関係機関・ ・ ・ ． 、 ． ． ． ． 、

入国管理局関係難関の所単事務，組織等

入国管理局の所掌事務…・………． 、

入国管理局の組織 ・ －‐ ． ． ・

入国管理局の職員・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‐ ，

入'五|管理局の業務･ ・ ・ …・

第5 告発（告訴）状況 ・ ・ ・ ・ ‐ ・

第6 整理回収機榊 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

1 確理回収機構の発足 ・ ・ ・

2擢理回収機構の業務内容 ・ ・ ・ ・

第2編法務省の関係機関 ・ ‐ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第1車矯正・保談・入管関係・ ・ ・ ・ ・

第1節端正局関係機関 ・ ・ ・ ・ ・ ・

第1 矯正局の所掌事務，組織等・ ・

l 矯正局の所掌事務． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

2 矯振局の組織・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第2 刑務所・少年刑務所・拘置所。

1 刑事施設の設置根拠及び組織．

2 刑事施設の職員等・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ．

3 受刑者の処遇・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

4刑事施設における収容状況等一

5 拘置所・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第3 少年鑑別所・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

1 少年審判制度・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

2 少年鑑別所の設過根拠及び組織

3 少年鑑別所の設直目的・ ・ ・ ・ ・ ．

4 少年鑑別所における処遇・

5 少年鑑別所の収容状況・ ・…・

第4少年院． ．…………（・ ・

1 少年院の設憧根拠及び組織 ・

2 少年院の設置目的・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

3 少年院における処遇 ・ ・ ・ ・ ・ ．

８
９
９
９
０
０
０
０
０
１
１
１
４

０
０
０
０
１
１
１
１
１
１
１
１
１

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

I

第2節

第1

1

2

3

４
２
１
２
３
４
５

第

j41

３
４
６
７
８
８
８
９
９
９
０
０
０
１
２

４
４
５
５
５
５
５
↑
ｈ
５
５
６
６
６
６
６

１
‐
Ｉ
１
１
１
１
１
１
－
１
１
１
１
１

戸

、114

７
９
４
今
司
上

第
６
７
９
９
１
１

１
１
１
１
２
２

１
１
１
１
１
１

ワ
］

３

４
節
１
１
２
２
３

３
第
第
第

第122

５
５
５
６
６

２
２
２
２
２

１
１
１
１
１

I



I

12 目 次 r< 13

‐ ‐ 、 173

． ． ． 174

･ ･ ･ 17/l

‐ ． 、 175

･ ･ , 175

． ･ 175

． 、 176

･ ･ 178

． ． 178

隆i

t。

2 高等裁判所・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． 、

3 地方裁判所・ ・ ・ ・ ・ ． ． ． ． ． 、 ・ ． ． ． 、

4家庭裁判所…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ．…

5 簡易裁判所・ ・ ・ ・ ． ． ． ． ． ． ． 、

第2裁判所の職員・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ・ ・ ・ ・

1 裁判官 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ， ・

2裁判官以外の職員・ ・ ・ ・ ・

第2節検察審査会． ． ・ ・ ・ ・ ． ・ ・ ． ． 、 ， ． ．

第1 検察審査会の設置根拠及び任務等･

1 検察審査会の設置根拠及び任務. ． ． ．

2 検察審査会の審査員・ ・ ‐ ・ ． ．

第2 検察審査会の活動・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

1 検察審査会が審査を行う場合・ ・ ，

2 審査及び議決方法・ ・ ・ ・ ．…．…．“

3 起訴議決に基づく公訴の提起の手続

4検察審査会の活動状況・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ． ． ．

第2章弁謹士・弁護士会・ ・ ・ ． ． ． ． ． ． ． ・

第1 刑覗事件と弁護人……． ． ． ． ．…． 、

1 弁談人選任権． ， 。 ． ・ ・ ‘ ・ ・ ， ． 、 ． ．

2 国選弁誰人制度 ・ ． 、 ・ ． ． ． 、

第2 弁謹士・ ・ ・ ． 、 ． ． 、 ． ． ． ． ．

］ 弁謹士盗格・ ・…・ ‐……． ． ． ．…．

2 弁誰士の使命及び職務・ ・ ． ． ‐

第3 弁護士法人・ ・ ・ ・ ・ ・ ． 、 ・ ・

第4 弁謹士公 ．……． ．…． ． ．… ．…

1 弁護士会… ・ ・ ・ ， ・ ， ． ．

1 出入国に関する審査 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

2外国人の在留盗格に関する審査・……・ ・ ・ ・ ・ ．

3 外国人の退去強制 ・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

4難民の認定 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． 、 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ．

5外国人登録・ ・ ・ ・ ‐ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第4退去強制手続 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

1 違反調査・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ， ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ．

2 審査， 口頭審理及び異議申立て･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

3 退去強制・ ‐ ・ ‐ ‐ ‐ ‐ ・ ‐ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ｡ ． ｡ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第5 新たな在留管理制度等の円滑な導入に向けた取組

1 導入の経過・背景

2新たな在留管理制度により導入される措置･ 一・

3新たな在留者管理制度の導入に向けた取組状況

く参考ル|｣事局＞ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第1 刑事局の組織・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

第2刑事局の所掌事務・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‐ ・ ・ ‐ ・ ・ ・ ・ ．

1 総務課・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‐ ・ ・ ・ ・ ．

2 国 ｜際課・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ｡ ｡ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ｡ ． ｡ ・ ・ ・

3 刑事課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・……・ ・…・…． ．…、 ． ‘…

4公安裸・ ・ ・一・ ・ ・ ・…・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…‐

5 刑串:法制管理官 ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・…．…

I 裁判所・弁誰士会等…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・……・ ・ ・ ・ ・

1戸n

LO4

３
３
３
４

６
６
６
６

１
１
１
１

165

５
６
６
７
７
７
８
９
９
９
９
０
０
０

６
６
６
６
６
６
６
６
６
６
６
７
７
７

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

178

９
９
０
０
３
４
６
６
６
６
７
７
８
８
９
９

７
７
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８

１
１
－
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

170

１
１
７
７
１
１

第3編裁判所・弁護士会等 ・

第1章裁判所・ ・ ・ ・ ・ ・

第1節裁判所の役割と種類

第1 はじめに ・ ・ ・

1 最高裁判所 ・ ・ ・ ・

1ワワ
上』竺

ワ
』
の
Ｌ

【
Ｉ
［
Ｊ

１
１

’



｜
｜
’

l‘1 目 次 はじめに ］

口本弁護士連合会・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

弁誰士の懲戒・…・……・ ・ ． ． ‐ ・ ・…・ ・

刑事事件における弁發土の具体的活動・ ‐ ・

選 任 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

捜査段階 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

公判段階 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

日本司法支援センター（法テラス） ・ ・ ・

日本司法支援センターの設置根拠及び目的

設置根拠・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

目 的・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

日本司法支援センターの組織及び活動・ ・ ・

組 縦 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

活 動・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ‐ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

９
０
０
０
１
３
７
７
７
７
８
８
８

８
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

ワ
』

はじめ に3

第5

1 検察庁のl職務は， 関係する諸機関からの適切な協力を得ることなしには

円滑に行う､ことができない。

本教材は，検察庁の職員が日々の業務で接する関係諸機関やその職員に

ついて，その概要を説明するとともに関連する範[11jで諸制度の概要を紹介

するものである。記述に当たっては，各磯関の広報用パンフレットを参考

にするなどして平易に記述するように努めたが， 同時に，各機関の設置の

根拠となっている各省設置法や組織令等の規定にもなるべく触れることと

した。初任者を対象とすることを念頭に置くものの，今後の執務に当たっ

ては， 常に法令の根拠を確認する姿勢を身に付けてほしいという趣旨から

である。なお，本教材の性格にかんがみ，全般的な分かりやすさを優先さ

せるため，細部の説明を省略した部分がある。必要に応じて自身で関係条

文に当たるなどして碓認されたい（なお，条文等で片仮名・旧仮名造い等

の部分は，断りなしで，平仮名・新仮名遣い等に改めた｡)。

本教材を読み進める上での参考として，成人犯罪者の処遇の流れ（1図）

及び非行少年の処遇の流れ（2図）を次に示しておく。
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1図刑事司法における犯罪者（成人）処遇の流れ 2図 非行少年処遇の流れ
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等の重要性がますます増大しているが，警察に置かれた科学捜査研究所等

がこれら鑑定等を実施しており，検察が-|-分にその職責を果たすために必

要欠くべからざるものとなっている。

第1編譽察を始めとする捜査機関等

一
軒
烈
鐸
風
二
鑿
言
織
パ
式
」

ｒ
Ｆ
■
ｌ
■
Ｂ
Ｉ
・
日

第1節警察の組織及び任務第1章警 察

警察は， 「個人の生命，身体及び財産の保護に任じ，犯罪の予防，鎮圧及

び捜査，被疑者の逮捕，交通の取締その他公共の安全と秩序の維持に当る

こと」 （警察法2)」を責務としている。犯罪の捜査に限られているわけで

はないことに留意しておぐ必要があるが(この点，検察官が「如何なる犯

罪についても捜査をすることができ」 （検察庁法6)， 「刑事について,公訴

を行い，裁判所に法の正当な適用を請求し，且つ，裁判の執行を監督」 し

(i司法4),専ら刑事司法手続に関することを主たる職務とするのとは異な

る｡)，警察が検察の職務と最も密接な関係を有する組織の1つであること

は疑いない。

例えば，検察庁の受理する事件の大部分は第一次的捜査責任を有する機

関としての警察から送致される事件であり，その後，検察官は自ら同事件

の捜査を実施し，他方，送致警察は検察官と連絡を密にしながら，その具

体的指揮を受けて，あるいは自らの判断で同事件の補充捜査を実施するの

であって，いわば検察と事件送致官署としての警察は力を合わせて捜査を

実施して，事件の真相解明に努めている。また，警察に設けられた留置施

設には，警察が逮捕した被疑者が留置されるばかりでなく，勾留されてい

る被疑者・被告人も留置されるが， これは検察官が，警察に対して勾留の

裁判の執行を指揮することによるのであり， この面においても，検察と警

察は力を合わせて真相を解明するため被疑者等の逃走や罪証隠滅を防止し

ているのである。なお， これとは別に，今日，いわゆる科学的捜査・鑑定

第1 概 観
』
岬

警察の組織は，検察庁と異なり複雑である。国家機関として警察庁が

置かれる（警察法15)妾方，各都道府県に都道府県警察が置かれ， 当該

都道府県内において前記警察の職務を行うこととされている （同法36)。

また，内閣府に置かれ内閣総理大臣が任命する委員から構成される国家

公安委員会が警察庁を，各都道府県に置かれた各知事が任命する各都道

府県公安委員会が各都道府県警察を，それぞれ管理する（同法5Ⅱ， 38

Ⅲ)。

各都道府県警察の職務は，各都道府県が国の委託を受けて行うもので

はなく，各都道府県として行うものではあるが，他方，蕃察庁は各都道

府県警察への指揮命令権も有している（同法16n, 17, 5n)｡

比瞼的に言えば，警察は，国の機関と地方自治体の機関の二本立てと

なっており，各都道府県警察は自治体警察としての側面を有するが，警

察庁の指揮監督を通じて全体として国家警察としての側面も有すること

となる。

検察が，前記のように， 日常，警察と関係を持つのは，各都道府県警

察との間である。
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6第1章警 察 第1編警察を始めとする捜査機関等7

則24)，指紋鑑識官（同規則25)，資料鑑識官（同規則27）等，警備局に

は拉致問題対策室（同規則44)，国際テロリズム情報官（同規則46）等が

置かれている。

警察庁の附属機関として，警察大学校（東京都府中市)，科学警察研究

所（千葉県柏市）及び皇宮警察本部（東京都千代田区皇居内）が置かれ

ている（警察法27～29)。警察大学校には，特別捜査幹部研修所（警察法

施行規則70）及び国際警察センター（同規則71)等が附置され，科学警

察研究所には附属鑑定所（同規則96）及び法科学研修所（同規則97）が

附置されている。

また，警察庁の地方機関として，管区警察局が東北(仙台市)，関東（さ

いたま市)，中部（名古屋市)，近畿（大阪市)，中国（広島市)，四国（高

松市)，九州（福岡市）の7か所に置かれている（蕃察法30)。

3都道府県警察

都道府県に，都道府県警察が置かれている（同法36)。都道府県知事の

所轄の下に，都道府県公安委員会が置かれている（同法381)。都道府県

公安委員会は，都，道，府及び指定県にあっては5人，それ以外の県に

あっては3人の委員をもって組織され,都道府県警察を管理している(同

法38Ⅱ，Ⅲ)。

都警察の本部として警視庁が,道府県警察の本部として道府県警察本

部が置かれ（同法471),それぞれ，都道府県公安委員会の管理の下に，

都警察及び道府県警察の事務をつかさどっている（同条Ⅱ)。都警察には

蕃視総監が，道府県警察には道府県警察本部長が置かれ, ‘都道府県公安

委員会の管理に服しながら， それぞれ都道府県警察本部の事務を統轄し

ている（同法48)。

都道府県警察には,警察本部(東京都は警視庁)のほか,警察署(1, 184

か所)，交番〈6,232か所)，駐在所（6,847か所）が置かれている（平成

第2警察の組織

1 国家公安委員会

内閣総理大臣の所轄の下に，国家公安委員会が置かれ，委員長及び5

人の委員をもって組織される（警察法4)。国家公安委員会の任務及び権

限については，警察法5条に定められている。

2書察庁

国家公安委員会に，警察庁が置かれている（同法15)。警察庁の長は：

警察庁長官であり （同法16)，次長が1人置かれている(同法18)。

警察庁に，長官官房並びに生活安全局，刑事局,.交通局，警備局及び

情報通信局が置かれている（同法191)。長官官房及び各局の所掌事務に

ついては，同法21条ないし25条に定められている。

刑事局には組織犯罪対策部が，警備局には外事情報部がそれぞれ置か

れ（同法19Ⅱ)，生活安全局には生活安全企画課地域課，少年課，保安

課，情報技術犯罪対策課及び生活経済対策管理官が（警察庁組織令14),

刑事局には組織犯罪対策部内に置かれる企画分析課，暴力団対策謀薬

物銃器対策課，国際捜査管理官及び犯罪収益移転防止管理官のほか，刑

事企画課捜査第1課，捜査第2課及び犯罪鑑識官が（警察法19n,¥

察庁組織令21)，交通局には交通企画課，交通指導課，交通規制課及び運

転免許課が（同令31)，警備局には外事情報部内に置かれる外事課，国際

テロリズム対策課のほか，警備企画課公安課及び警備課が（同令36)，

情報通信局には情報通信企画課,情報管理課，通信施設課及び情報技術

解析課が（同令42）置かれている。

なお，長官官房総務課には，情報公開・個人情報保護室（警察法施行

規則3条)，取調べ監督指導室（同規則6）等が，長官官房給与厚生課に

は犯罪被害者対策室（同規則12)，刑事局には振り込め詐欺対策官（同規

I
ト

‘卜迩

蓋

ｌ
Ｊ
射
周
１
１
１
．
、

非
も
よ
り
９
１
・
日

＃
’
雨
一



＝＝丑？一

Ｉ
Ｌ
Ｉ
ｐ
■
Ｉ
Ｄ
Ｌ
Ｄ
０
６
■
■
Ｄ
■
厚
且
■
ｐ
Ｐ
■
』
■
■
。

8第1章警 察

22年4月1日現在。同法53)。

各警察本部には，通常，総務部警務部，生活安全部，地域部，刑事

部，交通部及び警備部（警視庁についてはこれに公安部，組織犯罪対策

部が加わる。詳しくは，同法47,警察法施行令4．別表第一ないし第四

参照)並びに道府県警察学校（警視庁には警視庁警察学校）が附置され

ている(同法54)。

東京都を例に取ると，警視庁の設置に関する条例（昭和29年6月30日

条例第52号）により，警視庁が設置されている（同条例1， 2)。警視庁

本部には，副総監1人並びに総務部，警務部，交通部,警備部地域部，

公安部，刑事部,生活安全部，組織犯罪対策部が置かれている（同条例

3)。各部の所掌事務は,同条例5条ないしll条の2に定められている。

各部の分課及びその他内部の事務分掌については，公安委員会の定める

ところによる（同条例12》警視庁組織規則2～47の7)。各警察署の名称，

位置及び管轄区域は，同条例13条及び別表第一に定められており，交番

その他の派出所，駐在所については， 「交番その他の派出所,駐在所の所

属名称及び位置」 （平成6年7月1日警視庁告示第115号）に定めら,れ

ている。警視庁警察学校については，警視庁組織規則74条ないし80条に

定められている。

第1編警察を始めとする捜査機関等9

都道府県警察

警察官l一般職員｜計 ’
255,1561 28｡610 1283,7661

警 察 庁

'警察官|皇宮護衛官|一般職員｜ 計
|_lL9691 901- |4,831 17,ZE

総数（人）

291,475
ｉ
ｆ

瑳
暑
一
雪
露
悪
謹
露
醸
零
》
琴
塞
露
琴

第4送致宮署としての警察

1 犯罪の捜査

警察官は，刑事訴訟法又は国家公安委員会若しくは都道府県公安委員

会の定めるところにより，司法警察職員として職務を行うこととされ(刑

訴法1891),司法警察職員は，犯罪があるものと思料するときは，犯人

及び証拠を捜査するものとされている（同法189Ⅱ)。

警察が捜査する事件については，後記のように事前の事件相談がなさ

れることもある（後記3 「事前の事件相談」参照）が，通常，警察は，

独自の判断で犯罪と証拠について捜査を開始し，捜査をしたときに事件

を検察官に送致する。

2検察官への送致

「司法警察員は，犯罪の捜査をしたときは， この法律（注；刑訴法）に

特別の定めのある場合を除いては，速やかに書類及び証拠物とともに事

件を検察官に送致しなければならない。但し，検察官が指定した事件に

ついては， この限りでない｡」とされている（刑訴法246)。この特別の定

めのある場合としては，被疑者を逮捕した場合で留置の必要があると思

料するときの送致（同法203, 211, 216),告訴・告発・自首を受けたと

きの送付（同法242, 245)，少年事件の場合の家庭裁判所への送致（『罰

金以下の刑にあたる犯罪の嫌疑があるものと思料するとき」 （少年法

41))があるとされている。また，ただし書の「検察官が指定した事件」

とは,刑訴法193条1項の-一般的指揮権の行使によるいわゆる｢微罪事件」

処理がこれにあたる。

｜
卜

ピ

第3警察職員

煙や

u－ 4

l ･*

警察官（長官を除く。）の階級は，警視総監警視監，警視長，警視正，

警視，警部，警部補，巡査部長及び巡査とされている（警察法62)．

警察職員の定員は，総数29万1,475人で，その内訳は下表のとおりであ

る（平成22年4月1日現在。同法57Ⅱ，警察法施行令7，別表第一及び

第二)。
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警察等から送致されてくる事件の受理手続を検察庁で行うのは，事件

係である。また，事件によっては，書類だけではなく，証拠物も送致さ

れてくることが多いが，証拠物の受入手続は，証拠品係で行われている。

警察等から送致された事件については，それぞれ担当の主任検察官が

決められる。担当検察官は，記録や証拠物を点検・検討し，捜査を遂げ

て処分をすることになるが，必要があれば警察に対して補充捜査を指揮

する。

警察からは，事件送致後に取り調べた関係者の供述調書等の関係書類

が追送致されてくることも多い（犯罪捜査規範196, 197)c

検察官が警察から送致された事件を処理したときには，処分結果（起

訴・不起訴等）が警察に連絡される。

さらに，起訴後であっても，補充捜査が必要になる場合もあるし，警

察官が裁判に証人として出廷する場合もあり得るので，起訴後も，検察

官は，随時警察と連絡を取る必要がある。

3事前の事件相談

警察は，法律適用上の問題点がある事件や複雑困難な事件などについ

て，捜査に着手する前又は捜査開始後送致前に，検察官に対し，事件相

談を求めることがある。

また，送致手続に関しても，送致書類や証拠物が多数に上るような事

件の場合には，受理・受入れを円滑に行うため，検務部門と事前の打合

せをすることがある。

なお，警察官が犯罪の捜査を行うに当たって守るべき心構え，捜査の

方法，手続その他捜査に関し必要な事項を定めている犯罪捜査規範（国

家公安委員会規則）では， 「警察本部長または警察署長は，その捜査する

事件について，公訴を実行するため，あらかじめ連絡しておく必要があ

ると認めるときは，すみやかに，犯罪事実の概要その他の参考となるべ

第1編警察を始めとする捜査機関等 11

き事項を検察官に連絡しなければならない｡」 と定めている （同規範45

Ⅱ)。

4留置施設

被疑者が勾留される事件の勾留場所は，拘置所になる場合と 「代替刑

事施設」 （かつてのいわゆる代用監獄)である警察署附属の留置施設にな

る場合がある。

留置に関する事務は，総務部又は警務部がつかさどっている（警察法

施行令4．別表第一)。

留置施設は》被留置者の留置に関する規則に基づいて運用されている。

被疑者が留置される際，所持していた金品については，留置業務管理

者（警察署長等，刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律16）

が，同法192条， 194条に従い親族その他相当と認める者への交付等の相

当な処分を求めたり，被留置者に引き渡すほか， これを領置する。

逮捕時の被疑者の所持品については, 「所持金品目録｣が送致記録に添

付されることがある。

留置施設には，①被留置者名簿，②被留置者出入簿，③被留置者金品

出納簿，④被留置者反則行為措置簿，⑤被留置者診療簿，⑥被留置者戒

具使用・保護室収容簿，⑦被留置者面会簿，⑧被留置者信書発受簿及び

⑨看守勤務日誌が備えられ，所定事項が記録されている （同規則5)。

警察の留置施設に拘置されている被疑者を検察庁で取り調べる際に

は，あらかじめ警察署の留置主任官に連絡した上，検察庁まで護送させ

なければならない。また，留置主任官は留置人の給養衛生にも責任を有

しているので（同規則17),検察庁内で食事を摂らせる必要がある場合の

対応等についても事前に確認しておく必要がある｡

勾留期間が満了する際には，留置主任官と連絡を取り，処分予定に従

い，釈放又は拘置所への移送等の準備をしておく必要がある（同規則25,
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26参照)。

第1編警察を始めとする捜査機関等 13

③検察官は， 自ら犯罪を捜査する場合において必要があるときは，司

法蕃察職員を指揮して捜査の補助をさせることができる。

④前3項の場合において， 司法警察職員は，検察官の指示又は指揮に

従わなければならない。

このうち， 一般的指示は，①犯罪捜査を適正に遂行させるための遵守

事項に関するもの，②公訴を実行するための書類の作成に関するもの,

③事件送致に関するもの，④公訴を実行するために必要な証拠の収集保

全に関するもの，⑤公訴を実行するために必要な重要事項についての報

告に関するもの等の事項に及ぶとされている。

なお，犯罪捜査規範においても，警察官は， 「刑訴法193条1項の規定

に基づき検察官から示された一般的指示があるときは， これに従って捜

査を行わなければなら」ず（同規範46)， 「刑訴法193条2項の規定に基づ

き，検察官から一般的指揮が与えられたときは，警察官はこれに従って

捜査を行わなければなら」ず（同規範48)， 「刑訴法193条3項の規定によ

り検察官が自ら捜査する犯罪について，その補助を求められたときは，

警察官はすみやかに， これに従って必要な捜査を行い，かつ，その結果

を報告しなければならない｡」旨定めている（同規範49)。
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第2節検察官と警察官との関係

第1 相互協力関係

検察官と警察官とは，捜査に関し，相互に協力すべき関係にある。

警察法は， 「都道府県公安委員会及び警察官と検察官との関係は,刑事

訴訟法の定めるところによる。国家公安委員会及び長官は，検事総長と

常に緊密な連絡を保つものとする｡」 と定めている（警察法76条)。

刑訴法は, 「検察官と都道府県公安委員会及び司法警察職員とは,捜査

に関し,互に協力しなければならない｡」 （刑訴法192)と定めている。こ

れを受けて，犯罪捜査規範においても， 「警察官は，捜査に関し，検察官

と互に協力しなければならない｡」 （同規範451) と定めている。

『一

第2検察官の指示・指揮権

他方，刑訴法は， 193条において，一般的指示権（1項） 。一般的指揮

権（2項） 。具体的指揮権（3項) "･司法警察職員の服従義務（4項）に

ついて定めている。

すなわち

①検察官は，その管轄区域により，司法警察職員に対し，その捜査に

関し，必要な一般的指示をすることができる。 この場合における指示

は，捜査を適正にし，その他公訴の遂行を全うするために必要な事項

に関する一般的な準則を定めることによって行うものとする。

②検察官は，その管轄区域により，司法警察職員に対し，捜査の協力

を求めるため必要な一般的指揮をすることができる。

第3検察官の指示・指揮権の担保

》
嫡
酎
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臆
却
司
》

刑訴法194条は，前記のような検察官の指示・指揮権を担保する趣旨か

ら，司法警察職員に対する懲戒・罷免の訴追に関する規定を設けている。

すなわち

①検事総長，検事長又は検事正は， 司法警察職員が正当な理由がなく

検察官の指示又は指揮に従わない場合において必要と認めるときは，

瞥察官たる司法警察職員については，国家公安委員会又は都道府県公

安委員会に，警察官た．る者以外の司法警察職員については，その者を
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代表的なものは，指掌紋鑑識である。指紋及び掌紋の「万人不同」 「終

生不変」 という特性から，個人識別の決め手として，警察庁では，指掌

紋をデータベースに登録して自動照合を行う指掌紋自動識別システムを

運用し，犯人の割り出しや余罪の確認等に活用している。

その他の主要な活動としては,、押収した薬物について行う薬物鑑定，

犯行現場に残された血痕毛髪を基にして行う血液型鑑定やDNA型鑑

定,足跡痕等の資料を保管資料と対照して履物等を特定する足跡痕鑑識，

防犯カメラ等で撮影された不鮮明な画像を解析して鮮明化する等の写真

鑑識防犯カメラで撮影された人物の顔画像と別に取得した被疑者の三

次元顔画像を照合し，両者の同一性を識別する三次元顔画像識別システ

ム，塗膜片や，爆発物偽造有価証券等を分析し，繊維塗膜薬毒物

等の各種基礎資料に製造業者等の付加情報を加えて作成したデータベー

スを駆使して対照する微物鑑識・検査，警察犬が犯人やその遺留品の発

見，逃走先の確認等に活躍している警察犬による臭気鑑識等がある。

14第1章警 察

懲戒し又は罷免する権限を有する者に，それぞれ懲戒又は罷免の訴追

をすることができる。

②国家公安委員会，都道府県公安委員会又は警察官たる者以外の司法

警察職員を懲戒し若しくは罷免する権限を有する者は，前項の訴追が

理由のあるものと認めるときは，別に法律の定めるところにより，訴

追を受けた者を懲戒し又は罷免しなければならない。
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1 科学捜査研究所の意義

いわゆる科学的捜査のために，各都道府県警察本部に科学捜査研究所

（｢科捜研」 と略称されることが多い｡）が置かれている。

警察が収集して送致してくる書類や証拠物には，科学捜査研究所によ

り明らかとなったものが少なからずあり，検察官自身，科学捜査研究所

に新たな鑑定を行わせたりすることもある。また，検察官が，科学捜査

研究所の職員に対し，それぞれの分野の専門家としての所見を求めるこ
‘ ， ． ：

とも度々であり,これら，科学捜査研究所等の職員が公判において証人

として証言を求められることも増えている。

2科学捜査研究所で行われている活動

一一般に，鑑識活動とは，化学，物理学，工学，医学，心理学等の知識・

技術を応用したり，指紋，足跡痕等の各種データベースを活用して，犯

人の割り出しや犯罪の証明，身元不明死体の身元確認等を科学的，合理

的に行う警察活動の総称であるが，科学捜査研究所は， これらの内の主

に鑑定部分を担当する。
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第2科学警察研究所

1 科学警察研究所の意義及び設置根拠

各都道府県警察に附属する科学捜査研究所とは別に’警察庁には，警

察活動の科学化を推進するために設けられた総合的研究機関として科学

警察研究所（｢科警研」 と略称されることが多い。）が置かれている（警

察法28)。

科学警察研究所の職務は，大別して，①研究．開発②鑑定・検査及

び③研修．指導の3種類がある。すなわち，①同研究所において，鑑定．

検査技術の研究．開発等の各種研究等を行い，②法科学第一部，法科学

第二部，法科学第三部，法科学第四部及び附属鑑定所において各都道府

県警察からの鑑定嘱託を受けて鑑定・検査を行い（警察法施行規則87～
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第1編蕃察を始めとする捜査機関等17

防止に関する研究等）及び交通科学第三研究室（車両構造の安全性につ

いての研究等）が置かれている （同規則23～26)。

3科学警察研究所で行っている鑑定

科学警察研究所は,各都道府県警察から嘱託を受けて鑑定を行うほか，

各地方の科学捜査研究所では行いにくい総合的な鑑識・防犯に関する研

究開発や各地方の科学捜査研究所職員の研修を行っている。

科学警察研究所で行われる鑑定・検査業務には，下記のものがある。

法科学第一部

生物第一～第五研究室

白骨からの性別・年齢・身長・死後経過時間・血液型

頭蓋骨と顔写真とのスーパーインポーズによる個人識別及び頭蓋骨

による顔貌の復元

顔写真による個人識別・顔写真の鮮明化

三次元顔画像識別システムを用いた個人識別

皮層片・筋肉片・臓器片からの性別・死後経過時間・血液型・DNA

型

毛髪からの性別・血液型・対象毛髪との異同識別

血痕の血液型による個人識別

唾液斑・精液斑等体液斑の血液型又はDNA型による個人識別

バイオテロに用いられる可能性が高い細菌， ウイルス等の異同識別

法科学第二部

物理研究室

写真・ビデオテープ等の画像計測・画質改善

撮影カメラ個体識別法，波長可変レーザーによる指紋や油性物検州

法

火災研究室

16第1章蕃 察

90， 96),③法科学研修所において，各都道府県の鑑識．科学捜査研究所

職員に対し，技術指導等を行っている（同規則97)｡

2科学警察研究所の組織

科学警察研究所には，総務部,法科学第一部（生物学)，法科学第二部

（物理学，エ学),法科学第三部（化学)，法科学第四部（心理学，精神医

学，文書類偽造通貨)，犯罪行動科学部（少年非行防止，犯罪防止,捜

査支援)，交通科学部（交通規制，交通安全, ･車両運転）の7部が置かれ

ている(同規則81）ほか，附属鑑定所（同規則96） と法科学研修所（同

規則97）が設置されている。

法科学第一部には,生物第一研究室(毛髪鑑定等)，生物第二研究室(形

態学を応用する顔画像鑑定等)，生物第三研究室（血液型鑑定等)，生物

第四研究室(DNA型鑑定等）及び生物第五研究室（微生物鑑定等）が

置かれ(科学警察研究所の各部の内部組織に関する規則’～6）, '法科学

第二部には，物理研究室（物理学を応用する鑑定等)，火災研究室（火災

実験等)，爆発研究室（爆発実験等）及び機械研究室（機械工学を応用す

る鑑定等）が置かれ（同規則7～12)，法科学第三部には,化学第一研究

室（化学を応用する薬物鑑定等),化学第二研究室（毒物の鑑定等)，化

学第三研究室（ラジオアイソトープ（放射性同位元素）を応用する鑑定

等）及び化学第四研究室（化学兵器等に使用される物質の鑑定等）が置

かれ（同規則14～18),法科学第四部には'情報科学第一研究室(ポリグ

ラフ検査研究等)，情報科学第二研究室（偽造文書鑑定等）及び情報科学

第三研究室（声紋鑑定等）が置かれ（同規則18の2～5)，犯罪行動科学

部には，少年研究室､ (非行少年に関する研究等)，犯罪予防研究室（防犯

対策に関する研究等）及び捜査支援研究室（犯罪者プロファイリングに

関する研究等）が置かれ（同規則19～22)，交通科学部には，交通科学第

一研究室(交通規制の方法等の研究等)，交通科学第二研究室（交通事故
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筆者識別，印影鑑定，不明文字鑑定，

等の文書鑑定

偽造通貨鑑定

情報科学第三研究室

声紋鑑定

音声自動識別システムの開発

交通科学部

交通科学第一～第三研究室

車載型事故記録装置に関する研究等

附属鑑定所

銃器弾丸類の異同識別に関する鑑定

偽造通貨鑑定

覚せい剤の微量成分に関する鑑定

警察を始めとする捜査機関等19

事務機文字鑑定，印刷物鑑定

18第1章警 察

電気火災･燃焼器具類，油類等の鑑定・検査及び実験

爆発研究室

火薬類・爆発性物質の特定（種類P組成等）

機械研究室

破損・破断事故のワイヤー・ロープ等機械部品の材質・強度の適否，

破断等の原因

現場遺留弾丸・薬きょうからの発射銃器の推定（登録済拳銃との自

動照合）

各種銃器の発射機能の有無

法科学第三部 、

化学第一～第四研究室

薬物を含有すると思料される粉末。錠剤等からの薬物の特定

麻薬・大麻等と思料される植物・樹脂状塊等について，アヘン，コ

カ葉・大麻等の特定

薬物混入と思料される尿・毛髪。血液について，薬物・その代謝物

含有の有無

毒物混入と思料される粉末・溶被・血液・臓器‘冑内容物等からの

毒物の特定

工場排水及び産業廃棄物の化合物等の特定

塗膜・着色剤・繊維・紙類･プラスチック・土砂等の材質・成分等

の特定及び異同識別

化学兵器用剤の科学分析法，現場探知法の開発

法科学第四部

情報科学第一研究室

ポリグラフ装置の開発研究

情報科学第二研究室
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20第2章特別司法警察職員 第1編警察を始めとする捜査機関等21

第2特別司法警察職員の種類及びその職務の範囲
第2章特別司法警察職員

1 種 類

特別司法警察職員は，その職務の根拠となる法令により二つに大別で

きる。すなわち,①措置法1条， ｜司法警察官吏及び司法警察官吏の職務

を行うべき者の指定等に関する件」 （大正12年12月29日勅令528｡以下｢勅

令」という｡）によるもの3種類，②個別の法律によるものl0種類の合計

13種類である。

なお，本教材における引用条文は，便宜上，措置法2条その他所要の

読み替え規定に基づき，読み替えたものとする。

2職務の範囲

特別司法警察職員の捜査権の範囲は，それぞれが設置されている趣旨

に従い，一定の制限を受ける。例えば，海上保安官の職務の範囲は海上

における犯罪に限られ，麻薬取締官の職務の範囲は一定の薬物犯罪に限

られる。

特別司法警察職員は， 自己の捜査権の認められている犯罪に限り捜査

が許されているのであって， これと刑法54条の関係（観念的競合又は牽

連犯の関係）にある罪については捜査することができない（昭28．6．4

法曹会決議法曹時報5． 6．88)。

特別司法警察職員と ＝般司法警察職員との捜査権限は，一般司法警察

職員の捜査権限に制限がないことから，一般的に競合する。犯罪捜査規

範は,特別司法警察職員との共助に関し， 「共助協定その他の特別の定が

あるときはその規定するところによる」 とした上，協力・協議すべきこ

とを定めている（犯罪捜査規範50ないし54)。

特別司法警察職員の種類及びその職務の範囲は，次頁の一覧表1のと

おりである（ただし，同表1No. 14の国税庁監察官は，特別の捜査機関で

序特別司法警察職員の意義及び趣旨

第1 特別司法警察職員の設置根拠及び任務

1 特別司法警察職員の設置根拠

警察庁及び都道府県警察の警察官（一般司法警察職員）以外の者で，

森林，その他特別の事項について司法警察職員として捜査の職務を行う

特定の行政庁の職員などを総称して「特別司法警察職員」 という。これ

らの職員のうち，いずれを司法警察員とし，あるいは司法巡査とするか

は， 「司法警察職員等指定応急措置法」 （以下「措置法」という。）その他

の法令で定められている。

2趣 旨

これらの特定の行政庁の職員などは，①本来の職務の執行に際して犯

罪を発見する機会が多く，その犯罪については，その職員が有する職務

上の特殊知識を活用することにより捜査の実効を期待し得る場合が多い

こと，②本来の職務上担当する地域ないし施設が特殊であって，その地

域ないし施設内で発生した犯罪については，その職員に捜査させること

により実効性が高まると期待し得る場合が多いことから特に司法警察職

員とされている。 したがって，特別司法警察職員の捜査権は，特別の事

項に限られており，その捜査権の行使についても，一般司法警察職員と

異なる定めがなされている場合がある。
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第1編警察を始めとする捜査機関等2322第2章特別司法警察職員

はあるが，特別司法警察職員とはされていない｡)。 壼干1」
に基づいて発する命令に遠反
る罪

海上における犯罪
｜

I

海上保安官
海上保安官補

海上保安庁法319 f4

＜一覧表1＞特別司法警察職員の種類。職務範囲

麻薬及び向精神薬取締法大麻
取締法， あへん法，覚せい剤取
締法若しくは麻薬特例法に違反
する罪刑法第2編第14章に定
める罪又は麻薬・あへん若しく
は覚せい剤の中毒により犯され
た罪

麻薬及び向精神薬取締
法54！ ｜ 官 名

1 刑事施設の長及

｜ びその他の刑事岸 I施設の職員

'｡ |謹…暑”

麻薬取締官
麻薬取締員

10
一
￥
こ
い
堺

根拠法令

刑事収容施設及び被収
容者等の処遇に関する
法律290

職務の範囲
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平成17年度から同21年度の特別司法警察職員の捜査活動状況は，次の

一覧表2のとおりである。口
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第1編特察を始めとする捜査機関等25

な役割を果たす必要があるものの， これら諸機関相互間には必ずしも日

ごろから連絡体制が確立されているわけではないので， これら諸機関の

概要を把握した上で，検察庁において，適切な連絡調整が果たせるよう

準備しておく必要がある。

例えば，外国人の集団密入国事件についてみると，捜査．調査の段階

では，警察’海上保安庁及び入国管理局が関係することになる。

なお’ これとは観点を異にするが， この種事案の逮捕。勾留．公判の

関係では，裁判所との間の連絡等が不可欠である。身柄の収容場所を確

保するためには，留置施設拘置所，刑務所等の収容能力等を把握して

その問の調整を図らなければならない。この種事件では，少年の被疑者

がいる場合も少なくないので，その場合には，家庭裁判所等の関連機関

との連絡調整が必須である。
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＜一覧表2＞特別司法警察職員の捜査活動状況等
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第1節刑事施設の長及びその他の刑事施設の職

員

第1 刑事施設

【'【注1 IH17｣～｢H21｣ :平成各年1年間の送致人員数「起訴」平成21年1年間の送
致事件に対する起訴人員数， 「不起訴」 冒同不起訴人員数， 「家裁」 ：同家裁送致
人員数， 「未済」 ：同年度末現在の未済人員数， 「引渡」 ：平成21年1年間の警察
引渡し人員数。

本表に掲げた数字は，各官署からの報告に基づき集計されたものである。

刑事施設とは，懲役，禁銅又は拘留の刑の執行のため拘置される者，

刑事訴訟法の規定により逮捕された者であって留置される者，刑事訴訟

法の規定により勾留される者等，法令の規定により刑事施設に収容すべ

きこととされる者等を収容し， これらの者に対し必要な処遇を行う施設

をいう （刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（以下， 「刑事

収容施設法」ともいう） 3)。法務省に，刑事収容施設法の規定による刑

事施設として刑務所，少年刑務所及び拘置所を置き，法務大臣は，刑務

所，少年刑務所又は拘置所の所掌事務を分掌させるため，所要の地に，

’

第3検察庁による連絡調整の重要性
B

1

」

発生する事件によっては，一般司法警察職員，特別司法警察職員その

他の関係諸機関の捜査権限等が競合する場合も少なくない。そのような

場合には，検察庁が， これら関係諸機関の間の連絡調整について積極的
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刑務支所，少年刑務支所又は拘置支所を設けることができるとされてい

る（法務省設置法8Ⅱ' 9Ⅱ。以下， これらを併せて「行刑施設」 とも

いう。)。

行刑施設の任務及び組織については，後記2編第1章第1節参照｡

第1編警察を始めとする捜査機関等27

ル刑事訴訟法第三巻52頁)。

4捜査活動状況

刑事施設の長その他の刑事施設の職員からは，最近では，毎年約200

ないし約300人が検察庁に送致されている（前掲一覧表2参照)。
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第2刑事施設の長及びその他の刑事施設の職員
第2節森林管理局署の職員 I

1 刑事施設の長及びその他の刑事施設の職員

（1） 刑事施設の長は，刑事施設における犯罪（労役場及び監置場におけ

る犯罪を含む）について，刑事訴訟法に規定する司法警察員の職務を

行う （刑事収容施設法2901)。

（2） 刑事施設の長を除いた施設の職員であって，刑事施設の長がその刑

事施設の所在地を管轄する地方裁判所に対応する検察庁の検事正（以

下「管轄検事正」 という。） と協議して指名した者は，刑事施設にお

ける犯罪について，法務大臣の定めるところにより，刑事訴訟法の規

定による司法警察職員としての職務を行う （刑事収容施設法290Ⅱ)。

（3） 平成21年末現在の定員は, 1,556人（実員数はl;539人）である。

2特別司法警察職員とされている趣旨

刑事施設が逃走防止・秩序維持のため特段の配慮を要する特殊な閉鎖

的施設であるため，一般司法警察職員といえどもその出入りには制約が

あり，その捜査権を行使することが事実上困難であることから，特別司

法警察職員の制度が置かれている。

3捜査権限

刑事施設の長その他の刑事施設の職員の捜査権限は，刑事施設におけ

る犯罪に限られる。刑事施設内における犯罪であれば，犯人が被収容者

であるか否かを問わない。検察庁等への護送途中の車両内，検察庁・裁

判所内の出廷留置場にも捜査権が及ぶと解されている（大コンメンター

第1 森林管理局署
ﾄ

1 森林管理局署の意義及び設置根拠

森林管理局署とは，農林水産省の外局である林野庁（農林水産省設置

法23）の地方支分部局であり，森林管理局及び森林管理署をいう （同法

33， 35)。

2森林管理局署の所掌事務

国有林野の管理経営は農林水産省の所掌事務の一つであり （同法4

，)， 同省の外局たる林野庁は，森林の保続培養，林産物の安定供給の

確保，林業の発展林業者の福祉の増進及び国有林野事業の適切な運営

を図ることを主な任務としている（同法30)。

森林管理局は，林野庁の所掌事務のうち，管理経営計画の樹立その他

の国有林野の管理経営を行うこと，民有林野の造林及び森林の経営の指

導並びに森林治水事業の実施に関すること，林野の保全に係る地すべり

防止に関する事業の実施に関することなどの事務を分掌し（同法33Ⅱ)，

森林管理署は,それぞれ,一定の範囲で森林管理局の事務を分掌する（同

法351)。

3森林管理局署の組織

森林管理局は，北海道（札幌市)，東北（秋田市) ，関東（前橋市)，中
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部（長野市)，近畿中国（大阪市)， 四国（高知市）及び九州（熊本市）

の7か所に置かれている（農林水産省組織令1171)。

森林管理局の名称，位置及び管轄区域等は，政令（農林水産省組織令）

で定められる （農林水産省設置法33m)｡

森林管理局には，総務部，計画部及び森林整備部が置かれ（北海道森

林管理局には企画調整室ではなく企画調整部),森林管理箸には一般に総

務課と業務課が置かれている。

農林水産大臣は，森林管理署の所掌事務の一部を分掌させるため，所

要の地に，森秣管理署の支署を設けることができるとされている（農林

水産省設置法35Ⅲ)。

第1編響察を始めとする捜査機関等29

有林野，部分林，公有林野(注2）官行造林，その林野の産物(注3）又は

その林野若しくは国営猟区における狩猟に関する罪に限られている（勅

令4④)。

4捜査活動状況

森林管理局署の職員からは，最近では，毎年，森林法違反等により0

ないし数人が検察庁に送致されている（前掲一覧表2参照)。

（注1） 我が国の国土は，その約7割を森林が占めており，国有

林野は国土面積の約2割を占めている。

（注2） 地方公共団体の所有に属する林野をいう。

（注3） 木竹， 、下草伐採木，倒木，木の葉，落葉落枝，蔓類，

茅類，笹類，蕨，ぜんまい等林野から産出する一切のもの

をいい，土石も含む。
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第2森林管理局署の職員

h

ｉ
…1 特別司法警察職員とされる職員

森林管理局署の職員は，森林管理局署勤務の農林水産事務官及び農林

水産技官である。

森林管理局署の職員のうち，その所属長官が管轄検事正と協議して指

命した者は，司法警察員の職務を行うこととされている（措置法1，勅

令3④)。

平成21年末現在の森林管理局署の実員数（司法警察員）は, 1,394人で

ある。

2特別司法警察職員が置かれている趣旨

森林管理局署が管理する地域が広大な森林であるという特殊性から

（注l),一般司法警察職員の十分な捜査活動を期待し難いことから，特

別司法警察職員の制度が置かれている。

3捜査権限

森林管理局署の職員で特別司法警察職員とされた者の捜査権限は，国

第3節公有林野の事務を担当する北海道庁の職

員
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1 特別司法警察職員とされる職員

公有林野の事務を担当する北海道庁の地方事務官及び地方技官であっ

て，北海道知事が管轄検事正と協議して指命した者は，司法蕃察員とし

て職務を行うこととされている（措置法1 ，勅令3⑦)。

平成21年末現在の定員は32人（実員数は27人）である。

2特別司法警察職員とされている趣旨

北海道における公有林野は， その地域が広大であって，一般司法警察

職員の-| ･分な捜査活動を期待し難いことから，特別司法警察職員の制度

が置かれている。

その捜査権限は，北海道における公有林野，その林野の産物又はその
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。
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第1編警察を始めとする捜査機関等3130第2章糊ﾘ司法警察職員

林野における狩猟に関する罪に限られている（勅令4⑦)。

3捜査活動状況

検察庁への年間送致人員数は,最近は0人である(前掲一覧表2参照)。

第5節皇宮護衛官

第1 皇宮警察本部
第4節船長その他の船員

1 皇宮警察本部の設置根拠及び所掌事務

皇宮警察本部は，警察庁に附置されている（警察法29I)。

皇宮警察は，明治19年に宮内省に皇宮警察署として誕生し，その後幾

多の変遷を経て昭和29年新警察法制定に伴い，警察庁の附属機関の一つ

となり，現在の名称に改称されたものである。

皇宮警察本部は，天皇及び皇后，皇太子その他の皇族の護衛，皇居及

び御所の警備その他の皇宮警察に関する事務をつかさどっている（同条

Ⅱ)。

国家公安委員会は，国の公安に係る警察運営をつかさどり，警察教養，

警察通信，情報技術の解析，犯罪鑑識，犯罪統計及び諮察装備に関する

事項を統轄し，並びに警察行政に関する調整を行うことにより，個人の

権利と自由を保護し，公共の安全と秩序を維持することを任務とすると

ころ（同法51),その任務を遂行するため，皇宮警察に関する事務につ

いても，警察庁を管理する（同条Ⅱ15)。

2皇宮警察本部の組織

皇宮警察本部には，本部長が置かれ（同法29Ⅲ)，警察庁長官の命を受

け，皇宮警察本部の事務を掌理する。

皇宮警察本部の位置及び内部組織は，内閲府令で定められるところ，

皇宮警察本部には，警備部及び護衛部の2部並びに4護衛署が置かれる

こととされ，護衛署は，坂下，吹上，赤坂及び京都の4護衛署が置かれ，

また，葉山（神奈ﾉII県） ・那須（栃木県） ・須崎（静岡県）の各御用邸に

1 特別司法警察職員とされる船員

遠洋区域，近海区域又は沿海区域(注1）を航行する(注2)総トン数20

トン以上の船舶の船長は，その船舶内において司法警察員の職務を行う

こととされている（措置法1，勅令61)。

同船舶内における司法巡査の職務は， 甲板部，機関部及び事務部の海

員中その各部において職掌の上位にある者がこれを行うこととされてい

る（同条Ⅱ)。

（注1）船舶安全法施行規則上，湖，川及び港内の水城並びに同規則1条

6項各号に掲げる水域（これを平水区域という｡）を除いた水域を

いう。

（注2）航行区域又は操業区域とするとの意味である。

2特別司法警察職員とされている趣旨

平水区域以外を航行する船舶については，一般司法警察職員の捜査活

動が及び難いことから，特別司法警察職員の制度が置かれている。

3捜査権限

船長等の捜査権限は，犯罪の種類を問わず，当該船舶内に限られてい

る（勅令61)。

4捜査活動状況

検察庁への事件送致歴は，ほとんど見当たらない。
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32第2章特別司法警察職員

は皇宮護衛官派出所が置かれている。

皇宮警察本部の職員は，皇宮護衛官，警察庁事務官及び警察庁技官で

構成されている。

第1編蕃察を始めとする捜査機関等33

行われれば，捜査権が及ぶ。

皇宮護衛官は，その職務の遂行のため小型武器を所持することができ

る（同法67, 69V)。

皇宮護衛官及び警察官は，その職務の執行に関し，相互に協力しなけ

ればならない（同法69Ⅵ)。

なお，宮内庁長官は，宮内庁の所掌事務を遂行するため必要があると

認めるときは，皇宮警察の事務につき，警察庁長官に対して所要の措置

を求めることができる（宮内庁法8Ⅷ)。

4捜査活動状況

皇宮護衛官から検察庁へは，最近では，毎年0ないし数人程度が送致

されている （前掲一覧表2参照)。
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第2皇宮護衛官

1 皇宮護衛官の設置根拠及び任務

皇宮護衛官は，天皇及び皇后，皇太子及びその他の皇族の生命，身体

若しくは財産に対する罪，皇室用財産に対する罪，皇居，御所その他皇

室用財産である施設若しくは天皇及び皇后，皇太子その他の皇族の宿泊

の用に供されている施設における犯罪について，国家公安委員会の定め

るところにより，刑事訴訟法の規定による司法警察職員としての職務を

行うものとされている（警察法69m)。

皇宮護衛官の階級は，皇宮警視監皇宮警視長，皇宮警視正，皇宮警

視，皇宮警部，皇宮警部補，皇宮巡査部長及び皇宮巡査である（同法69

I)。皇宮巡査部長以上が司法警察員とされ，皇宮巡査が司法巡査とされ

ている。

皇宮護衛官は，皇宮警察学校において，皇宮警察の職員に必要な教育

訓練を受けることとされている（同法29Ⅳ)。

下成21年末現在の定員は901人（実員数は896人）である。

2特別司法警察職員とされている趣旨

皇宮警察本部は，その職務の対象及び内容が天皇，皇族の護衛や皇居

の警備等であるという特殊性から，特別司法警察職員の制度が置かれて

いる。

3捜査権限

皇宮護衛官の捜査権限は，上記1の罪に限られている（同法69Ⅲ)。犯

罪の種類に限定はなく， また，犯罪の実行行為の一部が皇居等において
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第6節鳥獣の保護又は狩猟の適正化に関する取

締りの事務を担当する都道府県の職員
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第1 鳥獣保護事業

1 鳥獣保護事業

鳥獣の保護又は狩猟の適正化に関する取締りの事務を担当する都道府

県の職員も特別司法警察職員であり，その根拠は，鳥獣の保護及び狩猟

の適正化に関する法律（以下「鳥獣保護法」という｡）であるので，まず，

同法の目的等について説明する。同法は，鳥獣の保護を図るための事業

を実施するとともに,鳥獣による生活環境,農林水産業又は生態系に係る

被害を防止し，併せて猟具の使用に係る危険を予防することにより， ，鳥

獣の保護及び狩猟の適正化を図り， もって生物の多様性の確保，生活環

境の保全及び農林水産業の健全な発展に寄与することを通じて， 自然環
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第1編警察を始めとする捜査機関等3534第2章特別司法警察職員

境の恵沢を享受できる国民生活の確保及び地域社会の健全な発展に資す

ることを目的とする。都道府県知事は，環境大臣が鳥獣の保護を図るた

めの事業（同法35条1項に規定する特定猟具使用禁止区域及び特定猟具

使用制限区域並びに同法68条1項に規定する猟区に関する事項を含む。

以下「鳥獣保護事業」という｡）を実施するため,農林水産大臣と協議し，

中央環境審議会の意見を聴いて定める基本指針に即して， 当該都道府県

知事が行う鳥獣保護事業の実施に関する計画を定めるものとされている

（鳥獣保護法3， 4)。

2都道府県の鳥獣保護に関する組織

各都道府県によって所属組織は異なるが，東京都を例にとると，知事

の権限に属する事務を分掌させるため,環境局が置かれ(地方自治法158，

東京都組織条例1），公害の防止， 自然環境の保全,廃棄物対策その他の

環境の保全に関する事務を分掌しており （同条例2)，同局に， 自然環境

部が置かれ，鳥獣保護管理及び狩猟に関する事務を分掌している（東京

都組織規程25計画課)。

’

’
林等の猟区内で犯されることが多いこと及び鳥獣保護事業という行政職

務を遂行する上で，犯罪発見の機会が多いことから，特別司法警察職員

の制度が置かれている。

3捜査権限

鳥獣の保護又は狩猟の適正化に関する取締りの事務を担当する都道府

県の職員で特別司法警察職員とされた者の捜査権限は， 当該都道府県内

における烏獣保護法違反等の罪に限られている（同法76)。

4捜査活動状況

鳥獣の保護又は狩猟の適正化に関する取締りの事務を担当する都道府

県の職員から検察庁への年間送致人員数は，最近, 0ないし数人である

（前掲一覧表2参照)。
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第7節労働基準監督官

第1 厚生労働省労働基準局

第2事務を担当する都道府県の職員
1 厚生労働省労働基準局の設置根拠

厚生労働省労働基準局（以下「労働基準局」ともいう。）は，労働基準

法（以下「労基法」 ともいう｡）を施行するため，厚生労働省に，労働基

準主管局（厚生労働省の内部部局として置かれる局で労働条件及び労働

者の保護に関する事務を所掌するもの｡）として置かれている（労基法97

1 ,厚生労働省組織令2)。

2厚生労働省労働基準局の所掌事務

労働基準局は，労働契約，賃金の支払，最低賃金，労働時間，休息，

災害補償その他の労働条件に関する事務を始めとして,労働能率の増進

労働衛生(労働者についてのじん肺管理区分の決定に関することを含み，
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1 特別司法警察職員とされる職員

鳥獣の保護又は狩猟の適正化に関する取締りの事務を担当する都道府

県の職員であってその所属する都道府県知事がその者の主たる勤務地を

管轄する地方裁判所に対応する検察庁の検事正と協議して指名したもの

は，鳥獣保護法等に違反する罪につき司法警察員として職務を行う （鳥

獣保護法76)。

平成21年末現在の定員は， 965人（実員数は933人）である。

2特別司法警察職員が置かれている趣旨

鳥獣保護法違反等の罪が，一般司法警察職員の配置が比較的少ない森
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36第2章特別司法警察職員

鉱山における通気及び災害時の救護に関することを除く｡)，労働基準監

督官が司法警察員として行う職務，勤労者の財産形成の促進，労働者の

保護及び福利厚生，家内労働者の安全及び衛生に関することその他家内

労働法（昭和45年法律第60号）の規定に基づく労働基準監督官の行う監

督に関する事務等をつかさどっている（厚生労働省組織令7)。

3厚生労働省労働基準局の組織

（1） 内部部局

労働基準局には，安全衛生部及び労災補償部に置くもののほか，監

督課等4課が置かれており （同令59)，監督課において，労働条件，

産業安全，労働衛生及び労働者の保護に関する労働基準監督署の行う

監督，労働基準監督官が司法警察員として行う職務に関する事務等を

つかさどることとされている（同令62)。

労働基準局監督課には調査官（1人）並びに中央労働基準監察監督

官（9人）及び主任中央労働基準監察監督官（1人）が置かれている

（厚生労働省組織規則31)。

（2） 都道府県労働局

都道府県労働局は，厚生労働省の地方支分部局として，都道府県に

置かれている（労基法971,厚生労働省設置法17, 21)｡

都道府県労働局は，厚生労働省の所掌事務のうちの一部（例えば，

労働契約，賃金の支払，最低賃金，労働時間，休息，災害補償その他

の労働条件に関する事務．厚生労働省設置法4⑨）を分掌することと

されている（同法211)。

都道府県労働局は，各都道府県に置かれ（47か所)，内部組織は，総

務部，労働基準部，職業安定部及び雇用均等室に分かれており，労働

基準部には，一般的に，監督課，安全衛生課，賃金課，労災補償課が

置かれており，監督課において，労働条件，産業安全，労働衛生及び

第1編警察を始めとする捜査機関等37

労働者の保護に関する労働基準監督官の監督に関する事務，労働基準

監督官が司法警察員として行う職務に関する事務等をつかさどるこ

ととされている。

(3) 労働基準監督署

各都道府県内に合計約340か所の労働基準監督署（支署を含む｡)が

置かれており （労基法971 ,厚生労働省設置法22),その名称，位置，

管轄区域，所掌事務及び内部組織は，厚生労働省令（厚生労働省組織

規則789及び別表第七）に定められている。 このうち，労働基準監督

署が所掌する事務については，都道府県労働局が所掌する事務の－－部

（例えば，労働契約，賃金の支払，最低賃金，労働時間，休息，災害

補償その他の労働条件に関する事務。同規則7901)を分掌するもの

とされている（厚生労働省設置法22Ⅱ，厚生労働省組織規則790)。

労働基準監督署の内部組織は,厚生労働大臣の定める基準に基づき，

労働基準監督署長が定めることとされている（厚生労働省組織規則

791)。
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第2労働基準監督官

I 1 労働基準監督官の設置根拠及び任務

労働基準監督官は，厚生労働省労働基準局，都道府県労働局及び労働

基準監督署に置かれており（労基法971),労働基準法違反の罪について，

刑事訴訟法に規定する司法警察員の職務を行うこととされている （|司法

102)｡

労働基準監督官の任務は，全国約410万の事業所で働く約5,000万人の

労働者が安心して働ける職場環境を実現するため，労働条件等を定めた

労働基準法を事業主に遵守させるとともに，労働者の労働条件の向上を

図ることである。
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検監督」 という｡)，労基法を施行するため必要があると認めるときは，

使用者又は労働者に対し，必要な事項を報告させ，又は出頭を命ずるこ

とができる（同法104の2Ⅱ)。また，労働基準監督官は，工場や工事現

場等において，労働災害が発生した場合に（注)，現場に赴いて災害の発

生状況，その原因等について調査し，再発防止について必要な指導を行

38第2章特別司法警察職員

平成21年末現在の定員は3,949人（実員数は3,427人）である。

2特別司法警察職員とされている趣旨

労働基準監督官は，その職務遂行上，法定の労働条件違反という犯罪

を発見する機会が多く， また，その職務上の知識を利用するのがこのよ

うな犯罪の捜査に便宜であることから,特別司法警察職員とされている。

3捜査権限

労働基準監督官の捜査権限は，労基法の罪（同法102）及び労基法102

条と同旨の規定が置かれている下記の法律違反に限られている。すなわ

ち，最低賃金法〈33)， じん肺法（43)，炭鉱災害による一酸化炭素中毒

症に関する特別措置法（14)，家内労働法（31)，労働安全衛生法（92)，

作業環境測定法（40)，賃金の支払の確保等に関する法律（以下「賃金支

払確保法」 という｡） （11）及び労働者派遣事業の適正な運営の確保及び

派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律(44V)である（括弧内は

司法警察職員の根拠規定である｡)。

4捜査活動状況

労働基準監督官は，最近では，毎年，約2,000人ないし3,000人を検察

庁に送致しており，特別司法警察職員の中では海上保安官（補）に次い

で2番目に送致人員数が多い。

労働基準監督官が送致する事件の主なものとしては，事業主等の賃金

不払（労基法23, 24, 120)，労働災害に係る労働安全衛生法違反事件等

がある。
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(注） 平成21年の死亡災害は1,075人である。
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第8節船員労務官

第1 海事局
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1 海事局の任務

特別司法警察職員の一つである船員労務官は，主として国士交通省の

地方支分部局である地方運輸局に置かれているので， まず，国土交通省

の関係部局について説明する。

国土交通省の任務には，船員に関する国の行政事務を三体的に遂行す

ること （国士交通省設置法4⑯ないし⑬）が含まれており， この任務を

所掌させるため，海事局が置かれている （国土交通省組織令21)｡

海事局は，船員の労働条件その他保護に関する事務等を所掌する（同

令13⑫ないし⑭)。

2海事局の組織

（1） 内部部局

海事局には，運航労務課が置かれており，船員の労働条件，安全衛

生その他の労働環境及び災害補償船内規律等に関する事務をつかさ

どることとされている（同令146)。
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I第3労働基準監督官のその他の任務等

労働基準監督官は，定期的に又は労働者からの申告（労基法104）等を

契機として，事業場等に臨検し，帳簿及び書類の提出を求め，又は使用

者若しくは労働者に対して尋問を行うことができ(同法1011．これを｢臨
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40第2章特別司法警察職員

同課には，安全衛生室及び首席運航労務監理官1人及び次席運航管

理官2人が置かれており，首席運航労務監理官が船員の労働条件，安

全衛生その他の労働環境及び船内規律に関する監査に関する事務を

つかさどることとされている（国土交通省組織規則99)。

(2) 地方支分部局

国土交通省の地方支分部局として（国士交通省設置法30)，北海道，

東北，新潟，関東， 中部，近畿， 中国'四国及び九州の9か所に地方

運輸局が置かれ,その下に，海上安全環境部が置かれており，運航労

務管理官又は船員労働環境・開示資格課が，船員の労働条件，安全衛

生その他の労働環境，災害補償及び船内規律に関する事務等を分掌す

ることとされている（同法351， 4⑳， 同令213,地方運輸局組織規
則109, 110)。

なお，運航管理官は，平成17年4月の「海上運送事業の活性化のた

めの船員法等の一部を改正する法律」 （平成16年法律第71号）の施行

に併せて各地方運輸局等に海事関係の執行官として設置されたもの

であり，それ以前の運航管理官と船員労務官を統合した組織である。

第1編警察を始めとする捜査機関等41

員の労働条件及び船員の保護に関する監査に関する事務等をつかさどる

こととされる。 ‘

平成21年末現在の定員は， 179人である。

2特別司法警察職員とされている趣旨

船員法は，労働者である船員の労働基準を定めた法律であり，労働者

一般の労働基準を定めた労働基準法の特別法である。

海上労働は，陸上の一般社会から隔絶された船舶内において行われ，

その作業には危険を伴い，かつ，多数の人命及び財貨の安全を確保する

という社会的要請から特別の保護と制約を受けるという特殊性を有する

ことから，労働基準監督官の特別の形態として，船員の労働韮準を保護

するため，船員労務宮が置かれている（野口喜蔵。注釈特別刑法第4巻

労働法編船員法320頁参照)。

3捜査権限、

船員労務官の捜査権限は，船員法，労基法及び船員法に基づいて発す

る命令の違反の罪（船員法108)，最低賃金法違反の罪（同法40, 39)，賃

金支払確保法違反の罪（同法16, 11)及び船員災害防止法違反の罪（同

法66ないし70）に限られる。

4捜査活動状況

船員労務官から検察庁への送致人員数は，最近では，毎年数人程度で

ある。
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I 第2船員労務官

1 船員労務官の意義及び設置根拠

船員労務官は,国土交通大臣が国土交通省の所部の職員の中から命じ，

船員法及び労働基準法の施行に関する事項をつかさどらせるものであり

（船員法105)，船員法,労働基準法及び船員法に基づいて発する命令の違

反の罪(同法108)及び船員災害防止活動の促進に関する法律違反の罪(以

下， 「船員災害防止法」 という。同法62条）について，刑事訴訟法に規定

する司法警察員の職務を行う （同法108)。

船員労務官は，地方運輸局船員部及び海運支局船員課等に置かれ，船
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第3船員労務官のその他の任務

船員労務官は，必要があると認めるときは，船舶所有者等に出頭を命

じ，帳簿書類を提出させ，若しくは報告をさせ，又は船舶等に立ち入り，

帳簿書類等を検査し,若しくは船舶所有者等に質問することができる(同

E1071)。最低賃金法，賃金支払確保法及び船員災害防止法の船員につ

I

’
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いての適用施行に関しても，同様の権限を有する（最低賃金法35Ⅱ， 32，

賃金支払確保法16, 12， 13，船員災害防止法61)。

第1編警察を始めとする捜査機関等43

警備救難部において，法令の海上における励行，海上における犯人

の捜査及び逮捕，国際捜査共助等に雷する事務をつかさど皇ている

(同令249)。

総務部において，機密に関する事務のほか，留置業務，海上保安庁

の所掌に係る犯罪被害者等の権利利益の保護に関する企画等の事務

をつかさどっている（同令247)。

交通部において，海難の調査,船舶交通の障害の除去に関する事務

等をつかさどっている（同令251)。なお，海難の原因の探求は，海難

審判庁が行っ･ている（海難審判法)。

警備救難部には，管理課，刑事課，国際刑事課，警備課，警備情報

課，救難課及び環境防災課の7課が置かれており （海上保安庁組織規

則16)，刑事課，国際刑事課,警備課，警備情報課において，特定の

犯罪捜査活動を行っている。

すなわち，刑事課において，海上における犯罪の捜査及びこれに係

る犯人又は被疑者の逮捕並びに犯人又は被疑者の海上における逮捕

に関する事務~(国際刑事課，警備課及び警備情報課の所掌に属するも

のを除く）等を（同規則18),国際刑事課において，関税定率法，関

税法,大麻取締法,外国為替及び外国貿易法，覚せい剤取締法，出入

国管理及び難民認定法，外国人登録法，麻薬及び向精神薬取締法，武

器等製造法，あへん法，銃砲刀剣類所持等取締法，国際的な協力の下

に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻

薬及び向精神薬取締法等の特例に関する法律(以下｢麻薬特例法」と

いう｡）に規定する犯罪のうち海上におけるもの及び海賊行為に係る

犯罪の捜査並びにこれらに係る犯人又は被疑者の逮捕に関する事務

(警備情報課の所掌に属するものを除く）， これらの犯罪の犯人又は被

疑者の海上における逮捕に関する事務（警備情報課の所掌に属するも

第9節海上保安官。海上保安官補

第1 海上保安庁

1海上保安庁の設置根拠及び任務

海上保安庁は，海上において，人命及び財産を保護し，並びに法律の

違反を予防し，捜査し，及び鎮圧するため，国土交通大臣の管理する国

士交通省の外局として置かれており（国士交通省設置法41Ⅱ,52),海上

保安庁法等により組織等の詳細が定められている6

海上保安庁は， 「法令の海上における励行,海難救助,海洋汚染等の防

止，海上における犯罪の予防及び鎮圧，海上における犯人の捜査及び逮

捕，海上における船舶交通に関する規制，水路，航路標識に関する事務

その他海上の安全の確保に関する事務並びにこれらに附帯する事項に関

する事務を行うこ.とにより，海上の安全及び治安の確保を図ること」を

任務としており（海上保安庁法2)，その所掌事務の一つに,海上におけ

る犯人の捜査及び逮捕に関する事務が含まれている(同法5⑭)。

2海上保安庁の組織

海上保安庁の組織所掌事務及び権限は,海上保安庁法(これに基づ

く命令を含む｡）の定めるところによる（国土交通省設置法52)。

（1）内部部局

海上保安庁の長は,海上保安庁長官である（海上保安庁法'0)。

海上保安庁には，総務部，装備技術部警備救難部，海洋情報部及

ぴ交通部が置かれている(国土交遍省組織令246)｡
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産の保護並びに公共の秩序の維持に関する事務のうち，人の生命，身

体又は財産に対する危害の程度が大きい武器が使用され，又は使用さ

れるおそれのある事態への高度の知識及び技術を活用した対処に関

する事務をつかさどる特殊警備対策室，不審な船舶に関する事務（特

殊警備対策室の所掌に属するものを除く）をつかさどる不審船舶対策

室，領海及びその周辺海域に係る政治上その他の主義主張に基づく活

動に関する事務（特殊警備対策室及び不審船舶対策室の所掌に属する

ものを除く） をつかさどる領海警備対策室が置かれている（同規則

46)。

海上保安庁には，海上保安大学校及び海上保安学校が置かれており

（国士交通省組織令254)，海上保安庁の職員の教育訓練を行うことと

されている （同令255, 256)。

(2) 地方支分部局

全国及び沿岸水域を小樽，塩釜，横浜，名古屋，神戸，広島北九

州，舞鶴，新潟，鹿児島及び那覇の第一から第十一海上保安管区に分

かち，各管区ごとに海上保安本部が置かれており，海上保安庁の所掌

事務を分掌させている （海上保安庁法121 , n,国土交通省組織令

258)。

国土交通大臣は,管区海上保安本部の事務の一部を分掌させるため，

所要の地に海上保安本部事務所を置くことができ （海上保安庁法13)，

平成22年4月1日現在，海上保安監部（1か所)，海上保安部（69か

所)，海上保安航空基地（2か所)，海上保安署（60か所) ，情報通信

管理センター(11か所),海上交通センター(7か所),航空整備管理

センター（1か所)，航空基地（12か所)，国際犯罪対策基地（1か所)，

特殊警備基地（1か所)，特殊救難基地（lか所)，機動防除基地(1

か所) ，水路観測所（1か所)， ロランセンターー （lか所)，航路標識

のを除く）等(同規則19）を，警備課において刑法第二編第二章及び

第三章（内乱に関する罪，外患に関する罪)，破壊活動防止法， 日本

国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第6条に基

づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する

協定の実施に伴う刑事特別法， 日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保

護法に規定する犯罪のうち海上におけるものの捜査及びこれらに係

る犯人又は被疑者の逮捕， これらの犯罪の犯人又は被疑者の海上にお

ける逮捕に関する事務(警備情報課の所掌に属するものを除く）等(同

規則20）を，警備情報課においてテロリズム（広く恐怖又は不安を抱

かせるこ．とによりその目的を達成することを意図して行われる政治

上その他の主義主張に基づく暴力主義的破壊活動をいう）その他の我

が国の公安を害する活動に関する犯罪であって，外国人又はその活動

の本拠が外国に在る日本人に係るもののうち，海上におけるものの捜

査及びこれらに係る犯人又は被疑者の逮捕， これらの犯罪の犯人又は

被疑者の海上における逮捕の事務等（同規則21)を，それぞれつかさ

吟っている。

刑事課には違法操業対策官が置かれ，海上における漁業に関する法

令に規定する犯罪の捜査及びこれにかかる犯人又は被疑者の逮捕に

関する事務(警備情報課の所掌に属するものを除く）をつかさどり（同

規則44) ，国際刑事課には， 同課の所掌事務に係る海賊行為に関する

事務及び当該事務に関する外国の行政機関その他の関係機関との連

絡調整に関する事務をつかさどる海賊対策室が，同課の所掌事務に係

る出入国管理及び難民認定法に規定する犯罪に関する事務及び当該

事務に関する外国の行政機関その他の関係機関との連絡調整に関す

る事務をつかさどる不法入国対策官が置かれている（同規則45)ず

また，警備課には，同課の所掌事務に係る海上における人命及び財
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46第2章特別司法警察職員

事務所（1‘か所）が置かれている（海上保安庁組織規則118, 119, 121・

別表第十五)。

各管区海上保安本部には，一般に，総務部，経理補給部，船舶技術

部，警備救難部，海洋情報部及び交通部が置かれ（同規則57>，警備

救難部には，一般に，警備課，刑事課，国際刑事課，警備情報課，救

難課，環境防災課及び船舶技術課が置かれており，響備課,刑事課，

国際刑事課及び警備情報課において，海上における犯罪の捜査及びこ

れに係る犯人又は被疑者の逮捕等に関する事務をつかさどることと

されている（同規則80, 81ないし81の4)。

海上保安庁は，平成22年4月1日現在，巡視船121隻，巡視艇237隻，

特殊警備救難艇63隻測量船・灯台業務用船等36隻の合計457隻及び

航空機73機を有している。

第1編蕃察を始めとする捜査機関等47

の海上保安官及び海上保安官補は司法巡査として職務を行う （昭和24年

海上保安庁告示第33号)。

平成21年末現在の司法警察員数は10,607人,司法巡査数は1,298人であ

る。

2特別司法警察職員とされている趣旨

海上という地域が特殊かつ広大であって，一般司法警察職員による捜

査が実質的に困難な場合が少なくないことなどから，特別司法警察職員

の制度が置かれている。

3捜査権限

海上保安官（補）の捜査権限は， 「海上における犯罪」に限られる（海

上保安庁法31)。

「海上」の意義については，海と陸との境界は波打ち際であり，河川と

港との境界は港則法2条の規定に基づく政令で定めるところによる。海

上保安官（補）の捜査権は，理論的には外国の領海にも及び得るが，外

国の領海では外国の主権による制約を受ける。海上における犯罪につい

ては，陸上においても捜査権が認められると解されている。

海上保安官（補）は，その職務を行うため，武器を携帯することがで

き， この武器の使用については，警察官職務執行法7条を準用する（同

法19, 20)。また，海上保安官は，犯人を逮捕するに当たり’必要がある

ときは，付近にある人及び船舶に対し，協力を求めることができる（同

法16)。

なお,海上保安庁及び警察行政庁(注:警察庁及び都道府県警察),税

関その他の関係行政庁は，連絡を保たなければならず，又，犯罪の予防

若しくは鎮圧又は犯人の捜査及び逮捕のため必要があると認めるとき

は，相互に協議し，かつ，関係職員の派遣その他必要な協力を求めるこ

とができる（同法27)。

■
■
１
，
凸
Ｆ
■
■
■
Ｐ
ｐ
ｂ
Ｐ
ｊ
９
日
日

I

隼
陸
垂
屡
脳
蛇
釧
伽
呼
彦
酔
い
恥
瞳
画
１
０
，
彦
一
砕
邑
時
．
●
ニ
ム
、
Ｄ
唾
毎
国
げ
げ
叶
巳
贋
Ｂ
●
け
ｉ
■
巴
Ｌ
Ｐ
巳
ト
サ
３
Ｄ
陰
け
８
ｂ
ゞ
も
一
・
戸
企
ヒ
ワ
ｆ
『
・
上
略
・
仏
言
ｔ
Ｐ
０
．
ｂ
５
Ｆ
。
ｒ
と
Ｆ
ｆ
０
〆
．
Ｆ
症
■
匡
卜
６
砂
胸
ｒ
も
低

一
●
・
も
、
■
口
“
■
■
Ｌ
Ｐ
ｒ
“
０
Ｆ
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
０
６
二
■
■
■
■
■
ご
‐
■
■
■
・
■
■
ａ
Ｕ

ａ
６
１
．
世
Ｔ
■
■
■
６
１
９
台
■
一
室
■
■
Ｂ
Ａ
Ｉ
Ｐ
Ｄ
■
■
■
、
、
■
８
２
口
Ｈ
■
■
▼
，
ｂ
■
Ｈ
■
■
Ⅱ
■
〃
日
且
■
Ｆ
ｂ
９
Ｉ
０
ｑ
０
且
▼
■
ｇ
ｏ
０
■
■
■
■
Ｆ
４
ａ
Ｕ
８
Ｈ
■
Ｉ
Ｂ
Ｕ
■
日
■
日
巨
凸
■
■
■
７
０
０

I

I

第2海上保安官・海上保安官補

1 海上保安官・海上保安官補の意義

海上保安官及び海上保安官補（以下,両者を併せて｢海上保安官(補)」

という｡）は，海上保安庁の職員であり （海上保安庁法14I), 「海上にお

ける犯罪について，海上保安庁長官の定めるところにより，刑事訴訟法

の規定による司法警察職員としての職務を行う」こととされている〈同

法31)。

海上保安官補は,海上保安官の職務を助けるものとされる(同法14Ⅳ)。

海上保安官の階級は， 1等ないし3等海上保安監1等ないし3等海

上保安正及び1等ないし3等海上保安士である｡海上保安官補の階級は，

1等ないし3等海上保安士補である（同法14Ⅱ，同法施行令9)｡ 、

］等海上保安士以上の海上保安官及び海上保安庁長官が必要と認めて

指名した2等海上保安士以下の海上保安官は司法警察員として，その余
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第1編蕃察を始めとする捜査機関等49

その他海上における公共の秩序が著しく乱されるおそれがあると認めら

れる場合であって，他に適当な手段がないと認められるときは，前記①．

②の措置を講ずることができる（同条Ⅱ)。

2海難救助，海上の安全確保等に関する事務

このほか，海上保安官は，海上交通センターから海上交通情報を提供

し，船舶の航行管制を行うことにより，船舶交通がふくそうする海域の

海上における交通安全を確保したり，潜水士，機動救難士等による海難

救助活動を行ったり，原油タンカーによる大規模油流出事故などの海上

災害に対応したりしている。

48第2章特別司法警察職員

4捜査活動状況

海上保安官（補）からは，最近では，毎年約5,000ないし7,000人前後

が検察庁に送致されており，特別司法警察職員の中では最も検察庁への

送致人員数が多い（前掲一覧表2参照｡)。
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：第3海上保安官（補）のその他の職務

1 法令の励行に関する事務

海上保安官は，その職務を行うため必要があるときは，船長等に対し，

法令により船舶に備え置くべき書類の提出を命じ，船舶の同一性等の船

舶，積荷及び航海に関し重要と認める事項を確かめるため船舶の進行を

停止させて立入検査をし，又は乗組員及び旅客に対しその職務を行うた

めに必要な質問をすることができる（海上保安庁法171)。

また，海上保安官は，海上における犯罪が正に行われようとするのを

認めた場合又は天災事故，海難工作物の損壊危険物の爆発等危険な

事態がある場合であって，人の生命若しくは身体に危険が及び，又は財

産に重大な損害が及ぶおそれがあり，かつ,急を要するときは，他の法

令に定めのあるもののほか，①船舶の進行を開始させ，停止させ，又は

その出発を差し止めること，②航路を変更させ，又は船舶を指定する場

所に移動させること，③乗組員，旅客その他船内にある者を下船させ，

又はその下船を制限し，若しくは禁止すること，④積荷を陸揚げさせ，

又はその陸揚げを制限し，若しくは禁止すること，⑤他船又は陸地との

交通を制限し，又は禁止すること，⑥①～⑤の措置のほか，海上におけ

る人の生命若しくは身体に対する危険又は財産に対する重大な損害を及

ぼすおそれがある行為を制止することでき（同法181),船舶の外観，航

海の態様，乗組員等の異常な挙動その他周囲の事情から合理的に判断し

て、海上における犯罪が行われることが明らかであると認められる場合
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第10節麻薬取締官・麻薬取締員

I 第1 麻薬取締官。麻薬取締員

１
４ 1 麻薬取締官・麻薬取締員の設置根拠及び任務

（1） 麻薬取締官

麻薬取締官は，厚生労働省（地方支分部局としての地方厚生局。麻

薬及び向精神薬取締法（以下「麻向法」 （平成11年法律第160号による

改正後のもの。以下同じ｡) という。) 55)に置かれ（麻向法541),

厚生労働省の職員のうちから，厚生労働大臣が命じ，厚生労働大臣の

指揮監督を受けて，麻向法，大麻取締法，あへん法，覚せい剤取締法

若しくは麻薬特例法)に違反する罪,刑法第2編第14章に定める罪(あ

へん煙に関する罪）又は麻薬あへん若しくは覚せい剤の中毒により

犯された罪(注)について，刑事訴訟法の規定による司法蕎察員として

職務を行う （麻向法54V)。

麻薬取締官の平成21年末現在の定員は258人（実員数は199人）であ
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る。

（注） 麻薬等の中毒を原因とする犯罪を広く意味し，麻薬等の中毒とは，麻
薬等に対する精神的身体的欲求を生じこれを自ら抑制することが困難
な状態をいい,必ずしも自覚的又は他党的な禁断症状が認められること

を要するものではない。

(2) 麻薬取締員

麻薬取締員は，都道府県に置かれ，都道府県知事が，都道府県職員

のうちから，その者の主たる勤務地を管轄する地方裁判所に対応する

検察庁の検事正と協議して命じ（同条Ⅱ)，都道府県知事の指揮監督

を受けて，上記各罪について,､刑事訴訟法の規定による司法警察員と

して職務を行う （同条V)。

麻薬取締員の平成21年末現在の定員は143人である。

麻薬取締官及び麻薬取締員（以下，両者を併せて「麻薬取締官(員)」

という｡）は，いずれもすべて司法警察員である。

2特別司法警察職員とされている趣旨

麻薬等の薬物犯罪の捜査には，麻薬向精神薬，大麻，あへん，覚せ

い剤及び覚せい剤原料（以下， これらを「麻薬等」 ともいう｡）に関する

特殊な知識や技術を要することを考慮したことから，特別司法警察職員

とされている。 ‘

3捜査権限

（1） 捜査権限の及ぶ犯罪の範囲

麻薬取締官（員）の捜査権限は，麻向法，大麻取締法， あへん法，

覚せい剤取締法及び麻薬特例法に違反する罪，刑法第2編第14章に定

める罪並びに麻薬，あへん及び覚せい剤の中毒により犯された罪に限

られる （麻向法54V)。なお，大麻中毒により犯された罪には捜査権

は及ばない。

’ (2)捜査権限の及ぶ場所的範囲

麻薬取締官は，厚生労働省の地方支分部局である地方厚生局（麻薬

取締部）に属し，原則として，当該地方厚生局の管轄区域内において，

その職務を行う （同法551)が,捜査のため必要があるときは，その

属する地方厚生局の管轄区域外においても，その職務を行うことがで

きる（同条Ⅱ)。

麻薬取締員は，原則として当該都道府県内においてその職務を行う

が，厚生労働大臣が捜査上特に必要があると認めるとき（同法561)

及び捜査のため必要がある場合において，厚生労働大臣の許可を受け

たときは， 当該都道府県の区域外においても，その職務を行うことが

できる （同法57)。

(3) 協力義務

麻薬取締官と麻薬取締員とは，捜査上特に必要があると認めるとき

は，相互に協力することがあり （同法56)， また，その他の司法警察

職員とも，その職務を行うにつき互いに協力しなければならない（同

法54Ⅵ)。

（4） その他の権限

麻薬取締官（員）は， 司法警察員として職務を行うときは，小型武

器を携帯することができ（同条Ⅶ)，その使用については，警察官職

務執行法7条の規定を準用する（|司条Ⅷ)。

麻薬取締官（員）は，麻薬に関する犯罪の捜査に当たり，厚生労働

大臣の許可を受けて，麻向法及びあへん法の規定にかかわらず，何人

からも麻薬又はあへん若しくはけしがらを譲り受けることができる

（同法58， あへん法45)。

麻薬・覚せい剤犯罪捜査規範（厚生省訓令）が麻薬取締官の捜査に

当たっての心構え，捜査の方法手続等を定めている。
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4捜査活動状況

麻薬取締官は，覚せい剤取締法違反等の薬物事件につき，最近では，

毎年約400人程度を検察庁に送致しており,特別司法警察職員の中では3

番目に送致人員数が多い。他方，麻薬取締員は，最近では，毎年数人な

いし30人前後を検察庁に送致している。

2地方厚生局（麻薬取締部）

地方厚生局（麻薬取締部）は，厚生労働省の地方支分部局として置か

れ（厚生労働省設置法17)，同省の所掌事務のうち，麻薬向精神薬，大

麻，あへん及び覚せい剤に関する取締りに関する事務を分掌することと

されている（同法18， 4⑫>・

地方厚生局（麻薬取締部）は，北海道（札幌市)，東北（仙台市)，関

東信越（さいたま市)，東海北陸（名古屋市)，近畿(大阪市) ，中国四国

（広島市)，九州（福岡市）の7地区に置かれ（厚生労働省設置法18m)

厚生労働省組織令152, 153)，沖縄については，九州厚生局沖縄麻薬取締

支所（那覇市）が置かれている（厚生労働省設置法20,厚生労働省組織

令155)。また，関東信越地区には横浜，近畿地区には神戸，九州地区に

は小倉にそれぞれ分室が置かれている（厚生労働省組織規則736)。

各地方厚生局麻薬取締部には，部長以下， 一般に，調査総務課捜査

企画情報課（関東信越厚生局及び近畿厚生局に限る｡)，捜査第一課（北

海道厚生局，東北厚生局及び中国厚生局を除く｡)，捜査第二課（捜査第

一課に同じ｡)，特別捜査課（捜査第一課に同じ｡)，捜査課（北海道厚生

局，東北厚生局及び中国厚生局に限る｡)，国際情報課（関東信越厚生局

に限る｡),鑑定課(関東信越厚生局,近畿厚生局及び九州厚生局に限る｡)，

情報官，鑑定官が置かれている（同規則728)。

調査総務課においては，麻向法54条5項に規定する犯罪捜査に関する

公文書類の保存等，麻薬等に関する取締りの実施及び麻薬取締官の養成

等に関する事務等をつかさどり，捜査企画情報課，捜査第一課，捜査第

二課，特別捜査課，捜査課においては，それぞれ，麻薬等犯罪の捜査に

関する事務をつかさどり，国際情報課は麻薬等犯罪に関する情報の収集，

分析及び麻薬等に係る国際捜査共助の実施に関する事務をつかさどり，

鑑定課は麻薬等及び覚せい剤原料の鑑定に関する事務，麻薬取締官の養
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第2厚生労働省。地方厚生局（麻薬取締部）等
生

↑

ヨ

1 厚生労働省の関係部局等

厚生労働省の所掌事務のうち，麻薬等に関するものは， 「麻薬向精神

薬大麻，あへん及び覚せい剤に関する取締り」を行うことである（厚

生労働省設置法4，)。

厚生労働省に医薬食品局が置かれており （厚生労働省組織令6），麻薬

等に関するすべての活動の取締りを行うなどの事務をつかさどっている

（同令6②ないし⑤)。医薬食品局には，監視指導・麻薬対策課等8課が

置かれ（同令50),監視指導・麻薬対策課において，麻薬，向精神薬，大

麻， あへん及び覚せい剤に関する取締り，麻薬取締官及び麻薬取締員の

司法警察員としての職務及び麻薬，向精神薬，大麻，あへん及び覚せい

剤に係る国際捜査共助に関する事務等をつかさどっている（同令54)。

監視指導・麻薬対策課には，麻薬対策企画官1人が置かれ，麻薬，向

精神薬，火麻， あへん及び覚せい剤に関する取締りに係る国際協力，麻

薬取締官及び麻薬取締員が司法警察員として行う職務に係る国際協力及

び麻薬等に係る国際捜査共助に係る国際協力に関する重要事項について

の調査，企画及び立案等に参画することとされている（厚生労働省組織

規則26)。
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成等をつかさどっている。情報官においては，麻薬等犯罪に関する情報

の収集及び分析に関する事務をつかさどり，鑑定官においては，麻薬等

及び覚せい剤原料の鑑定に関する事務をつかさどっている。

3麻薬取締員の所属組織

麻薬取締員は，都道府県職員であるから，その所属組織は各都道府県

によって異なるが，東京都を例に取ると，都に福祉保健局が置かれ（東

京都組織条例1)，同局は,保健衛生に関する事務を分掌することとされ

ており （同条例2)，同局に健康安全部薬務課が置かれ（東京都組織規程

8)，同課において，麻向法，大麻取締法，あへん法及び覚せい剤取締法

の施行に関する事務を分掌することとされている（同規程26)。

第1編警察を始めとする捜査機関等55

として，知事から委嘱を受け，覚せい剤等の乱用防止を目的とする啓発

活動を推進するボランティアの民間指導者が活動している。

麻薬取締官は， このような麻薬中毒者相談員及び薬物乱用防止指導員

並びに保健所及び地域のボランティア団体などと協力して，街頭でのパ

ネル展示や講演，麻薬・覚せい剤禍撲滅大会の開催など，様々な啓発活

動を行っている。

薬物乱用の予防・啓発活動を官民一体となって推進するため，昭和62

（1987）年，財団法人麻薬・覚せい剤乱用防止センターが設立され，薬物

乱用に関する調査研究，知識の普及，幅広い薬物乱用防止の啓発活動を

行っているほか，麻薬取締部では，国際的な犯罪組織の壊滅を図るため

に各国の捜査機関と情報交換や捜査協力を推進するとともに，国連薬物

犯罪事務所(UNODC)などの国連機関への協力や国際会議に積極的に

参加しているほか, UNODCなどの要請に基づき，麻薬や覚せい剤など

の原料物質の不正流通防止のために輸出国や中継国に対して輸出事前通

告を実施するとともに特に覚せい剤原料の不正流出を防止するための情

報共有システムを開発するなどし，国際協力を推進している。

ちなみに，薬物乱用防止対策は，政府を挙げた取組みとして，平成20

年8月に薬物乱用対策推進本部において新たに「第三次薬物乱用五か年

戦略」が策定され，関係各省との緊密な連携の下に，総合的な取組みを

進めているところである。

3 中毒者対策

麻向法は，医師（同法58の2）や捜査関係機関等（同法58の3～58の

5）に麻薬中毒者又はその疑いのある者についての通報義務を課してお

り，届出・通報を受けた都道府県知事は，麻薬中毒者又はその疑いのあ

る者について必要があると認めるときは，その指定する精神保健指定医

をして，その者を診察させることができ（同法58の6)，一定の条件があ
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第3麻薬取締官（員）のその他の任務等

1 指導と監督

麻薬取締官（員）は，麻薬等の輸入，輸出，製造，製剤，譲渡し等に

ついて必要な取締りを行うとともに，麻薬中毒者について必要な医療を

行う等の措置を講ずること等により，麻薬等の濫用による保健衛生上の

危害を防止し， もって公共の福祉の増進を図るという麻向法の目的（麻

向法1）を達するため，同法の規定に従い，麻薬輸入業者等に対し，必

要な指導及び監督を行っている。

2薬物乱用の防止活動

薬物乱用を未然に防止するため，広くその弊害を説き，薬物乱用防止

の啓発活動を促進することも，麻薬取締官の重要な仕事である。

都道府県は,麻薬中毒者等の再犯を防止するため,知事の任命により，

非常勤職員を置き，麻薬中毒者等の相談に応じさせ，必要な指導を行わ

せることができる（麻向法58の18)｡このような相談員を麻薬中毒者相談

員といい，また，覚せい剤等の乱用者については，薬物乱用防止指導員
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れぱ麻薬中毒者を医療施設に入院させて必要な医療を行うことができる

(同法58の8）旨定めている。

麻薬取締官（員） と麻薬中毒者相談員は，麻薬中毒者が再び麻薬等を

使用することのないよう，必要な助言や相談を行い，社会復帰への手助

けを行っている。

また，各地方厚生局麻薬取締部に麻薬・覚せい剤相談電話を，都道府

県に覚せい剤相談電話を設置し，覚せい剤の乱用により苦しんでいる中

毒者本人やその家族の相談に応じるとともに，必要に応じて医療施設を

紹介するなど，覚せい剤乱用者の社会復帰のために努力している。

第1編警察を始めとする捜査機関等57

が，同庁には， この産業保安を含め，原子力その他のエネルギーに係る

安全を図るための機関として，原子力安全・保安院が置かれ(同法20)，

さらに，原子力安全･保安院には，産業保安監督部が置かれ（同法21I),

原子力安全・保安院の所掌事務のうち，鉱山における保安の確保に関す

る事務を分掌している（同条Ⅲ)。なお，当分の間，原子力安全・保安院

に，那覇産業保安監督事務所が置かれ（同条Ⅱ)，産業保安監督部と同様

の事務を分掌することとされている。 ′

2産業保安監督部等の組織

原子力安全・保安院には，産業保安監督部及び那覇産業保安監督事務

所が置かれ，原子力安全・保安院の所掌事務のうち，産業保安の確保に

関する事務を分掌することとされている（同法21)。

原子力安全・保安院の位置及び内部組織は，政令（経済産業省組織令）

で定められており （経済産業省設置法20Ⅵ)，東京都に置かれ（経済産業

省組織令131)，保安課及び鉱山保安課等15課があり （経済産業省組織規

則262)，保安課は，産業保安監督部及び那覇産業保安監督事務所の運営

に関する総合的監督に関する事務を，鉱山保安課が鉱山における保安に

関する事務を担当している。

産業保安監督部の名称，位置及び管轄区域は，政令（経済産業省組織

令)で定められており （経済産業省設置法21W,V),北海道（札幌市),

関東東北（さいたま市)，中部近畿（名古屋市)，中国四国（広島市）及

び九州（福岡市）の5か所に置かれている（経済産業省組織令1331)。

なお，那覇産業保安監督事務所の位置及び管轄区域も，経済産業省組織

令で定められており(経済産業省設置法21Ⅵ),那覇市に置かれている(経

済産業省組織令133Ⅱ)。

経済産業大臣は,産業保安監督部の所掌事務の一部を分掌させるため，

所要の地に，産業保安監督部の支部又は産業保安監督署を置くことがで

第11節鉱務監督官

I
第1 産業保安監督部

1 産業保安監督部の設置根拠及び任務

特別司法警察職員の一つである鉱務監督官は，経済産業省（以下『経

産省」という｡）の外局である資源エネルギー庁に置かれている原子力安

全・保安院及び原子力安全･･保安院の一部局である産業保安監督部に置

かれているので，まず，経産省の関連部局について説明する。

経産省の所掌事務には，火薬類の取締り及び高圧ガスの保安等と並ん

で，鉱山における人に対する危害の防止，鉱物資源の保護，鉱山の施設

の保全及び鉱害の防止（これらを総称して鉱山における「保安」という

（鉱山保安法31)｡)その他の所掌に係る保安(以下｢産業保安｣という｡）

を図ることが含まれている（経済産業省設置法4⑳)。

経産省に外局の一つとして置かれている資源エネルギー庁（経済産業

省設置法14）は，産業保安を確保することをその任務の一つとしている
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き（経済産業省設置法221),関東東北産業保安監督部に関東支部（仙台

市)，中部近畿産業保安監督部に近畿支部（大阪市)， 中国四国産業保安

監督部に四国支部（高松市）がそれぞれ置かれ，産業保安監督部の所掌

事務のうち， 当該管轄区域における産業保安の確保に関する事務を分掌

することとされている（経済産業省組織規則292)。また，北海道産業保

安監督部釧路産業保安監督署（釧路市）及び中部近畿産業保安監督部北

陸産業保安監督署〔富山市）が置かれ，それぞれの産業保安監督部の所

掌事務のうち，前者は，石炭鉱業及び亜炭鉱業に係る鉱山における保安

に関する事務の一部を分掌し，後者は，電力及びガスの保安に関する事

務の一部を分掌することとされている（同規則300)。

各産業保安監督部に一人若しくは二人の産業保安監督管理官が置か

れ，上司の命を受けて，産業保安の監督に関する重要事項を処理するこ

ととされている（同規則301)。

第1編警察を始めとする捜査機関等59

限られている（同法49)。

4捜査活動状況

鉱務監督官から検察庁への送致人員数は，最近では，毎年Oないし数

人程度である（前掲一覧表2参照)。

自

己

ｆ

第3鉱務監督官のその他の任務等

鉱務監督官は，①鉱業上使用する機械，器具，建設物，工作物その

他の施設の使用又は火薬類その他の材料，動力若しくは火気の取扱い

その他鉱業の実施の方法が，鉱山保安法又は同法に基づく経済産業省

令に違反し，かつ保安に関し，急迫の危険があるときは，鉱業権者に

対し，その施設の使用の停止，改造，修理若しくは移転又は鉱業の実

施の方法の指定その他保安のため必要な事項を命じ，②鉱業権者が鉱

区外又は租鉱区外に侵掘したことにより保安に関し急迫の危険があ

るときは，鉱業権者に対し，侵掘した場所の閉鎖その他保安のため必

要な事項を命じ，③被災者を救出するため緊急の必要があるときは，

鉱業権者に対し，必要な措置を命ずることができる（同法48, 36ない

し38)。

また，経済産業大臣又は産業保安監督部長は，保安の監督上必要が

あると認めるときは，鉱務監督官その他の職員に鉱山及び鉱業の附属

施設に立ち入り，保安に関する業務若しくは施設の状況若しくは帳

簿，書類その他の物件を検査させ，若しくは関係者に対して質問させ

ることができる（同法471)が， この権限は，犯罪捜査のために認め

られたものと解してはならない（同条Ⅳ)。
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1 鉱務監督官の設置根拠及び任務

鉱務監督官は，原子力安全。保安院及び産業保安監督部に置かれ（鉱

山保安法46)，鉱山保安法違反の罪について，刑事訴訟法の規定による司

法警察員として職務を行うこととされている（同法49)。

鉱務監督官の実員数は，平成21年末現在， 122人である。

2特別司法警察職員とされている趣旨

鉱務監督官は，その職務遂行上，鉱山保安法違反の犯罪を発見する機

会が多く，また’ その捜査に職務上の特別の知識を活用することが便宜

であることから，特別司法警察職員の制度が置かれている。

3捜査権限

鉱務監督官の捜査権限は，鉱山保安法違反の罪（同法60ないし63）に
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掌することとされている（同条Ⅱ)。

漁業調整事務所の名称及び位置は政令で，その管轄区域，所掌事務

及び内部組織は農林水産省令で，それぞれ定められており (同条Ⅲ，

Ⅳ)，北海道（札幌市)，仙台(仙台市)，新潟（新潟市)，境港（境港

市)，瀬戸内海（神戸市)，九州（福岡市）の6か所に置かれている（農

林水産省組織令147)。北海道，仙台，新潟及び九州漁業調整事務所に

おいでは漁業監督課が，瀬戸内海漁業調整事務所においては調整課

・が，漁業取締りその他漁業調整に関する事務をつかさどっている。

なお，各漁業調整事務所においては，漁業監督指導官が漁業の取締

りに関する専門技術上の事項についての指導に関する事務をつかさ

どっている。

(2) 漁業監督吏員

漁業監督吏員は,都道府県吏員であり，都道府県によって組織は異

なるが，東京都を例に取ると，都に産業労働局が置かれ（地方自治法

158,東京都組織条例1），同局が産業に関する事務を分掌しており（同

条例2)，同局に置かれている農林水産部水産課において，漁業の調

整及び取締りに関する事務を分掌している。 ：

第12節漁業監督官・漁業監督吏員

第1漁業調整事務所

1 漁業調整事務所の設置根拠及び任務

特別司法警察職員の一つである漁業監督官･漁業監督吏員（以下,両

者を併せて「漁業監督官（吏員)」という｡）は，農林水産省（以下「農

水省」という｡）の外局である水産庁の地方支分部局である漁業調整事務

所に置かれているので，まず，水産庁の関連部局について説明する。

水産庁は，農水省の外局として置かれ（農林水産省設置法23)，水産資

源の適切な保存及び管理,永産物の安定供給の確保,水産業の発展並び

に漁業者の福祉の増進を図ることを任務とし（同法37>，農水省の所掌事
竺

務のうち，水産資源の保存及び管理等漁業に関する事務をつかさどるこ

ととされている（同法38)。

水産庁に，内部部局として，漁政部等4部が置かれ(農林水産省組織

令,2,)，漁政部において，水産庁の所掌事務に関する総合調整に関する

事務等をつかさどり （同令122･I),同部に，漁政課等4課が置かれ（同

令128),漁政課に管理官が置かれ'管理官は'職員の人事管理等のほか，

漁業調整事務所の所掌事務の運営に関する指導及び連絡調整に関する事

務を行う （同規則531)。

2漁業調整事務所の組織

（1） 漁業監督官

漁業調整事務所は，水産庁の地方支分部局として置かれ(農林水産

省設置法411)，水産庁の所掌事務のうち，漁業に関する指導，漁業

の取締りその他漁業調整及び水産資源の保護培養に関する事務を分
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第2漁業監督官（吏員）

I

1 漁業監督官（吏員）の設置根拠

漁業監督官は農林水産大臣が；漁業監督吏員は都道府県知事が，それ

ぞれの職員の中から命じ，漁業に関する法令の励行に関する事務をつか

さどらせるものである（漁業法741)｡

漁業監督官及び漁業監督吏員であってその所属する官公署の長がその

者の主たる勤務地を管轄する地方裁判所に対応する検察庁の検事正と協

議して指名した者は，漁業Iこ関する罪に関し，刑事訴訟法の規定による

１
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4捜査活動状況

最近では，漁業監督官は毎年約70人ないし100人程度を，漁業監督吏員

は毎年約200人ないし約270人程度を，それぞれ検察庁に送致している。

62第2章特別司法警察職員

司法警察員として職務を行う （同条V)。

漁業監督官（吏員）の資格は，政令で定められており，①通算して1

年以上漁業に関する法令の励行に関する事務に従事した経験がある者，

②通算して2年以上漁業に関する行政事務に従事した経験がある者，③

大学等において法律又は水産に関する科目を修めて卒業した者(同条Ⅱ，

漁業法施行令30)。

平成21年末現在,漁業監督官の実員数は231人であり，漁業監督吏員の

実員数は705人である。

2特別司法警察職員とされている趣旨

漁業監督の職務が海上の船舶内で主として行われるものであり》一般

司法警察職員が捜査活動を行うのが困難であること,他方漁業監督官(吏

員）は，その職務遂行上，漁業に関する犯罪を発見する機会が多く，ま

た，その職務上の知識を利用するのが犯罪捜査上便宜であることから，

特別司法警察職員の制度が置かれている。

3捜査権限

漁業監督官.(吏員）の捜査権限は， 「漁業(注)に関する罪」に限られる

（漁業法74V)。すなわち，漁業法違反の罪，水産資源保護法違反の罪，

・漁業法65条又は水産資源保護法4条の規定に基づく省令又は規則に設け

られた罪，外国人漁業の規制に関する法律違反の罪，排他的経済水域に

おける漁業等に関する主権的権利の行使等に関する法律違反の罪などで

ある。

漁業に関する罪は，通常海上で行われ，その場合には海上保安官にも

捜査権限があり，一般司法警察職員とともに捜査権限が競合することに

なる。

（注） 水産動植物の採捕又は養殖の事業をいう （漁業法21)。

１
１
１

第3漁業監督官（吏員）のその他の任務

漁業監督官（吏員）の任務は，前記のとおり，漁業に関する法令の励

行に関する事務をつかさどることである（漁業法741)。漁業監督官（吏

員）は，必要があると認めるときは，漁場，船舶，事業場，事務所，倉

庫等に臨んでその状況若しくは帳簿書類その他の物件を検査し，又は関

係者に対し質問をすることができる（同条Ⅲ)。

第13節自衛隊警務官・警務官補 ’
1

第1 自衛隊

1 自衛隊の設置根拠及び任務

防衛省は，我が国の平和と独立を守り，国の安全を保つことを目的と

し， これがため，陸上自衛隊，海上自衛隊及び航空自衛隊を管理し，及

び運営し，並びにこれに関する事務を行うことを任務としており （防衛

省設置法3I),その所掌事務には，防衛及び警備に関することのほか，

職員の人事に関することが含まれている（同法4⑤)。

2 自衛隊の組織

防衛省に特別の機関として，統合幕僚監部，陸上幕僚監部,海上幕僚

監部及び航空幕僚監部(以下，単に｢幕僚監部」という｡）等が置かれ(同

法191)･,陸上幕僚監部は陸上自衛隊について，海上幕僚監部は海上自衛

隊について，航空幕僚監部は航空自衛隊について，それぞれ部隊等の管
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理及び運営の調整に関する事務等をつかさどっている（同法231@)。

陸上幕僚監部に人事部等7部が置かれる（防衛省組織令67）ほか，警

務管理官一人が置かれ，警務管理官は，幕僚長の命を受け，陸上自衛官

たる警務官及び警務官補の職務に関する事務等をつかさどっている（同

令97Ⅲ①)。海上幕僚監部に総務部等6部が置かれ（同令100)，総務部に

総務課及び経理課が置かれ（同令101)，総務課において，海上自衛官た

る警務官及び警務官補の職務に関する事務等をつかさどっている桐令

10m)。航空幕僚監部に総務部等6部が置かれ､(同令132),総務部に総

務課及び会計課が置かれ（同令133)，総務課において，航空自衛官たる

､警務官及び警務官補の職務に関する事務をつかさどっている（同令134

⑨)。
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疑者が隊員以外の者であるもの（自衛隊の使用する船舶等の施設内にお

いてその犯罪を犯した現行犯人を除く。自衛隊法施行令110)。

2特別司法警察職員とされている趣旨

自衛隊の施設,区域及び部隊としての行動の性格の特殊性にかんがみ，

一般司法警察職員の配置及びその捜査権行使に困難があることから，特

別司法警察職員の制度が置かれている。

3捜査権限

自衛隊警務官(補)の捜査権限は， 自衛隊法96条1項各号に掲ﾙる以

下の犯罪に限られている｡

①自衛官並びに統合幕僚監部，陸上幕僚監部，海上幕僚監部，航空幕

僚監部及び部隊等に所属する自衛官以外の隊員並びに学生,訓練招集

に応じている予備自衛官及び即応予備自衛官並びに教育訓練招集に

応じている予備自衛官補（以下， ，｢自衛官等」という｡）の犯した犯罪

又は職務に従事中の自衛官等に対する犯罪その他自衛官等の職務に

、 関し自衛官等以外の者の犯した犯罪。

「自衛官」とは，命を受け,自衛隊の隊務を行う （防衛省設置法37）

者であり,陸上自衛官，海上自衛官及び航空自衛官に分かれるが， 自

衛官は，陸海空幕僚監部，統合幕僚監部のみでなく，防衛省本省の内

部部局，附属機関又は情報本部等にも置かれている（同法23， 26， 27，

39)。

「統合幕僚監部，陸上幕僚監部，海上幕僚監部航空幕僚監部に所属

する自衛官以外の隊員」とは,幕僚監部に置かれる事務官，技官,教

官その他所要の職員(同法36, 38）をいい（自衛隊法2V), 「部隊等

に所属する自衛官以外の隊員jとは，陸上幕僚長，海上幕僚長又は航

空幕僚長の監督を受ける部隊及び機関（同法8ただし書参照)，すな

わち，陸上自衛隊の部隊及び機関海上自衛隊の部隊及び機関，航空

〆

第2 自衛隊警務官・自衛隊警務官補

1 自衛隊警務官・自衛隊警務官補の設置根拠及び任務

自衛官のうち，部内の秩序維持の職務に専従する者は，政令で定める

ところにより， 自衛隊法96条1項各号記載の犯罪（後記3で詳述する｡）

については，政令で定めるもの(注)を除き, '刑事訴訟法の規定による司

法警察職員として職務を行うこととされている（自衛隊法961)｡

このうち， 3等陸曹， 3等海曹又は3等空曹以上の者が司法警察員と

され，その他の者が司法巡査とされ（同条Ⅱ)，前者が警務官,後者が警

務官補と称される（自衛隊法施行令1･091．自衛官の階級につき， 自衛隊

法32条参照｡)。警務官及び警務官補(以下,両者を併せて「警務官.(補)」

という｡）は,･防衛大臣又はその指定する者が命ずる（自衛隊法施行令109

Ⅱ)。

平成21年末現在の実員数は,警務官が1,640人,警務官補が7人である。

（注） 日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法に規定する犯罪のうち，被
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自衛隊の部隊及び機関並びに共同機関に置かれる事務官，技官，教官

その他所要の職員（防衛省設置法36, 38）をいう （自衛隊法2V)。

②自衛隊の使用する船舶，庁舎，営舎その他の施設内における犯罪。

③自衛隊の所有し，又は使用する施設又は物に対する犯罪。

陸上自衛官，海上自衛官及び航空自衛官である警務官（補）のそれ

ぞれの捜査権限については， 自衛隊法施行令111条で規定されている。

警務官（補）が自衛隊法96条1項1号に規定する隊員以外の隊員，

すなわち，防衛省の内部部局に所属する事務官等（事務官・技官・教

官)，防衛会議所属の事務官等，附属機関（防衛研究所，防衛大学校，

防衛医科大学校,技術研究本部,装備施設本部等)所属の事務官等(た

だし，中央・地方審議会委員を除く｡）について，同条の規定により

司法警察職員としての職務を行おうとする場合において,逮捕,押収，

捜索その他強制の処分であると否とを問わず，捜査上必要な取調べを

しようとするときは， あらかじめ防衛大臣の承認を得なければならな

いこととされている（自衛隊法施行令112)。

警務官(補)は，捜査に当たっては，警察官，海上保安官その他の司

法警察職員と密接な連絡を保たなければならない（同令113)。実際に

捜査を行うに当たっては，鑑識活動等警察の協力が必須となる場合も

少なくない。

4捜査活動状況

自衛隊警務官（補）は，最近では，毎年約260人ないし約280人程度を

検察庁に送致している（前掲一覧表2参照)。
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第14節国税庁監察官

第1 国税庁

次章第1節参照。

第2国税庁監察官

1 国税庁監察官の設置根拠及び任務

財務省に国税庁が置かれているが（財務省設置法181),国税庁には，

特別の捜査機関として，国税庁監察官の制度が設けられている。

財務省の所掌事務の一つに， 「法令の定めるところに従い，第27条第1

項各号に掲げる犯罪に関する捜査を行い，必要な措置を採ること｡」があ

り （同法4⑳)，国税庁がこの事務をつかさどることとされている（同

法20本文)。そして，国税庁の所属職員（国税庁，国税局及び沖縄国税事

務所の審議会等及び施設等機関の職員を除く。以下同じ｡）についてその

職務上必要な監察及び第4条第21号に掲げる事務を行わせるため，国税

庁に国税庁監察官120人以内が置かれ，国税庁監察官は，国税庁の職員の

うちから，国税庁長官が命ずることとされている（同法26I, n)。国税

庁監察官は，後記3の犯罪を捜査し，その捜査については，一部の例外

を除き，刑事訴訟法の規定が適用される（同法27Ⅱ～Ⅳ）が，特別司法

警察職員ではない。

2特別の捜査機関として設けられた沿革

国税庁監察官の制度は，国税庁の所属職員の職務犯罪の捜査には税務

に関する専門的知識，経験等を必要とすること，第2次世界大戦直後こ

ろに税務職員の犯罪が多数発生し，新しい申告納税制度の育成に及ぼす
…
Ｉ ’
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悪影響を懸念した連合国軍総司令部(GHQ)が要請したことから，特別

の捜査機関として設けられたものである。

3捜査権限

国税庁監察官の捜査権限は，財務省設置法27条1項に列挙された国税

庁職員に関する職務犯罪に限られている。すなわち

①国税庁の所属職員がしたその職務に関する犯罪

②国税庁の所属職員がその職務を行う際にした犯罪

③前2号に掲げる犯罪の共犯

④国税庁の所属職員に対する刑法198条の犯罪（贈賄罪）

の4種類である。

国税庁監察官による①ないし④の犯罪捜査については，刑事訴訟法の

規定を適用するが，現行犯人逮捕のほかは，強制捜査権は認められてい

ない（同法27Ⅱ，Ⅲ)。

国税庁監察官が，①ないし④の犯罪につき行う捜査については，刑事

訴訟規則の規定を適用し，同規則16条， 17条， 27条1項及び165条2項中

「司法警察員」とあるのを「国税庁監察官」と読み替えるものとされてい

る（国税庁監察官の行う捜査に関する刑事訴訟規則の適用に関する規則

（昭和25年6月8日最高裁規則19))。

4捜査活動状況

国税庁内の職務犯罪は，制度発足後年々減少し，最近では，国税庁監

察官から検察庁への年間送致人員数は，年間数人である（前掲一覧表2

参照)。

現在の国税庁監察官の職務は，職務犯罪の発生を予防するための指導

等，予防監察が中心となっている。

’
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第1節国税査察官・徴税吏員

第1 国税庁・国税局

1 国税庁・国税局の設置根拠等及び任務

国税庁は,前記のとおり，財務省に置かれている(財務省設置法181)。

さらに,国税庁の地方支分部局として国税局が置かれている(同法231)｡

国税庁は，内国税を賦課徴収することを主たる任務とし（同法19),所

掌事務として,内国税の賦課徴収に関する事務等をつかさどる(同法20)。

なお，国税には，内国税と関税とがあり，内国税の賦課徴収事務は国

税局が，関税の賦課徴収事務は税関が行っている（後記第2節参照)。

2 国税庁・国税局の組織

（1） 国税庁の内部部局

国税庁の内部部局として長官官房並びに課税部，徴収部及び調査査

察部の3部が置かれ（財務省組織令88)，調査査察部において， 内国

税の賦課徴収事務のうち，所得その他の内国税の課税標準の調査並び

に内国税に関する検査及び犯則の取締りに関する重要なもので，財務

省令で定めるものをつかさどっている（同令92)。

調査査察部には，調査課及び査察課の2課が置かれ（財務省組織規

則401)，査察課において，国税犯則取締法に基づく調査，検査及び犯

則の取締り並びに外国の犯則事件に関する協定の実施のために行う

調査で，財務省組織令92条の規定に基づく財務省令で定めるもののう
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ち国税庁調査査察部の行うものに関する事務，国税局の調査査察部及

び査察部並びに沖縄国税事務所の査察課の行うものに関する事務を

指導監督する事務等をつかさどっている（財務省組織規則403)。

（2） 国税局

国税庁の地方支分部局である国税局は,東京(東京都)，関東信越(さ

いたま市)，大阪（大阪市)，札幌（札幌市)，仙台（仙台市)，名古屋

（名古屋市)，金沢（金沢市)，広島（広島市)，高松（高松市)，福岡

（福岡市）及び熊本（熊本市）の11か所に置かれており （財務省設置

法23Ⅳ，財務省組織令96)，沖縄については沖縄国税事務所（那覇市）

が置かれている（財務省設置法23Ⅱ，Ⅶ，財務省組織令98)。

各国税局には，一般に，総務部課税部，徴収部及び調査査察部の

4部が置かれている（財務省組織規則443）が，大規模局では，調査

査察部が調査部と査察部に分かれ（名古屋国税局)， さらに，調査部

が調査第1部から第2部（大阪国税局）ないし第4部（東京国税局）

まで分かれている。各国税局の部名・課名の詳細は，財務省組織規則

443条以下に定められている。

国税局及び沖縄国税事務所の所掌事務の一部を分掌させるため，所

要の地に，税務署が置かれている（財務省設置法241,平成22年末現

在で全国に524署)。税務署の所掌事務の一部を分掌させるため，所要

の地に，税務支署を置くことができる（同法24Ⅲ）が，現在支署は置

かれていない。

3 国税局の所掌事務分担

（1） （調査）査察部

各国税局の規模により，部課名等が異なるが，東京，大阪及び名古

屋国税局では査察部が，その余の国税局では調査査察部が，国税犯則

取締法に基づく調査，検査及び犯則の取締りで財務省組織令92条の規
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定に基づく財務省令で別に定めるものを行うこととされている。な

お，沖縄については，沖縄国税事務所査察課が前記事務を行うことと

されている。

各国税局の調査査察部（東京，大阪，名古屋国税局については査察

部，沖縄国税事務所については査察課)の所掌事務の範囲については，

「調査査察部等の所掌事務の範囲を定める省令」 （昭和24年6月1日

大蔵省令第49号）に定められており， 「内国税につき重要な犯則があ

ると認められる納税義務者についての国税犯則取締法に基づく調査，

検査及び犯則の取締り」をつかさどるのは，東京国税局査察部（査察

管理課，査察総括第1課，査察総括第2課，資料情報課，査察審理課，

査察開発課，査察国際課，特別国税査察官及び統括国税査察官)，大

阪国税局査察部（査察管理課，査察総括第1課，査察総括第2課，資

料情報課，査察開発課，査察国際課，特別国税査察官及び統括国税査

察官)，名古屋国税局査察部（査察管理課，査察総括第1課，査察総

括第2課，資料情報課，特別国税査察官及び統括国税査察官)，関東

信越国税局調査査察部（査察管理課，査察総括第1課，査察総括第2

課，資料情報課，特別国税査察官及び統括国税査察官)，札幌・仙台・

広島及び福岡国税局調査査察部（査察管理課，特別国税査察官及び統

括国税査察官）並びに金沢・高松及び熊本国税局調査査察部（特別国

税査察官及び統括国税査察官） とされている（同省令1⑤)。

(2) 課税部

大蔵省設置法44条3項の規定に基づき定められていた「国税局課税

部等の統括国税調査官等の所掌事務の範囲を定める省令j (昭和52年

7月1日大蔵省令第32号)が， 「国税局課税部等の統括国税調査官等

の所掌に属する事務の範囲を定める省令」に改称され（平成3年大蔵

省令第35号・平成13年財務省令第2号による改称)，国税局課税部(札
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幌，仙台，広島及び福岡国税局にあっては課税第二部とする｡）の消

費税課及び酒税課又は東京，関東信越，大阪及び名古屋国税局課税第

二部の統括国税調査官又は沖縄国税事務所の間税課の所掌事務とし

て，間接国税である酒税等につき重要な犯則があると認められる納税

義務者についての国税犯則取締法に基づく調査，検査及び犯則の取締

りが掲げられている（同省令1 1@)。

ここにいう 「酒税等」 とは，酒税，たばこ税，揮発油税，地方揮発

油税，航空機燃料税，石油ガス税，石油石炭税，印紙税，電源開発促

進税，石油税及び地方道路税をいう （同条Ⅱ①)。

なお，消費税については，財務省組織令92条に基づき， 「内国税に関

する犯則の取締りに関する重要なもの」として，調査査察部の所掌事

務とされている。
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部課に属し，かつその所属長からこの法律_上の収税官吏の権限行使を命

じられた者をいう。

収税官吏は，犯則事件を調査するため必要があるときは，その所属官

署の所在地を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所の裁判官の許可を得

て，臨検，捜索又は差押えをすることができる（同法2I)。収税官吏は，

臨検，捜索又は差押えをするに当たり，必要があるときは，錠を外し，

戸扉又は封を開く等の処分をすることができる（同法3の2)。収税官吏

が捜索をするときは，捜索すべき家屋等の所有者等を立ち会わせなけれ

ばならず（同法6），書類等を差し押さえたとき又は領置したときは，そ

の差押目録又は領置目録を作成しなければならない（同法7)。

収税官吏は，質問，検査，領置，臨検，捜索又は差押えをしたときは，

そのてん末を記載し，立会人又は質問を受けた者に示し，共に署名捺印

しなければならず，立会人又は質問を受けた者が署名捺印せず又は署名

捺印することができないときは，その旨を附記しなければならない（同

法10)。てん末書には！質問，検査，領置，臨検，捜索又は差押えの事実，

場所及び時並びに答弁の要領を記載するものとされる（同法施行規則

8)。

犯則事件の証拠は，国税庁収税官吏又は事件発見地を所轄する国税局

若しくは税務署の収税官吏が収集することとされている（国犯法11I)

が，実務_上税務署の収税官吏が行うことはほとんどない。

国税局の収税官吏が行う前記の調査活動は，その所属国税局の管轄区

域内に限る。ただL,既に着手した犯則事件に関連し，他の国税局の管

轄区域において調査を必要とするとき及び急速を要する場合であって国

税庁長官又は国税局長より他の国税局の管轄区域内において職務を行う

べきことを命ぜられたときはこの限りでない（同法121)。税務署長又は

国税局長がその管轄区域外の税務署長に調査を嘱託することなどもでき

第2犯則事件の調査・処分
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1 犯則事件の調査

国税に関する犯則事件の調査は，国税犯則取締法（以下「国犯法」 と

いう｡）に基づいて行われる。

収税官吏は，国税（関税及びとん税を除く。以下同じ。なお， 「とん税」

とは， とん税法に基づいて外国貿易船の開港への入港に際して課される

日本の税金のことをいう｡）に関する犯則事件(以下｢犯則事件」という｡）

を調査するため必要があるときは，犯則嫌疑者若しくは参考人に対し，

質問し，犯則嫌疑者の所持する物件，帳簿，書類等を検査し，又はこれ

らの者において任意に提出したものを領置することができる（国犯法1

I)。また，収税官吏は，犯則事件を調査する必要があるときは，参考人

の所持する物件，帳簿，書類等を検査することができる（同条Ⅱ)。

なお，収税官吏とは，税務に従事する職員で，犯則事件の調査を行う
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る （同条Ⅱ，Ⅲ)。

2犯則事件の処分

犯則事件の処分には，間接国税以外の国税に関する告発処分と間接国

税（消費税を除く｡）に関する通告処分との2種類がある。

（1） 間接国税以外の国税に関する告発処分

収税官吏は,間接国税（注）以外の国税に関する犯則事件の調査に

より，犯則があると思料するときは，告発の手続をしなければならな

い（同法12の2)。

告発先に関する明文規定はないものの，告発した場合において，差

押物件又は領置物件があるときは，差押目録又は領置目録とともに検

察官に引き継がれるとされている（同法181)ことから，告発先は，

検察官に限定されているものと解されている。
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べき旨を通告しなければならない｡ただし，没収品に該当する物品に

ついては，納付の申出のみをなすべき旨を通告することができる（同

法141)。通告は，通告書を送達して行う （同法施行規則9)。

犯則者が通告の旨を履行する資力がないと認めるときは, '上記の通

告を要せず，直ちに告発しなければならない。情状が懲役刑に処すべ

きものと思料するときも同じである（国犯法14n)。

犯則者が通告の旨を履行したときは，同--事件につき訴えを受ける

ことはない（同法161)。

犯則者が通告を受けた日から20日以内にこれを履行しないときは，

国税局長又は税務署長は，告発の手続をしなければならない。ただし，

20日を過ぎても告発前に履行したときはこの限りではない。犯則者の

居所が分明でないため，又は犯則者が書類の受領を拒んだため通告す

ることができないときも告発の手続をしなければならない（同法17)。

このように，通告処分は，その旨の履行に応じた者には訴追を受け

ることがないとの利益を付与している点で，犯則者と国家との私和

(私的和解）を認めたものともいわれている。このような通告処分が

認められた趣旨は， 「間接国税のごとき財政犯の犯則者については，

まず財産的負担を通告し， これを任意に履行したならば，あえて刑罰

をもってこれに臨まないとすることが間接国税の納税義務を履行さ

せその徴収を確保するという財務行政上の目的を達成する上から，適

当である｡」 （最判昭47. 10.24刑集26． 8 ，455） とされたことによる
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（注） 間接国税とは，課税貨物に課される消費税，酒税，たばこ税，揮発油

税，地方揮発油税，石油ガス税及び石油石炭税をいう （国犯法20,同法

施行規則1)。

(2) 間接国税に関する通告処分

国税局長又は税務署長は,間接国税に関する犯則事件の調査により，

犯則の心証を得たときはI〒その理由を明示し,罰金若しくは科料に相

当する金額，没収品に該当する物品，徴収金に相当する金額及び書類

送達並びに差押物件の運搬，保管に要した費用を指定の場所に納付す
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間接国税に関する犯則事件については，上記の告発が訴訟条件と

なっている。国犯法は，関税法140条1項（後記第2節第2, 3(3)参

照）のような明文規定を設けていないが，同様に解されており，判例

上も一貫して告発が訴訟条件である旨判示されている（大判明35.
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6.30刑録8．200，最判昭28.9.24刑集7．9．1825，臼井滋夫・国

税犯則取締法205頁)。

検察庁における各種税法違反事件の最近の受理状況(受理人員）は，

次表のとおりである。

第1編警察を始めとする捜査機関等77

国税局の収税官吏には，直接国税についての犯則取締りを行う国税

査察官と，酒税等の間接国税（消費税を除く。）についての犯則取締

りを行う課税部の職員とがある。

(2) 国税査察官とその余の収税官吏との調査権限の異同 一

直接国税に関する犯則事件の調査を行う国税査察官も，間接国税に

関する犯則事件の調査を行う査察官以外の収税官吏も，原則としてI司

等の調査権限を有するが，それぞれの調査の目的の相違に従い，若干

の相違がある。すなわち，前者が告発を終局目的とし，後者が原則と

して通告処分を目的としていることから，前者は実質的には刑事手続

一としての捜査に極めて近いものとなっている。そのため，国犯法は，

許可状によらない強制処分（同法3）を後者についてのみ認めて前者

には認めず，また，検査拒否等の罪（同法19の2）を後者の調査につ

いてのみ設けるなどの異なった態度を採ったと考えられている （臼井

滋夫･国税犯則取締法103頁)。

(3) 国税査察官の犯則取締り活動状況

全国の国税局によって摘発された法.人税法違反等の脱税事件につい

ての最近5年間の脱税額合計，処理件数，告発件数及び告発率の推移

は，下表のとおりである。

Z_1

3国税査察官

（1）設置根拠及び任務

国税庁調査査察部査察課に，国犯法に基づく犯則の取締り等の事務

を処理させるため，国税査察官20人以内が置かれている（財務省組織

規則413I)。

国税局の統括国税査察官の事務である国犯法に基づく調査，検査及

び犯則の取締りの事務を処理させるため，各国税局の調査査察部（東

京，大阪及び名古屋国税局においては，査察部）に国税査察官,,540

人以内が置かれている（同規則5181)。沖縄国税事務所においては，

査察課がこれらの事務をつかさどり，国税査察官,02人以内が置かれ

ている（同規則543,I)。

国税査察官は，収税官吏の一つである。国犯法1条にいう「収税官

吏」 とは，国税庁長官，国税局長及び税務署長並びに国税庁，国税局

及び税務署の職員で，国税に関する犯則事件の調査を行うことをつか

さどる部・課・係に所属し，かつ，その所属長から法に定められた収

税官吏の権限を行使することを命ぜられたものをいうとされている。

【

震鶏ﾄ襄二

(脱税額1億円未満は四捨五入）

このうち，平成21年中の第1審判決141件について見ると，有罪率

100%,ほ脱税額平均約8,600万円,懲役平均1年2か月,罰金平均約1,700

平成（年） 17 18 19 20 21

所得税法違反 69 82 89 73 43

法人税法違反 212 225 146 206 280

7 6

60

18

304

19

353

20

351

21
－－－－－△ _

290

処理件数 （件） 214 221 218 208 210

告発件数 （件） 150 166 158 153 149

告発率 （％） 70.1 75.1 72.5 73.6 71．0
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万円である。

告発で多いのは，業種・取引では，①不動産業，②鉱物。金属材料卸，

③建設業，④商品・株式取引，⑤キャバレー，飲食店，⑥人材派遣業で，

手口では，それぞれ，①取引利益の不申告，②．④売上除外，③原価の

架空計上,⑤従業員から徴収した源泉所得税の不納付，⑥人件費を外注

費に科目仮装するなどの方法が目立った。
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#

第4徴税吏員

1 徴税吏員の設置根拠及び調査権限等

徴税吏員とは，都道府県知事，市町村長又は特別区長から地方税に係

る犯則事件に関する職務を行うことを命じられた吏員をいう。

地方税法は，地方税に係る犯則事件全体について国犯法の規定を準用

するという形式を採らず，各税について規定する中で，個別的に国犯法

の規定を準用し， これによって， 同法の規定が準用される地方税に係る

犯則事件について，徴税吏員が収税官吏と同様の調査権限に基づき犯則

調査を行うこととされている（道府県民税につき71,利子割（預貯金等

の利子に対して課される都道府県民税のこと）につき71の22,事業税に

つき72の73,地方消費税の譲渡割（国内で行われる資産の譲渡等に課税

される地方消費税のこと）につき72の96,不動産取得税につき73の41,

道府県たばこ税につき74の30, ゴルフ場利用税につき97, 自動車取得税

につき139,軽油引取税につき144の54, 自動車税につき174,鉱区税につ

き205,市町村民税につき336,固定資産税につき437,市町村たばこ税に

つき485の6，鉱産税につき546,特別土地保有税につき616, 自動車取得

税につき699の28,入湯税につき701の23,事業所税につき701の68,道府

県が課する固定資産税につき746)。

国犯法を準用する上において，下表の左欄に掲げる者の職務は，それ

ぞれ同表右棚に掲げる者が行うものとされている （各準用規定中に， そ

の旨の規定がある｡)。
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菅都市の辰の

'一一,国税奇の収税官吏|箪碆翌謹礫
第1 税 関

|癖署ら唖盲珂離駕繍雛寶その職務を定めて指定
二 4 － －－－ 1 税関の設置根拠及び任務

財務省の地方支分部局として税関が置かれており （財務省設置法12)，

税関は，同省の所掌事務のうち，関税， とん税及び特別とん税の賦課徴

収に関する事務等税関行政に関する事務を分掌する（同法16， 4)。

関税とは，外国から輸入され又は外国に輸出される貨物に対して課さ

れる租税のことをいうが，我が国では，輸入貨物（信書を除く｡）に対し

てだけ関税が課されている（関税法3)。
、、

2税関の組織

（1） 内部部局

財務省に関税局が置かれ(財務省組織令2)，関税等の賦課徴収及び

関税法規による輸出入貨物等の取締りに関する事務等をつかさどっ

ている､(同令6)。

関税局には，調査課等6課が置かれ（同令37)，調査課において，関

税法規の犯則事件の調査及び処分並びに情報に関する事務等をつか

さどっている（同令44)。

②地方支分部局

税関は，東京（東京都)，横浜（横浜市)，神戸（神戸市)，大阪（大

阪市)，名古屋(名古屋市)，門司（北九州市)，長崎（長崎市）及び

函館（函館市）の8か所に置かれ（財務省設置法16Ⅳ，財務省組織令

84)，沖縄には沖縄地区税関（那覇市）が置かれている（同法12Ⅱ，

同令86)。

東京都を例にとると，都に主税局が置かれ（地方自治法158，東京都組

織条例1）,同局は都税及び都税に係る税外収入に関する事務等を分掌し

（同条例2)，同局課税部査察課において，都税の犯則取締りに関する事

務を，軽油調査課において，軽油引取税に係る調査に関する事務を分掌

する（東京都組織規程8， 22)。

2徴税吏員の調査活動状況

最近5年間に地方税法違反により検察庁が受理した人員は，下表のと

おりである。
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地方税法違反で検察庁に送致される主なものとしては，軽油を密造し

て虚偽の過小申告書を提出するなどして不正の行為により軽油引取税を

免れる罪（地方税法144の41, 144の18, 144の2, 4Ⅱ⑧）等がある。

I
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税関の所掌事務の一部を分掌させるため，所要の地69か所に税関の

支署が， 115か所に税関の出張所及び支署の出張所が， 10か所に税関

の監視署及び税関支署の監視署が置かれ，関税法規による輸出入貨物

等の取締りに関する事務等を分掌している（平成22年4月1日現在。

財務省設置法17I)。

税関及びその支署等が設置されているのは》貨物が輸出入される空

港（税関空港。関税法21 ,港（開港。同項⑪),国際郵便物を取

り扱う郵便局（通関局）であり，平成22年度における税関職員の定員

は， 8,794人である。

各税関には,総務部，監視部，業務部及び調査部の4部が置かれ(財

務省組織令85)，監視部には，一般に，管理課並びに特別監視官，統

括監視官,及び保税地域監督官が置かれている（財務省組織規則286)。

東京税関には， これらのほか，密輸対策企画室，麻薬探知犬訓練セ

ンター室が，横浜税関には，監視取締センター室が，横浜，名古屋，

大阪，神戸及び門司税関には，密輸対策企画室が，名古屋，大阪及び

門司税関には，麻薬探知犬管理室が，それぞれ置かれている。密輸対

策企画室においては，監視取締りの実施に関し，必要な方針を立案す

る事務等をつかさどっている。麻薬探知犬訓練センター室において

は，麻薬探知犬の育成，訓練及び運用に関する事務をつかさどってい

る。

また，調査部には，一般に，管理課，調査統計課，統括調査官，統

括審理官が置かれている（同規則324)。東京税関には，これらのほか，

犯則調査センター室，国際情報センター室，情報管理室，特別関税調

査官，特別審理官，総括情報管理官が，横浜，名古屋，大阪，神戸及

び門司税関には情報管理室，特別関税禰査官及び特別審理官が，函館

税関には特別関税調査官が置かれている。
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第2税関職員による犯則事件の調査

1 税関職員の設置根拠及び任務

関税法119条以下において犯則事件の調査及び処分等を行うこととさ

れている「税関職員」について関税法上特に限定はないが，財務省組織

規則において，調査部特別審理官，統括審理官，監視部統括監視官及び

犯則調査センター室が犯則事件の調査及び処分等の事務を分掌すること

とされている。

統括審理官は，命を受け，犯則事件の調査及び処分，差押物件及び領

置物件の保管及び処分，犯則事件に関する関係機関との連絡，犯則事件

に関する資料及び情報の収集整理並びに通報に関する事務を分掌するこ

ととされ（同規則332)，特別審理官は，命を受け，統括審理官の分掌す

る事務のうち，特に重大な犯則事件で，税関長の指定する事件に係るも

のを分掌することとされている（同規則333)。また，東京税関に設置さ

れる犯則調査センター室は，広域的かつ組織的に行われる犯則事件や特

に重大な犯則事件で税関長の指定する事件に関する必要な調査，助言，

調整に関すること等をつかさどるとされ（同規則327)，その事務を処理

するために犯則調査官2人以内が置かれている。なお，統括審理官等の

事務を処理するため,各税関を通じて調査部に審理官190人以内が置かれ

ている（同規則338)。

また，税関長の指定する犯則事件に係る調査及び処分等については，

統括監視官において行わせることができる（同規則332Ⅱ)。その事務を

処理するため，監視官が置かれている。

特別審理官，統括審理官及び統括監視官は，それぞれの職名であると

ともに「課」 と同様の部門名であり， これらに属する職員も関税法上の

「税関職員」である。
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を取り扱う者が保管し，又は所持するものを差し押さえることができ

る（同法122)。 さらに，税関職員は，現に犯則を行い，若しくは現に

犯則を行い終わった際に発覚した事件又はこれらに準ずる状況にあ

る犯則事件について，必要かつ緊急の場合にはヵ許可状なしで臨検，

捜索又は差押えの処分をするこ．とができる（同法123)。税関職員は，

臨検等をするについて必要があるときは，錠をはずし，封を開き，そ

の他必要な処分をすることができる｡(同法127)。

税関職員は，臨検，捜索又は差押えをするに際し，必要があるとき

は，警察官又は海上保安官の援助を求めることができる（同法130)。

税関職員は，質問検査，領置，臨検，捜索又は差押えをしたとき

は，その調書を作り，被質問者又は立会人に示し， これらの者ととも

に署名押印しなければならない。ただし，質問を受けた者又は立会人

が署名押印せず’又は署名押印することができないときには，その旨

を付記すれば足りる（同法131)。

なお,税関職員は,~関税法の規定に基づいて貨物の輸出入について

の調査を行うに当たり，特に必要があるときは，小型の武器を携帯す

ることができ,その取締り又は調査を行うに当たり， 自己又は他人の

、 生命．身体の保護等のため，一定の厳格な要件の下において，その武

器を使用することができる（同法104)。

（3）調査権限の及ぶ管轄区域

，関税法が国際的・広域的性質を有することにかんがみ,税関職員は，

犯則事件を調査するため必要があると認めるときは，その所属する税

関の管轄区域外においてもその職務を執行することができる（同法

135)。

3犯則事件の処分

犯則事件の処分には，通告処分と告発の2種類がある。
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2犯則事件の調査 ・

関税法''9条以下に犯則事件の調査及び処分に関する規定があり,税関

職員には,収税官吏と類似の調査権限が認められている。

（1）任意調査権限

税関職員は，密輸等の関税法違反の罪に係る犯則事件（関税法,08

条の4以下〉等(注)を調査するため必要があると認めるときは，犯則

嫌疑者又は参考人に対して出頭を求め，質問し， これらの者が所持す

る物件等を検査し，又は任意に提出した物件等を領置することができ

． （同法119),また，犯則の事実を証明するに足りる物件を身辺に隠し

ていると認められる者があるときは，当該物件の開示を求めることが

できる（同法120)。

（注） とん税に関する犯則事件（とん税法14)，特別とん税に係る犯則事件

（特別とん税法12)，関税暫定措置法違反の罪に係る犯則事件(同法19)，

コンテナーに関する通関条約及び国際道路運送手帳による担保の下で

行う貨物の国際運送に関する通関条約(TIR条約）の実施に伴う関税

法等の特例に関する法律違反の罪に係る犯則事件（同法2'）及び課税物

品の輸入に係る内国消費税の犯則事件(輸入品に対する内国消費税の徴

収等に関する法律26）を含む。

（2）強制調査権限

税関職員は，犯則事件を調査するため必要があるときは，その所属

官署の所在地を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所の裁判官があら

かじめ発する許可状により，臨検，捜索又は差押えをすることができ
、

る（同法'2')。また，税関職員は，犯則事件を調査するため必要があ

るときは，許可状の交付を受けて，①犯則嫌疑者から発し，又は犯則

嫌疑者に対して発した郵便物，信書便物又は電信についての書類及び

②①に該当しない郵便物，信書便物又は電信についての書類で，犯則

事件に関係があると認めるに足りる状況があるものにつき，通信事務

、
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(1)税関職員による告発

税関職員は， 申告納税方式が適用される貨物に係る関税に関する犯

則事件（偽りその他不正の行為により関税を免れる罪等）の調査によ

り犯則があると思料するときは，直ちに検察官に告発しなければなら

ない（同法136の2）。

また，税関職員は， 申告納税方式適用関税に関する犯則事件を除く

犯則事件の調査を終えたときは，調査の結果を税関長に報告しなけれ

ばならない。ただし，以下の場合には，直ちに検察官に告発しなけれ

ばならない（同法137)。すなわち

①犯貝ll嫌疑者の居所が明らかでないとき

②犯則嫌疑者が逃走するおそれがあるとき

③証拠となると認められるものをかくし，又はなくしてしまうお

それがあるとき
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いとき（同条Ⅱ）

犯則者が上記①，②に該当して通告を受けた場合において， 20日以

内に通告処分を履行しないときは，税関長は，検察官に告発しなけれ

ばならない（同法139)。

なお，犯則者は，通告処分を履行した場合は，同一事件について公

訴を提起されない（同法138VI)。

（3） 告発の取扱い

これらの告発は，取り消すことができない（同法140V)。

犯則事件については，前記の税関職員又は税関長の告発を待って，

これを論ずるとされ（同法1401), これらの告発が訴訟条件となって

いる。

告発は文書によって行い，調査時に作成された調書及び差押目録等

とともに検察官が引き継ぐ（同条Ⅱ)。

4税関職員の調査活動

近年，税関の取締り対象が増加し，商業貨物を利用した密輸入が大口

化し，航空旅客による密輸入の隠匿手口が悪質・巧妙化し， 国際郵便を

利用した向精神薬の密輸入が増加していることなどに対応し，財務省関

税局監視課・税関では，下記の取組を行っている。

①大型エックス線検査装置の配備

②麻薬探知犬，銃器探知犬の配備

③全国統一密輸ダイヤル（密輸110番）など，密輸入情報の収集．分

析の強化

④関係取締機関との合同による取締りや情報交換等を通じた連携の

強化

⑤関税協力理事会(WorldCustomsOrganization (WCO))などの

国際情報ネットワークを通じた国際的な情報交換等の推進

(2) 税関長による通告処分及び告発

税関長は，犯則事件の調査により犯則の心証を得たときは，その理

由を明示し，罰金に相当する金額及び没収に該当する物件又は追徴金

に相当する金額を税関に納付すべき旨を通告しなければならない。た

だし，以下の場合には，直ちに検察官に告発しなければならない（同

法138)。すなわち

①情状が懲役刑に処すべきものであるとき （同条I①）

②犯則者が通告処分を履行する資力がないとき（同項②）

③犯則者の居所が明らかでないため，若しくは犯則者が通告書の受

領を拒んだため，又はその他の事由により通告をすることができな
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一関税法違反の主なものの一つに，輸入禁制品の密輸入（同法,09）があ

るが，輸入禁制品（関税法69の11）は下記の物であり， このうち，麻薬

類・けん銃等を社会悪物品として重点的に取り締まっている｡

①麻薬類等（麻薬及び向精神薬，大麻，あへん及びけしがら並びに

覚せい剤等）

②けん銃等（けん銃，小銃機関銃及び砲並びにこれらの銃砲弾並

びにけん銃部品〉

③爆発物

④火薬類

⑤化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律2条3項に規

定する特定物質，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律に規定する第一種病原体及び二種病原体等

⑥．偽造通貨等（貨幣，紙幣若しくは銀行券，印紙若しくは郵便切手

又は有価証券の偽造品，変造品及び模造品):，偽造カード等

⑦わいせつ物品（公安又は風俗を害すべき書籍，図画，彫刻物その

他の物品）

⑧児童ポルノ

⑨特許権，商標権, =著作権等を侵害する物品

⑩不正競争防止法‘2条’項’号から3号までに掲げる行為を組成す

る物品

そのほか，生糸，豚肉，衣類な・どに係る関税や内国消費税を免れるた

め価格や品名を偽る事例（関税法110,消費税法64）や， ワシントン条約

対象物品（一定の象牙， ワニ皮，野生動植物等）を不正輸入するため税

関に申告することなく密輸入する事例等（絶滅のおそれのある野生動植

物の種の保存に関する法律'5）がある。

最近5年間の主な社会悪物品の摘発実績は，下表のとおりである。
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’一口■． 21

4

第3税関のその他の任務等

税関のその他の職務としては，次の4種類がある。

①輸出入される貨物の通関

税関は，輸出入貨物の税関への申告に際し, 申告書類を審査し，

必要に応じて貨物を検査している。

②関税等の徴収

税関は，輸入品に対して課税される関税等を徴収している。

③保税地域の管理

輸出入貨物はまず税関が指定する場所又は税関が許.可する倉庫

（保税地域）に入れなければならないも税関は，これらの保税地域を

管理・監督している｡

④貿易統計の作成・公表
？

税関は，輸出入貨物についての貿易統計を定期的に作成・公表し

種類 平成年度 17 18 19
P

20

覚せい剤 件数

(kg)
色

33

（ 88）

82

（ 140）

72

（ 287)‐

110

（ 408）

164

( 333）

大麻 件数
(kg)
. ■

243

（ 588）
I （

195 168

（ 491）
■

123

（ 87）

. 111

（ 52）

ヘロイン 件数

(kg)

3

（ 0）

3

（ 2）
句

（

4 ．

1） （

4 4

（ 1）

1

1-

コカイン
巳、

件数

(kg)？

5

（ 2）

12

（ 7） （

17

再

7

（ 2）

10

（ 13）

あへん‘

h

数
脚
件
く ’

3

（ 0）
■ b－ｵ －

6

（ 27）
一

6
■

（ 17）
■ － －

F

I

0

（ 0）

4

（ 3）

『

■

MDMA

－二

向精神薬

1

？

件数

（千錠）

一存雲
錠）

25

（ 234）

28

（ 15）

30

（ 115）
－－ ｺ

50

（ 27）

J 1

64

【1,315）
良一 =

（

28．

12）

15 ‘

（ 13

’ 34

（ 20）

銃砲

■

件数
(丁〉

2

（ 4）

． 、4

( 15)

6

（ 10）

1

（ 1）

2

( ，2）
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ている。
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に属せられた事項を処理するものとされ（金融庁設置法8条)，監視

委員会の委員長及び委員は，両議院の同意を得て， 内閣総理大臣が任

命し（同法12条1項)， その任期は， 3年とされている（同法13条1

項)。

監視委員会の委員長及び委員の職権行使には独立性が認められてお

り （同法9条)， これを担保するため，委員長及び委員は，例外的な

場合を除き，在任中，その意に反して罷免されない（同法14条）など

の身分保障が定められている。

他方．監視委員会の委員長及び委員は，職務上の秘密保持義務を負

うほか，その中立性を担保するため，在任中，一定の政治活動及び副

業等を禁止されている（同法16条)。

監視委員会は，委員長が招集し，その議事は，委員長又は委員のう

ち2人以上の賛成をも-ってこれを決することとされている（同法18

条)。

(2)事務局

監視委員会には，事務局が置かれている（同法191)。事務局は，総

務課市場分析審査課，証券検査課，課徴金・開示検査課及び特別調

査課の5課と証券検査管理官からなる（金融庁組織令27,金融庁組織

規則12)。

事務局には，事務局長及び次長以下所要の職員が置かれており （金

融庁設置法19Ⅱ，金融庁組織令25)，証券検査等の実務経験の長い大

蔵省証券局職員（当時）を中心に，裁判所，検察庁，蕃察公正取引

委員会，会計検査院，国税庁から人材を集めて運営されている。

特別調査課は，金融商品取引法及び犯罪による収益の移転防止に関

する法律に基づく犯則事件の調査等の事務をつかさどっている （金融

庁組織規則16)。

'＃

Z

第3節証券取引等監視委員会

第1 証券取引等監視委員会

1 証券取引等監視委員会の設置根拠及び任務

証券取引等監視委員会は，証券取引の公正の確保を図り，市場に対す

る投資家の信頼を保持する目的で，証券取引等の公正を確保するための

証券取引法等の一部を改正する法律（平成4年法律第73号）により，平

成4年7月，行政部門たる大蔵省（当時）から独立した機関として新設

されたものである （旧大蔵省設置法7， 9等)。

損失補てん， インサイダー取引等の金融商品取引法違反事件について

は，証券取引に関する特殊な知識・経験を要することから，証券取引等

監視委員会による調査・告発（金融商品取引法210～226）が重要であり，

年々，同委員会と検察庁との協力関係が強化されている。

2証券取引等監視委員会の組織

（1） 委員長及び委員

証券取引等監視委員会（以下，単に｜~監視委員会」 ともいう｡）は，

委員長及び2名の委員で構成される合議制の機関であり，内閣府の外

局として置かれる金融庁に置かれている（内閣府設置法49Ⅲ， 64，金

融庁設置法6)。

監視委員会は，金融商品取引法，投資信託及び投資法人に関する法

律（昭和26年法律第198号)，資産の流動化に関する法律，社債，株式

等の振替に関する法律（平成13年法律第75号）及び犯罪による収益の

移転防止に関する法律（平成19年法律第22号）の規定によりその権限
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委員会の事務局に,総括調整官1人,主任証券取引審査官4人以内，

証券取引審査官44人以内，証券調査官151人以内，証券調査指導官2

人（検察官をもって充てるものとする)，特別調査管理官’人，統括

特別調査官4人以内，主任証券取引特別調査官'5人以内，証券取引特

別調査官318人以内等顔置かれ， このうち，特別調査管理官は，命を

受けて，犯則事件の調査及び告発に関する専門的な事務に従事し，統

括特別調査官は，命を受けて，犯則事件の調査を実施し，並びに主任

証券取引特別調査官，証券取引特別調査官等の行う事務を整理し，主

任証券取引特別調査官は，命を受けて，犯則事件の調査を実施し，並

びに証券取引特別調査官等の行う事務を整理し，証券取引特別調査官

は，命を受けて，犯則事件の調査を実施する（同規則18)。

(3) 財務局

財務省の地方支分部局として，関東（さいたま市)，近畿（大阪市)，

北海道（札幌市)，東北（仙台市)，東海（名古屋市)，北陸（金沢市)，

中国（広島市)， 四国（高松市）及び九州（熊本市）の9か所に財務

局が置かれ（財務省設置法12,財務省組織令80)，福岡市に福岡財務

支局が置かれている（財務省組織令82)。

これらの各財務局，福岡財務支局及び沖縄総合事務局財務部には，

上席証券取引特別調査官，証券取引特別調査官などの職員が配置さ

れ，金融商品取引法等に基づく犯則事件の調査に関する事務を分掌

し，主として地方の証券会社に対する調査等を担当している。

財務局又は財務支局の職員のうち，犯則事件の調査を担当する者と

して，財務局長又は財務支局長が委員会の承認を得て指定した者は，

委員会職員とみなして，委員会職員と同じ調査権限を有し（金融商品

取引法（以下「金商法」 という｡） 224)，犯則事件の調査をするため

必要があるときは，その所属する財務局又は財務支局の管轄区域外に
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おいてその職務を執行することができることとされている（金商法

225)。
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第2証券取引等監視委員会による犯則事件の調査

監視委員会は，証券取引等の公正を害する悪質な行為の真相を解明

し，告発により刑事訴追を求めることによって，市場の公正性・健全

性を確保し，投資者保護を図ろ目的で，有価証券報告書の虚偽記載や

損失保証・補てん，相場操縦，内部者取引（いわゆるインサイダー取

引）等の犯則事件(注)の調査を行っている。

（注） 金融商品取引法施行令45条に規定された罪及び犯罪による収益の移

転防止に関する法律29条の罪。

1 犯則事件の調査

（1） 任意調査

監視委員会職員は，犯則事件を調査するため必要があるときは，犯

則嫌疑者若しくは参考人に対して出頭を求め，質問し，犯則嫌疑者等

が所持する物件等を検査し，若しくは犯則嫌疑者等が任意に提出した

物件等を領置する権限を有し，また，犯則事件の調査について，官公

署又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めることができ

る（金商法210)。

（2） 強制調査

監視委員会職員は,裁判官があらかじめ発する許可状により，臨検，

捜索又は差押えをすることができ（金商法211)， これらのため必要が

あるときは，錠をはずし，封を開き，その他必要な処分をすることが

できる（金商法215)。監視委員会職員は，臨検等に際し，必要がある

ときは，警察官の援助を求めることができる（金商法218)。

監視委員会職員は，前述の質問，検査，領置，臨検，捜索又は差押
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えをしたときは，その調書を作成し，被質問者又は立会人に示し， こ

れらの者とともにこれに署名押印しなければならない。ただしう質問

を受けた者又は立会人が署名押印せず，又は署名押印をすることがで
. ､ ' : j . 5 : .. . , .. - : .古 ･ - 殉： 』 』 :;･ : ． . :.: :.. .i

きないときは，その旨を付記すれば足りる~(金商法219)。

2犯則事件の処分

監視委員会職員は，犯則事件の調査を終えたときは，調査の結果を監

視委員会に報告しなければならない（金商法223)。

監視委員会は，犯則事件の調査により犯則の心証を得たときはn i告発

し，差押物件等を差押目録等とともに引き継がなければならない（証取

法226)。

告発や差押物件等を引き継ぐ相手方は法文上明記されていないが，検
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③監視委員会への報告（証取法223）

④監視委員会による告発（証取法226）

証券取引等監視委員会の調査活動状況

委員会発足以来平成22年までの告発件数は，合計134件である。

3

『

｢軍成(年度） ｜
告発件数’

4コ列
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なお，年度は，平成20年度までは「事務年度ベース」 7月～翌年6月，平成

21年度からは』 ｢会計年度ベース」 4月～翌年3月である。

．

旬

日

品

既

‐ 告発された犯則事件の主なものは,有価証券報告書等の虚偽記載等(金

商法5， 24)，インサイダー取引（同法166),損失補てん･利益の追加（同

法391),株価操縦（同法159),風説の流布（同法158)等である。

察官であると解されている｡
』

第3証券取引等監視委員会のその他の職務

監視委員会は，前記犯則事件の調査のほか，次に述べる職務を行っ

ている。

①市場分析審査

金融商品取引業者等や金融商品取引所などから有価証券の売買取

引等に関する詳細戦報告を求め，又は資料を徴収して日常的な市場

監視を行っている。

②証券検査

金融商品取引業者等に対して臨店検査等を行い，検査の結果，問

題点が認められた業者に対しては，検査結果通知書において問題点

を指摘し，重大な法令違反行為等が認められた場合及び公益又は投

資者保護のため必要かつ適当であると認めるときは， 内閣総理大臣

証取法違反事件の調査から告発までの手続の流れをまとめてみると，

次のとおりとなる。

①端緒の把握（行政部門からの通報’投書，派生事件等からの情報

の入手）

②監視委員会特別調査課による犯則調査
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及び金融庁長官に対して行政処分等を勧告することができる。

③課徴金調査

課徴金制度は， インサイダー取引等の違反行為を抑止し，規制の

実効性を確保する行政目的を達成するために金商法の規定に違反す

る行為（有価証券届出書・有価証券報告書の不提出，虚偽有価証券

報告書の提出，風説の流布，相場操縦， インサイダー取引等）をし

た者に対し，金銭的負担を課す制度であり，監視委員会は,課徴金

調査を実施し，その結果，違反行為が認められた場合には，内閣総

理大臣及び金融庁長官に対して課徴金納付命令を発出するよう勧告

を行う。

④“開示検査

金商法26条等に基づき，公益又は投資者保護の為に必要かつ適当

であると認めるとき,有価証券報告書等開示書類の提出者等に対し，

報告の徴取及び検査を行うものであり,監視委員会は,開示検査の
． ． ． ． ：

結果’開示書類に重要な事項についての虚偽記載等が認められる場

合には，内閣総理大臣及び金融庁長官に対して課徴金納付命令を発

出するよう勧告を行う。

⑤建議・公表

監視委員会は，検査又{ま調査の結果，必要があるときは，金融商

品取引等の公正や投資者の保護等を確保す｡るために必要と認められ

る施策について， 内閣総理大臣，金融庁長官又は財務大臣に建議す

ることができる（金融庁設置法21)。

監視委員会は，毎年，その事務処理状況を公表しなければならな

い（同法22)。

第1編警察を始めとする捜査機関等9796

第4節公正取引委員会

第1 公正取引委員会

1 公正取引委員会の設置根拠

公正取引委員会は，私的独占の禁ll二及び公正取引の確保に関する法律

（以下「独禁法」 という｡）の目的（独禁法1）を達成するため， 内閣府

の外局として設置されているいわゆる独立行政委員会である（内閣府設

置法49, 64)。

2公正取引委員会の任務

公正取引委員会の所掌事務は，次のとおりである（独禁法27の2)。

①私的独占の規制に関すること

②不当な取引制限の規制に関すること

③不公正な取引方法の規制に関すること

④独占的状態に係る規制に関すること

⑤所掌事務に係る国際協力に関すること

⑥①～⑤のほか，法律に基づき公正取引委員会に属させられた事務

3公正取引委員会の組織

（1） 委員長及び委員

公正取引委員会（以下，単に「委員会」ともいう｡）は， 35歳以上の

法律又は経済に関する学識経験者から選ばれた委員長及び委員4人

をもって組織されている（同法29)。委員長及び委員の任期は5年で

ある（同法30I)。公正取引委員会の委員長及び委員の職権行使の独

立性（同法28）を担保するため，委員長及び委員は，例外的場合を除

き，その意に反して罷免されず（同法31), また，その報酬を減額さ

、
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2支所が置かれている。なお，沖縄には，内閣府の地方支分部局であ

る沖縄総合事務局の総務部に公正取引室が置かれている。

地方事務所には，一般に総務課，取引課，審査課，下請課等が置か

れている。

地方事務所の第一審査課において，独禁法違反事件の被疑事実の探

知，報告等の事務を行う。

98第3章その他の調査機関等

れない（同法36Ⅱ）などの身分保障が定められている。

他方，委員会の中立性を担保するため,: :委員長，委員及び一定の公

正取引委員会の職員は，在任中，一定の政治活動副業等を禁止され

る（同法37)。
, ｡ : , - 写‘

また，委員長，委員及び委員会の職員は，事件に関する事実の有無

又は法律の適用について，意見を外部に発表してはなら鏡-(同法38)，

職務上の秘密保持義務を負う （同法39)｡ ，

(2)事務総局

雲員会の事務を処理かるため,委員会に事務総局が置かれている(同

法351)。事務総局には，事務総長が置かれている（同条Ⅱ)d

事務総局には，官房並びに経済取引局及び審査局が置かれ,.:経済取

＃引局に取引部が,審査局に犯則審査部が置かれている。

審査局において，事件の審査･告発等に関する事務をつかさどり，

犯則審査部において，独禁法12章（犯則事件の調査等)"に関するもの

をつかさどっている。

審査局には，犯則審査部のほか，管理企画課及び審査長5人が置か

れ，犯則審査部に特別審査長2人が置かれている。

:独禁法違反事件の審査を行うのは,犯則審査部の職員である。

なお，事務総局の職員中には，検察官及び弁護士を加えなければな

らず（同法35X),その検察官の職務は，独禁法違反事件に関するも

のに限られている（同条虹)。

委員会の役割の重要性の高まりとともに，予算･人員とも年々強化

され，事務総局の平成21年度末の定員は， 779人である。

(3) 地方事務所:

北海道,:．東北，中部，近畿中国四国及び九州の5地方事務所が置か

れており（同法35の2),;近畿中国四国事務所の下に中国及び四国の

第2公正取引委員会の調査

1 公正取引委員会の調査

委員会が独禁法違反事件の調査を開始するのには，①一般人からの報

告（同法451),②職権（同条Ⅳ),③中小企業庁からの報告（中小企業

庁設置法4Ⅶ）等の場合がある。委員会は，①の報告があったときは事

件について必要な調査をしなければならず（同法45Ⅱ），書面による報告

については当該報告をした者に調査結果を通知しなければならない（同

条Ⅲ)。

また，委員会職員は，犯則事件の調査を終えたときは，調査の結果を

委員会に報告しなければならず（独禁法115)，事務総局審査局長は，犯

則事件の端緒となる事実に接したときは，委員会に報告しなければなら

ない（公正取引委員会の犯則事件の調査に関する規則4)。

委員会は, :公務所，特別の法令により設立された法人，事業者若しく

は事業者の団体又はこれらの職員に対し，出頭を命じ，又は必要な報告，

情報若しくは資料の提出を求めることができ（独禁法40)，またノ職務を

行うために必要があるときは，公務所等又は学識経験者に対し，必要な

調査を嘱託することができる（同法41)。

また，委員会は，事件について必要な調査をするため，事件関係人又

は参考人の審尋，鑑定，帳簿書類等の提出命令及び留置並びに営業所等
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100第3章その他の調査機関等

への立入検査等の処分をすることができる（同法47)。

これらの調査をしたときは,調書を作成しなければならない(同法48)。

委員会の事件調査は，本来的には，排除措置命令（同法49)，課徴金納

付命令（同法50）等の行政処分を目指した調査である。

2告 発・

委員会は，犯則事件の調査により犯則の心証を得たとき，独禁法の規

定に違反する犯罪があると思料するときは検事総長に告発しなければな
: ｡ ､ ， ,了 .. ． . . ：． ,

らない（同法741,m)｡

なお，同法89条ないし91条の罪（私的独占又は不当取引制限の罪，国

際協定違反の罪，会社活動等に関する規定違反の罪等）については，委

員会の告発が訴訟条件である（同法96)｡

これらの罪については，委員会だけが告発権限を有しているため，専

属告発と呼ばれている。

第1編警察を始めとする捜査機関等 101

3公正取引委員会の調査活動状況

委員会による告発件数は，昭和48年の石油ショックを背景とした同49

年のI石油カルテル事件」の告発1件のみの状態が長く続き，昭和52年

に課徴金制度が導入された一方で，刑事告発に慎重な姿勢が維持されて

いたが， 日米貿易摩擦を背景に，平成元年秋ころから日米構造協議が開

始され，その中で，独禁法の運用強化の一環として，刑事罰の積極活用

が我が国の施策となり，委員会は, ‐平成2年6月，内外に独禁政策の変

更として告発の積極活用方針を示した。なお， 同3年11月, 17年ぶりに

「ストレッチ・フィルム事件」が告発，訴追されている。

その後，平成17年の独禁法改正（同18年施行）により委員会に犯則調

査権限が付与され，委員会は，国民生活に広汎な影響を及ぼすと考えら

れる悪質重大な事案，違反を反復して行っている，排除措置に従わない

など行政処分によっ；ては独禁法の目的が達成できないと考えられる事案

などについて，犯則調査権限を行使している。

最近7年間の告発件数は，以下のとおりである。
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第3公正取引委員会のその他の職務等

1 課徴金減免制度

公正取引委員会は，事業者又は事業者団体が課徴金（行政庁が違反事

業者等に対して課す金銭的不利益）の対象となる独禁法違反行為（カル

テル・入札談合等）を行っていた場合， 当該違反者等に対して課徴金を

国庫に納付することを命じることができる（独禁法7条の2)。なお，同

一事件について課徴金と罰金の双方が課（科）されるときは，罰金額の
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検察庁において,不起訴処分をしたときは，検事総長は，委員会への

刑事訴訟法上の通知（刑訴法260。告発人に対する通知制度） とは別に，

法務大臣を経由して，不起訴処分の事実及び理由を文書で内閣総理大臣

に報告しなければならない（独禁法74Ⅲ)。
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き継いで現在に至っている。なお，金融庁には，前記の監視委員会が置

かれている。

102第3章その他の調査機関等

二分の－に相当する金額が課徴金から控除される｡

課徴金減免制度とは，平成17年の独禁法改正により導入された制度で

あり，法定の要件（違反事業者が自ら関与したカルテル・入札談合につ

いて，委員会に報告すること等）に該当すれば，課徴金を減免するもの

である｡同制度は，企業の法令遵守意欲を向上させ, _カルテルの発見・

解明を容易にし，競争秩序の早期回復を主目的としている。

2その他の職務

委員会のその他の職務は，次のとおりである。

①各種届出の受理・審査

②排除措置命令，課徴金納付命令の不服申立てを行う行政手続として

の審判

③各種の経済実態調査等

④違反行為防止のための各種指針の設定及び関係業界の指導，相談の

受付等

⑤国会に対する毎年の独禁法の施行状況に関する報告･意見の提出(独

禁法44）

１
，
‐
１
■
一
田
訓
‐
》
『
川
‐
叩
．
・
舎
■
『
寸
出
‐
戸
軸
ｌ
ｕ
Ｄ
，
Ｉ
い
■
‐
け
ゞ
Ｐ
Ｉ
‐
岸
↑
込
兎

》
｛
ｈ
０
ｌ
レ
・

ロ
も
■
ｆ第2金融庁の任務と所掌事務

金融庁は，金融制度に関する企画立案，銀行，保険会社，証券会社等

に対する検査・監督等を通じて，我が国の金融の機能の安定を確保し，

預金者，保険契約者，有価証券の投資者その他これらに準ずる者の保護

を図るとともに,金融の円滑を図るという任務を有している（同法3)。

金融商品取引に係る犯則事件の調査に関すること（同法4⑳） も金融庁

の所掌事務の一つである。

なお，犯罪による収益の移転防止に関する法律（以下「犯罪収益移転

防止法」という｡）の施行前(平成19年4月1日及び同20年3月1H施行）

は，疑わしい取引の届出制度(平成4年の麻薬特例法の施行に伴い創設

された，マネーロンダリングを防止するための対策の一つで，金融機関

等から犯罪収益に係る取引に関する情報を集めて捜査に役立てること等

を目的とする制度）を担当するFIU(マネーロンダリング情報を専門

に収集分析，提供する機関）機能は，金融庁に設置されていたが，犯

罪収益移転防止法の施行に伴い，国家公安委員会。警察庁に移管され，

警察庁に犯罪収益移転防止管理官が新設された。

国家公安委員会は，疑わしい取引の届出に係る事項や外国の機関から

提供された情報， これらを整理・分析した結果（疑わしい取引に関する

情報）を，検察官，検察事務官， 司法警察職員，収税官吏，税関職員，

徴税吏員証券取引等監視委員会の職員の組織犯罪処罰法，麻薬特例法

等の刑事事件捜査や犯則事件の調査に資すると認めるときは，検察官等

に提供し，検察官等は， これらの捜査や調査のために必要と認めるとき

は，国家公安委員会に対し，疑わしい取引に関する情報の記録の閲覧若

■

一
一

第5節金融庁

第1 金融庁の沿革及び設置根拠

金融庁は，平成12年7月1日,全体の省庁再編に先行してプ金融再生

委員会（平成10年12月15日発足）に置かれていた金融監督庁を改組して

設立され,さらに， 中央省庁の再編が行われた平成13年1月6日には，

改めて内閣府の外局として設置され(金融庁設置法2)，金融再生委員会

の廃止に伴い， 同委員会が担ってきた金融機関の破綻処理等の事務を引
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しくは謄写又はその写しの交付を求めることができる（犯罪収益移転防

止法11)。
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（1）保険料の収納業務

（2）保険金及び仮払金の支払業務

（3）破綻金融機関に係る合併等に対する資金援助業務

（4）預金等債券の買取り業務

（5）破綻金融機関の経営管理等を行う金融整理管財人又は金融整理管財

人代理業務

（6）承継銀行の経営管理等を行う業務等

（7） 金融危機対応に係る第一号措置等に基づく株式等の引受け筆ペイ

オフコストを超える資金援助等の業務

（8）破綻金融機関に対する預金等の払戻し及び賓産価値の減少防止のた

めに必要とする資金の貸付け及び特別危機管理銀行等が保有する資

金の買取り業務

（9）金融庁長官等の命を受けての保険料の納付が適正に行われているこ

と等を調査するための金融機関への立入検査業務

⑱隠ぺいのおそれのある債務者の財産調査，経営責任等を追及するた

めの調査・告発業務

伽整理回収機構に対する不良債権の回収整理に関する指導・助言業務

等

鯛振り込め詐欺被害者の救済手続に係る業務

第2各種委員会等

第3金融庁の組織等

l金融庁長官等

金融庁の長は,金融庁長官であり; （同法2Ⅱ)，金融庁長官のもとに，

総務企画局，検査局及び監督局の‘3局が置かれている。

2総務企画局は，総務課等5課に,検査局は,総務課等2課と検査管理

官に,監督局はり総務課等5課に,身･それぞれ分かれている。検査局にお

いては民間金融機関等の検査を，監督局においては民間金融機関等の監

督を,それぞれ所掌している.

第6節預金保険機構

第1 預金保険機構の設立及び任務
＆
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1 預金保険機構の設立

預金保険機構は,預金保険制度の運営のため, ．‘預金保険法;(昭和46年

4月1日法律第34号）に基づき, ‘昭和46年7月.1日，政府， 日本銀行及

び民間金融機関の出資により設立された認可法人（特別法人）である。

預金保険機構の資本金は，設立当初ば4億5,000万円（政府,日本銀行

及び民間金融機関がそれぞれ1億5,000万円）であったが,政府の増加出

資等により，平成21年r2月の時点で,154"5,500万円となっているb､ ミ

2預金保険機構の役割

預金保険機構は，預金者等の保護を図るという預金保険法の目;的を達

するため,次のような業務を行っ'ている。

預金保険機構には，運営委員会，責任解明委員会及び買取価格審査会

が設けられている。

1 運営委員会

運営委員会は，預金保険機構の運営に関する重要事項の決議を行う意

思決定機関であり，運営委員（8名以内）並びに預金保険機構の理事長

L
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及び理事をもって構成されている（預金保険法16)｡． 、

2責任解明委員会

責任解明委員会は,破綻金融機関及び住宅金融専門会社（旧住専）の

経営者，債務者等の刑事，民事上の責任の所在を明らかにし，刑事告発，

損害賠償請求その他所要の措置を的確に行うため，平成10年2月，預金

保険法の改正に伴って設置された委員会であり，理事長が委員長を，役

職員が委員をそれぞれ務めている｡,なお,責任解明委員会には製名の外

部有識者が特別顧問に就任し,､所要の措置を的確に完遂するため意見申

述を行っている。

3優先株式等処分審査会

優先株式等処分審査会は;公的資金による資本増強のために引受等を

行った優先株式等について，譲渡その他の処分を行うに際し, ‘公正中立

な手続による適正な価格の決定に資する目的で平成16年6月に設置され

た処分価格審査会が,:･同18年2月，処分の実施，処分方法,処分金額を

審議項目に追加するとともに改称したものであり，同22年6月1日現在，

公認会計士である委員長ほか学識経験者等3名の委員で構成されてい

る。

4業績評価委員会

業績評価委員会は，機構における役員の適正な退職手当の支給に資す

ることを目的として，平成16年4月に設置され，同22年6月1日現在，

運営委員会の金融界以外の委員3名，非常勤監事’名からなる委員長ほ

か3名の委員で構成されている。
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別業務部，検査部，及び大阪業務部の7部と法務統括室，監査室が置か

れている（平成22年3月現在)。預金保険機構の運営委員及び役職員は，

守秘義務を負うほか，刑法その他の罰則の適用については，法令により

公務に従事する職員とみなされている（預金保険法22， 23， 33)。

平成22年の役員数は5名，職員数は359名である。

第4各部の業務

1 総務部

総務部は，預金保険機構の事務の総合調整，運営委員会等の開催，広

報，情報公開，個人情報の保護，人事，組織，定員，国際業務，整理回

収機構に対する指導・助言，整理回収機構との連絡調整，企業再生支援

機構への出資等に閏する事務等を所掌している。

2財務部

財務部は，機構の予算，決算，経理，資産管理，資金計画，資金調達・

官吏，保険料の収納及び振り込め詐欺救済法に基づく公告等の事務を所

掌している。

3金融再生部

金融再生部は，金融整理管財人等の業務，破綻金融機関の業務承継

金融危機への対応，金融機関等の資産の買取り及び資本増強等に関する

事務を所掌している。

4預金保険部

預金保険部は,保険金等の支払金銭贈与や資産買取り等の資金援助，

預金等債権の買取り，システムの開発・運営，名寄せデータシステム整

備等に関する金融機関等への研修・助言及び金融機関等の更生手続の特

例等に関する法律に基づく預金者表の作成等に関する事務を所掌してい

る。
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第3役職員

預金保険機構には，:役員として理事長,理事"(4名以内）及び監事(1

娼）が置かれ, この下に総務部,財務部,金融再生部，預金保険部特

１
１
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5特別業務部

特別業務部は,刑事責任追及事案及び民事責任追及事案の調査，整理

回収機構に対する指導・助言,整理回収機構の譲受債権等に係る債務者

等の調査及び整理回収機構からの委託に基づく取立て，買取資産の管

理・回収及び処分等に関する事務を所掌している。

6検査部

検査部は，金融機関に対する保険料確認検査及び名寄せ等確認検査等

に関する事務を所掌している。

7大阪業務部

大阪業務部は，保険金等の支払・資金援助g預金等債権の買取り等，

金融整理管財人等の業務,.刑事・民事責任追及事案の調査，整理回収機

構に対する指導。助言等&整理回収機構の譲受債権等に係る債務者の財

産調査，整理回収機構からの委託に基づく取立て並びに買取資産等の管

理:･回収及び処分等に関する事務のうち, ・主として関西以西の地区に係

るものを所掌している。 ： ・

ま.た，法務統括室は，機構の業務執行上の法律問題の総括， コンプラ

イアンスの総括等の事務，監査室は，内部監査，監事監査,､会計検査院

の検査に関する事務をそれぞれ所掌している。
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第6整理回収機構

1 整理回収機構の発足

整理回収機構は,平成10年10月の預金保険法及び住専法の改正により，

公正・透明な手法をもって不良債権の早期かつ効率的な回収に努め，投

入される公的資金を最小化することを目的として，平成11年4月1日に

住宅金融債権管理機構と整理回収銀行が合併し,預金保険機構100パーセ

ント出資（資本金2,120億円）の子会社（株式会社）として発足した機構

である。平成22年4月現在の体制は，役員9名〈取締役6名，監査役3

名)，職員584名となっている。

2整理回収機構の業務内容

整理回収機構の主な業務は

（1） 旧住専7社から譲り受けた債権の回収

（2）破綻金融機関からの不良債権等の買取り・回収

（3）金融再生法53条に基づく一般金融機関等からの不良債権の買取り ・

回収

は） 共同債権貢取機構や金融機関から取立て又は処分の委託を受けた債

権の取立てまたは処分

（5） 旧住専又は破綻金融機関から譲り受けた不動産等の管理・処分

（6） 旧住専や金融機関等の破綻原因に関与した経営者，銀行等の民事・

刑事上の責任追及

（7） 不良債権回収に係る刑事告発及び不法占拠等の妨害排除のための民

事上の保全処分

等である。

第5告発（告訴） -状況

預金保険機構は，整理回収機構の回収担当者からヒアリ:ングを行い,､、

刑事責任追及に関する指導及び助言に努めており,平成8年から同22年

3月31までの告発（告訴）件数の累計僅理回収機構との合計）は, 1327

件となっている。 ･《

なお，平成21年度の告発･(告訴)は，::. :6件(L1人）である。
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年鑑別所に送致する観護の措置，補導処分並びに監置の裁判の執行に関

すること，②国際受刑者移送に関すること （保護局の所掌に属するもの

を除く｡)，③犯罪人の指紋その他その個人識別に関すること，④刑務共

済組合に関する事項，⑤前各号に掲げるもののほか，矯正に関すること

の事務をつかさどっている（法務省組織令6)。

2矯正局の組織．

矯正局には，総務課，成人矯正課，少年矯正課の3課及び矯正医療管

理官1人が置かれており（法務省組織令38)，各課及び矯正医療管理官の

事務については，法務省組織令39条ないし42条に定められている。

また，法務省設置法4条12号ないし12の3号所定の事務｢刑及び勾留，

少年院に送致する保護処分及び少年鑑別所に送致する観護の措置,補導

処分並びに監置の裁判の執行に関すること，国際受刑者移送に関するこ

と，そのほか矯正に関すること」を分掌させ，刑務所，少年刑務所，拘

置所,少年院,少年鑑別所及び婦人補導院の適切な運営管理を図るため，

矯正管区が置かれることとされており．(法務省設置法15, 161),さいた

ま市，大阪市，名古屋市，広島市，福岡市，仙台市，札幌市及び高松市

の8か所に矯正管区が置かれている（法務省組織令65)。 、 ・

矯正職員の研修を担当する法務省の施設等機関として，矯正研修所が

置かれ（法務省組織令61, 63)，本所（東京都）のほか8か所の支所が置

かれている。

第2編法務省の関係機関

第1章矯正・保護・入管関係

法務省の事務については.法務省設置法に定められているが,:法務本省

には，大臣官房並びに民事局，刑事局，矯正局-保護局，人権擁護局及び

入国管理局の6局が置かれ,大臣官房には司法法制部が置かれている（法

務省組織令2)｡

このうち， 日常的に検察庁の仕事と関わりがあるのは,直接に検察に関

することを担当する刑事局を別にすると，矯正局，保護局，入国管理局の

3局であるので， この3局の関係機関について説明する。なお，刑事局に

ついては本教材の対象外であるので，最後に参考として簡単に触れた｡．

第1節矯正局関係機関
。
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勾留された被疑者や被告人を収容する拘置所，受刑者を収容する刑務

所・少年刑務所， ‘家庭裁判所の観護措置決定に基づし､て送致された少年を
0

収容する少年鑑別所，家庭裁判所から保護処分として送致された者及び少

年法56条3項の規定により少年院において刑の執行を受ける者を収容する

少年院等に関する事項は，矯正局の所管に属する。
第2刑務所・少年刑務所・拘置所

1 刑事施設の設置根拠及び組織

（1）刑事施設の種類

監獄法（明41法28号）は， 「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関

する法律」 （平17法50号，以下「刑事収容施設法」 という｡）に全面改

第1 矯正局の所掌事務，組織等

1 矯正局の所掌事務

矯正局においては，①刑及び勾留，少年院に送致する保護処分及び少
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:正され,: ,同法1条はプ刑事収容施設;(刑事施設，留置施設及び海上保

：安留置施設をいう6).の適正な管理運営を図るとともに，被収容者，

被留置者及び海上保安被留置者の人権を尊重しつつj これらの者の状

況に応じた適切な処遇を行うことを目的とする旨規定する。

刑事収容施設法3条はう刑事施設について

①懲役，禁鎚又は拘留の刑の執行のため拘置される者 一 『

②刑事訴訟法の規定により，逮捕された者であって; :留置される者

③刑事訴訟法の規定により勾留される者

④死刑の言渡しを受けて拘置される者

⑤前各号に掲げる者のほか， ‘法令の規定により刑事施設に収容すべ

きこととされる者及び収容することができることとされる者

を収容し， これらの者に対し必要な処遇を行う施設と定めている。

同法4条はj被収容者（刑事施設に収容されている者をいう。以下

同じ｡)の分離について規定しているので，以下に述べる。分離とは，

被収容者の収容及び処遇における区分をいう。

また，労役場及び監置場が,それぞれ，法務大臣が指定する刑事施

設に附置さオしる（同法2871i)。労役場とは，罰金又は科料を完納する

ことができない者を留置する場所(刑法181,n)をいい,監置場と

は，法廷等で裁判所の職務の執行を妨害し,又は裁判の威信を著しく

害した行為などをして， 20日以下の監置に処せられた者を留置する場

所（法廷等の秩序維持に関する法律21, n)をい‘う。
‘かr:f _豐 ・・ &； ，

法務省に，刑事収容施設法3条の規定による刑事施設として，刑務

所，少年刑務所及び拘置所を置くごiとi :とされ;: (法務省設置法:8),法

務大臣は，刑務所，少年刑務所又は拘置所の所掌事務を分掌させるた

め,所要の地に,･刑務所，少年刑務所又は拘置所の支所を設けること

ができるとされている（同法9Ⅱ)。刑務所，少年刑務所及び拘置所

並びに支所の名称，位置及び内部組織は，法務省令で定められている

（同法9Ⅲ)。

なお,刑事収容施設として,都道府県警察に留置施設が設置され(刑

事収容施設法141),管区海上保安本部，管区海上保安本部の事務所

又は海上保安庁の船舶に海上保安留置施設が設置されている（刑事収

容施設法251)。

(2)性別による分離（同法410)

多数の被収容者が集団生活を送るという特殊環境の中では，刑事施

設の規律及び秩序を維持するため，性別による分離を行う#ことと:され

ている。

(3) 法的地位の別による分離（同法4I@)

受刑者（未決拘禁者としての地位を有するものを除く･)．，未決拘禁

者（受刑者又は死刑確定者としての地位を有するものを除くb),未決

拘禁者としての地位を有する受刑者，死刑確定者及び各種被収容者の

別に従い,：それぞれ互いに分離するものとされている。

(4) 刑名の別による分離〈同法41@)

刑法が自由刑として懲役刑，禁銅刑及び拘留刑の区別を設けている

趣旨に照らし，懲役受刑者，禁銅受刑者，拘留受刑者については，基

本的に，それぞれ互いに分離するものとされている｡・ ：

(5) 少年と成人との分離

少年と成人との分離については，刑事収容施設法に規定はないが，

少年法49条3項が「刑事施設,留置施設及び海上保安留置施設におい

ては,少年を成人と分離して収容しなければならない｡」と規定し，

同法56条1項が「懲役又は禁銅の言渡しを受けた少年（第3項の規定

により少年院において刑の執行を受ける者を除く。）に対しては，特

に設けた刑事施設若しくは留置施設内の特に分界を設けた場所にお
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“ いて,その刑を執行する｡」と規定されている。

(6) 刑事施設の組織

平成22年4月1日現在，刑事施設は，本所が77施設: （刑務所62（社

会復帰センター4を含む｡),少年刑務所7;，拘置所8)，支所が111施

設（刑務支所8，拘置支所103）である｡-なお, .売春防止法5条の罪

を犯して補導処分に付された成人女子は，婦人補導院に収容される。

各刑事施設の規模の大小により異なる力鮴大規模の刑務所及び少年

刑務所には,所長の下に，一般に,総務部,;:処遇部，教育部及び医務

部並びに分類審議室が置かれ,る。外国人男子受刑者を集中的に収容し

ている府中刑務所及び大阪刑務所にはこれに国際対策室が加わる。

なお，拘置所については, ･後記.5で述べる。

2刑事施設の職員等 ：

，刑事施設の職員定員は, 1．万9も109人である（平成22年12月31日現在)。

．職員は,処遇担当の法務事務官(矯正処遇官)，刑務作業の指導,分類

調査，医療等の業務に携わる技官･ (作業技官,鑑別技官，医務技官)，教

科指導等に携わる教官一般行政事務を行う事務員等に分けられる｡

刑事施設における法務事務官の階級は, ､矯正監,矯正長，矯正副長，

看守長，副看守長，看守部長及び看家とされている。

3受刑者の処遇．

（1）処遇の原則

受刑者の処遇の§目的は，個々､の受刑者の資質及び環境に応じ，その

自覚に訴え，改善更生の意欲の喚起及び社会生活に適応する能力の青

・ 成を図ることを旨として行.うものとする．と:して（刑事収容施設法30)，

‘それぞれの受刑者により最も適切な処遇を行うこととするいわゆる

個別処遇の原則を採ると.とを明らかにしている。
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(2)処遇の内容

刑事収容施設法は,受刑者処遇の目的を達成するため，受刑者には，

矯正処遇として，作業（同法92， 93)を行わせ，改善指導（同法103）

及び教科指導（同法104）を行うものと規定している（同法841)｡

①作業とは，刑事施設において受刑者に行わせる労務をいう。

作業の種類には．生産作業（物品を製作する作業及び労務を提供

する作業であり，その業種は里木工，印刷，洋裁，金属，革工，農

業その他がある｡)，自営作業（刑事施設における炊事，洗濯，介助，

理髪，指導補助その他の経理作業及び施設の建物の修繕その他の営

繕作業）及び職業訓練（同法94条の2の規定により作業として実施

する職業訓練）があり，それぞれについで様々な業種がある。

②改善指導とは，受刑者に対し，犯罪の責任を自覚させ，健康な心

身を培わせ，社会生活に適応するのに必要な知識及び生活態度を習

得させるために行う指導をいい，一般改善指導（同法103､I)と特別

改善指導（同法103Ⅱ） ･とがある｡

一般改善指導は，講話体育，行事，面接，相談助言その他の方

法により, C刃被害者感情を理解させ，罪の意識を培わせること, ("f)

規則正しい生活慣習や健全な考え方を付与し，心身の健康の増進を

図ること，㈲生活設計や社会復帰への心構えを持たせ，社会適応に

必要なスキルを身に付けさせることなどを目的として行われ，すべ

ての受刑者が対象となる。

特別改善指導は,､薬物依存があったり， ､暴力団員であるなどの事

情により，改善更生及び円滑な社会復帰に支障があると認められる

受刑者に対し，その事情の改善に資するよう特に配慮して行う改善

指導である。

改善指導に当たって特に配慮しなければならない事情について
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63年以降は100人未満で推移し，平成21年は54人であり，全員が男子で

あった（同白書174頁)。

なお，民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法

律（平成11年法律第117号）に基づき，過剰収容を緩和し，新しい刑事施

設の運営の在り方を模索するなどの観点から, PFI手法（公共施設等

の建設，維持管理，運営等を民間の資金， ノウハウを活用して行う手法）

を用いて，刑事施設の整備が行われており，現在, PFI手法による事

業として，美祢社会復帰促進センター，喜連川社会復帰促進センター，

播磨社会復帰促進センター及び島根あさひ社会復帰促進センターが建設

され， それぞれ運営を開始している。

最後に，受刑者処遇の流れを図示すると，次のとおりである。

は，刑事施設及び被収容者の処遇に関する規則64条に定められてい

る。

特別改善指導として，現在，薬物依存離脱指導，暴力団離脱指導，

被害者の視点を取り入れた教育，性犯罪再犯防止指導，交通安全指

導，就労支援指導が実施されている。

③教科指導は，社会生活の基礎となる学力を欠くことにより改善更

生及び円滑な社会復帰に支障があると認められる受刑者を対象とし

て行うもの（補習教科指導，同法1041) と，学力の向上を図ること

が円滑な社会復帰に特に資すると認められる受刑者を対象として行

うもの（特別教科指導， 同法104n)がある。

教科指導の内容は，学校教育法による学校教育の内容（小・中学

校の教科，高等学校・高等専門学校の学科又は教科，大学の学科等

をいう。）に準ずるものである。

4刑事施設における収容状況等

刑事施設の被収容者の年末人員は，平成5年から毎年増加し続け，平

成18年に昭和31年以降で最多となる8万1,255人を記録したが，平成19

年から減少に転じ，平成21年末現在は， 7万5,250人（労役場留置者1, 132

人を含む｡）であった（平成22年版犯罪白書57頁)。

入所受刑者の人員は，平成4年に戦後最少（2万864人）を記録した後，

増加し続けていたが，平成19年からは毎年減少し，平成21年は2万8,293

人であった。このうち女子について見ると，平成4年には914人であった

が， その後増加し続け，平成18年には2,333人まで増加し，平成21年も

2, 170人と高水準にある （同白書59頁)。

また，入所時に20歳未満であった入所受刑者（入所時には20歳以上で

あったが，不定期刑の言渡し時には20歳未満であった者を含む｡）の人員

は，昭和41年には1,000人を超えていたが，その後，大幅に減少し，昭和
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5 拘置所

（1） 拘置所の組織等

拘置所は，東京，立ﾉ| | ，大阪，京都神戸， 名古屋，広島及び福岡

の8か所に置かれており，全国103か所に拘置支所が置かれている。

＃
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東京拘置所及び大阪拘置所には，所長以下,総務部，処遇部’分類

部及び医務部が置かれ，その余の拘置所には所長以下，総務部及び処

遇部が置かれている。

勾留中の被疑者j被告人‘,(以下，両者を併せて「未決拘禁者｣ とも

いう｡）は，拘置所,‘拘置支所又は刑務所の拘置区に収容されている。

響察等から送致される事件の被疑者で勾留された者については’多く

の場合，警察署等附属の留置施設に勾留されるが，拘置所に勾留され

ることもある。検察官が逮捕した被疑者で勾留された者については拘

置所に勾留されることもある｡留置施設に勾留された被疑者に対して

公訴が提起され，被告人となった場合にも，余罪捜査等の特別の必要

性から被疑者として引き続き留置施設に勾留されることがあるが，そ

のような事情のない場合には，裁判所から移送の同意を得た上で，速

やかに拘置所に移される。

拘置所に勾留されている被疑者を拘置所内で又は検察庁へ護送した

上で取り調べることがあるが，そのような場合には，拘置所内の取調

べ室の確保や護送のための拘置所職員の手配等について，十分な連絡

を取り,:協力を得る必要がある。

(2)未決拘禁者の処遇 ､… ,
． ： j ・

未決拘禁者の処遇は,…逃走及び罪証隠滅を防止するとともに，その

防御権を尊重しつつ行われる。そのため，未決拘禁者の処遇は，原則

として，昼夜，居室において行うとされ（｢刑事収容施設法351),で

きる限り，単独室に収容され（同法35Ⅱ)，罪証の隠滅防止上支障を

生ずるおそれがある場合には，居室外においても相互に接触させては

ならないとされている（同法35Ⅲ)。

未決拘禁者には,一定の範囲の物品については，刑事施設の規律及

び秩序の維持その他管理運営上支障を生ずるおそれがある場合など
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を除き， 自弁のものの使用・摂取の自由を認めている（同法41Ⅱ)。

刑事施設職員は，被告人と弁護人との面会には立ち会えないが，弁

護人以外の者との面会の場合には，立会いなどを行うことを原則とし

た（同法116)。未決拘禁者と弁護人等以外の者との面会については，

刑事施設の規律秩序の維持や管理運営上の理由から，刑事施設の長が

制限することができるものとする一方ゥ弁護人等との面会について

は，制限事項を限定するとともに，面会の日及び時間帯は，同法118

条により制限の内容を定めている。

未決拘禁者が発受する信書については，刑事施設の長が指名する職

員が検査することを原則とし（同法135)，不適切な記述がある場合に

は刑事施設の長がその発受を差し止めることなどができるとした（同

法138)。

⑧未決拘禁者の収容状況

刑事施設の未決拘禁者の平成21年末における収容人員は8,060人で

あった（同白書57頁)。

第3少年鑑別所

1 少年審判制度

罪を犯した少年（20歳に満たない者（少年法2I))の事件等の保護事

件については，少年法に成人とは異なる手続が多く定められている。検

察官は，少年の被疑事件について捜査を遂げた結果，犯罪の嫌疑がある

ものと思料するとき，又は家庭裁判所の審判に付すべき事由があるとき

は， これを家庭裁判所に送致しなければならないこととされている（同

法42）のを始めとして，特別の配慮を要する場合が多い。これは，少年

法の目的が，非行を犯した少年を処罰することにあるのではなく，少年

の健全な育成を期し，非行のある少年に対して性格の矯正及び環境の調
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整に関する保護処分を行うことにあるからである（同法1)。

少年審判は，少年の保護育成を目的とすることから,犯罪少年(注1）
(同法31@)のみならず，触法少年(注2)(同条項②)及びぐ犯少年(注
3）(同条項③）をも審判対象としている。そのため，非行事実の存否の
みならず少年の現在の性格，環境からして将来非行に陥る危険性がある

か否かという要保護性をも審判の対象としている(少年法実務講義案(再
訂版） 37頁)。

少年事件については，検察官に起訴猶予の権限がなく，全件を家庭裁

判所に送致し， まず家庭裁判所の審判にゆだねなければならない（全件
家裁送致主義。同法41, 42)｡,家庭裁判所における審判の結果,刑事処分

を相当と認められる事件，犯行時16歳以上の少年によ:る故意の犯罪行為

で被害者を死亡させた罪の事件が原則として検察官に送致される（いわ

ゆる「逆送決定｣。同法20)。この場合には,"検察官は､･･:､原則として公訴
を提起しなければならない（同法45⑤本文)。 ：

家庭裁判所においては，①審判不開始（同法19)，②不処分(同法23)，
③知事又は児童相談所長送致（同法18)，④検察官送致（同法20）及び⑤
保護処分(保護観察,児童自立支援施設又は児童養護施設送致及砂菫

. ●も . ･

院送致。同法24）の5種類の決定がある。

以下， このような少年審判制度に関係する施設のうち，少年鑑別所及
び少年院について概説する。

（注1） 罪を犯した少年。

（注2) 14歳に満たないで刑罰法令に触れる行為をした少年。
（注3） 次に掲げる事由があって，その性格又は環境に照らして，将来，罪
を犯し，又は刑罰法令に触れる行為をする虞のある少年
イ保護者の正当な監督に服しない性癖のあること。
ロ正当の理由がなく家庭に寄り.附かないこと。

ハ犯罪性のある人若しくは不道徳な人賀と交際し,又はいかがわし
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い場所に出入すること。

二自己又は他人の徳性を害する行為をする性癖のあること。

2少年鑑別所の設置根拠及び組織

法務省に，少年院法16条の規定による少年鑑別所が置かれている（法

務省設置法81)｡法務大臣は,少年鑑別所の所掌事務を分掌させるため，

所要の地に，少年錨ﾘ所の分所を設けることができる（同法11Ⅱ)。

少年鑑別所及び分所の名称，位置及び内部組織は，法務省令で定めら

れており （同法1皿)，各家庭裁判所の管轄地域に対応して52庁（うち，

分所1庁）が置かれている。 ．

規模の大小により異なるが，少年鑑別所には，一般に，所長以下，庶

務課及び医務課並びに首席専門官1人が置かれている。

3少年鑑別所の設置目的．

少年鑑別所の設置目的は， 「収容」及び「鑑別」の二つである。すなわ

ち，①審判決定前の少年を収容してその身柄を保全するとともに，②家

庭裁判所の行う少年に対する調査及び審判並びに保護処分及び懲役又は

禁銅の言渡しを受けた16歳未満の少年に対する刑の執行に役立たせるた

め，少年の資質の鑑別を行うことである（同法111)。

少年鑑別所における鑑別には，①家庭裁判所の請求に基づいて行う場

合（少年の身柄を収容して行う 「収容鑑別」 と在宅のままで行う 「在宅

鑑別」の2種類がある｡)，②法務省関係の機関である検察庁，少年院

地方更生保護委員会及び保護観察所の長からの依頼による場合(｢依頼鑑

別｣。少年院在院者の処遇の資料とする場合や,収容継続の際の再鑑別及

び保護観察の処遇資料とする場合等がある｡)，③一般市民，公私の団体

等から少年の資質の鑑別を求められたときに応じる場合（｢一般鑑別｣。
少年院法16の2）の3種類がある。
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4少年鑑別所における処遇

（1） 少年鑑別所に収容する事由等

少年鑑別所は，少年法'7条1項2号の規定にまり送致された者を収

容するとともに，家庭裁判所の行う少年に対する調査及び審判並びに

保護処分の執行に資ずるため》医学,心理学;教育事社会学その他

の専門的知識に基づいて，少年の資質の鰯1を行う施設とされている

（少年院法16)。 ・

少年が少年鑑別所に収容されるめぱ①観護措置②勾留に代わる

観護措置及び③勾留の3種類がある。すなわち, .①家庭裁判所におけ

る審判を行う‘ため必要があ;る場合に少年鑑別所送致という観護措置

決定がなされた場合.(少年法17｡I@)5 .②少年に対する勾留請求はや

むを得ない場合にしかできない(同法43Ⅲ)'芒どにか緬量み,:検察官

が，勾留の請求に代え,観護措置を請求し, :裁判官が観護措置決定を

した場合（同条Ij: n):及び③やむを得ない場合に勾留状を発付する

際,勾留場所を,留置施設や拘置所ではなく，少年鑑別所とした場合

（同法481, n)である。

少年鑑別所における観護措置による収容期間は,原則として2週間

以内であるが，特に必要があるときは家庭裁判所の決定によって，

原則として， 1回に限り，期間を更新し,原則として，通じて8週間

まで継続して収容でぎる(少年法i7m, Iv,m)。

②‘､処遇の内容 ，

少年鑑別所における処遇の大綱ば;少年鑑別所処遇規則(昭和24年
《

法務庁令第58号）に示されている。 ：:"

,処遇の基本原則は,少年を明るく静かな環境に置いて，安んじて審

判を受けられるようにするととも･に， ・そのあり．のままの姿を,とらえ

て，資質の十分な鑑別が行われるようにするところにある（同規則
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2)。

処遇内容は，少年鑑別所の設置目的に従い， 「観護」と「鑑別」に大

別される。 「観護」とは，観察し，保護すること，すなわち，観護措

置等の執行目的を達成するために，少年鑑別所において少年の身柄を

保全・保護するとともに，保安及び秩序を維持する作用をいう。 「鑑

別」 とは，少年の素質，経歴，環境及び人格並びにそれらの相互の関

係を明らかにし，少年の矯正に関し最良の方針を立てる目的をもって

(同規則17)，医学，精神医学，心理学，教育学，社会学等の知識及び

技術に基づいて，調査と判定を行うことにより （同規則18)，個々の

少年につき，その不良行為の原因を解明し，改善更生の方策を明らか

にすることをいう｡･鑑別のための調査は，面接，各種調査資料の収集

心理検査，精神医学的検査及び診察，身体状況の調査及び行動観察な

どによって行われる。

なお，少年は，男女を分隔して収容する（同規則10）ほか，分類処

遇の原則に基づき，なるべく性格，経歴，入所度数，年齢共犯関係，

審判の進行状況等を斜酌して，互いに居室を別にしなければならない

(同規則11)。

鑑別の流れを図示すると次図のとおりである。
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鑑別の流れ
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5少年鑑別所の収容状況

少年鑑別所の入所人員は,昭和60年以降平成7年まで漸減していたが，

平成8年に増加に転じ，平成15年に昭和45年以降最多を記録したが，そ

の後， 6年連続で減少し，平成21年における入所人員は1万4,559人（う

ち女子1,539人)である。その入所事由は,観護措置が86.0パーセントで，

勾留に代わる観護措置が9.8パーセントである。

鑑別受付人員の平成21年の総数は4万6j494人である。その内訳は，一

般鑑別が2万3骸619人，家庭裁判所からの収容鑑別及び在宅鑑別が1万

5,165人，保護観察所等からの依頼鑑別が7,710人である（少年矯正統計

年報による｡)。
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第一 2 回以降の鑑別面接 1 少年院の設置根拠及び組織

法務省に，少年院法1条の規定による少年院が置かれている（法務省

設置法81)。

少年院には，初等，中等，特別及び医療の4種類があり （少年院法2

I),それぞれ収容すべき少年について定められている（同条Ⅱ～V)。

少年院及びその分院の名称，位置及び内部組織は，法務省令で定めら

れており（法務省設置法10Ⅲ)，全国に51か所（うち，女子少年院9か所，

医療少年院4か所）が置かれている。なお，法務大臣は，少年院の所掌

事務を分掌させるため,所要の地に，少年院の分院を設けることができ，

平成22年4月1日現在分院1庁が設置されている。

少年院には院長及び次長以下，庶務課及び医務課並びに首席専門官が

置かれ，首席専門官が在院者の矯正教育を担当し，施設の規模に応じて

同専門官の下に2ないし4人の統括専門官が置かれている。
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I

なお，少年法56条3項により，懲役又は禁銅の言渡しを受けた16歳

未満の少年については，刑の執行の一態様として, 16歳に達するまで

の間，少年院に収容して矯正教育を行うことができる。

(2) 処遇の内容

少年院の矯正教育は，在院者を社会生活に適応させるため，その自

覚に訴え紀律ある生活のもとに，年齢心身の故障の有無，犯罪的傾

向の進度等に応じ，教科教育，職業補導，適当な訓練（生活指導等）

及び医療を受けさせる （少年院法4)。教科教育については，文部科

学大臣の勧告に従い，小学校から大学又は高等専門学校までの各教科

修了者には学校の卒業証書と同一の効力を有する修了証明書を発行

することができる（同法5）。

少年院における処遇の原則は， 「在院者の年齢及び心身の発達程度

を考慮して，明るい環境のもとに，紀律ある生活に親しませ，勤勉の

精神を養わせるなど，正常な経験を豊富に体得させ，その社会不適応

の原因を除去するとともに長所を助成し，心身ともに健全な少年の育

成を期して行わなければならない」 （少年院処遇規則1)。

在院者の処遇には5段階が設けられ(少年院法6，同処遇規則251),

その改善・進歩等の程度に応じて，順次に向上した取扱をし（少年院

法6，同処遇規則271),成績不良の場合には段階を下げることもあ

る（少年院法6， 同処遇規則27Ⅱ)。 〉

(3) 収容期間

少年院における収容期間については，成人の場合と異なり，少年審

判において決定されるわけではなく，在院者が原則として20歳となる

まで収容が可能であり （同法l1), また, 20歳未満であっても，少年

院の長が矯正の目的を達したと認めるときは，地方更生保護委員会に

対し，退院を許すべき旨の申出をしなければならないとされている

2少年院の設置目的

少年院は，家庭裁判所から保護処分として送致された者及び少年法56

条3項の規定により少年院において刑の執行を受ける者を収容し, これ

に矯正教育を授ける施設とされる （少年院法1)。

保護処分は，過去の犯罪行為についての責任を問い， これを処罰する

刑罰とは異なり，主として， 当該行為に現れた少年の犯罪的危険性に着

眼し， これを除去することにより少年の将来的保護を期するために行わ

れる教育的，治療的作用である。

なお，保護処分には,,少年院送致(少年法241@)のほか，保護観察

所の保護観察（同条項①）及び児童自立支援施設，児童養護施設への送

致（同条項②）があるが，保護観察所については次節で述べる。また，

児童自立支援施設とは「石良行為をなし，又はなすおそれのある児童及
び家庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を要する児童を入所

させ，又は保護者の下から通わせて, -個々の児童の状況に応じて必要な

指導を行い，その自立を支援し， あわせて退所した者について相談その

他の援助を行うことを目的とする施設｣をいい（児童福祉法44)，児童養

護施設とは｢保護者のない児童（原則として乳児を除く。)，虐待されて

いる児童その他環境上養護を要する児童を入所させて， これを養護し，

あわせて退所した者に対する相談その他の自立のための援助を行うこと

を目的とする施設」をいう （同法41条)。

3少年院における処遇

（1） 少年院への収容事由

少年院に少年が収容される場合として，家庭裁判所の少年院送致決

定による場合（少年法241@)のほか，①少年鑑別所送致の場合の仮

収容（同法17の4）及び②少年院若しくは少年鑑別所収容中の者の同

行途中における仮収容（少年院法17の2）の2種類がある。
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（同法12)。退院の許否は地方更生保護委員会が決定する（更生保護法

47, 46I)。

（4） 出院準備

出院に備えて，出院準備教育が行われる。少年が社会に復帰した場

合に非行の原因となった環境が改善されていなければ，再び非行を犯

す危険性が大きいため，帰住予定地の環境調整が行われる。

4少年院における収容状況

少年院における収容人員は，昭和59年から平成7年まで漸減していた

が，平成8年から増加に転じ，平成12年における収容者6,052人をピーク

に減少傾向にあり，平成21年における収容者は3,962人であった（平成22

年版犯罪白書157頁)。

平成21年における出院者は3,892人であるが,その99.4パーセントが仮

退院者であり，その平均在院期間は，長期処遇で396日間，一般短期処遇

で152日間特修短期処遇で80日間である（同白書165頁)。

なお，少年鑑別所及び少年院についての詳細は，犯罪白書，財団法人

矯正協会発行・法務省矯正研修所編「研修教材少年院法」等を参照。
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及び保護観察処分の決定を受けた少年若しくは少年院からの仮退院を許さ

れた者又は婦人補導院からの仮退院を許された者は,保護観察に付される。

この保護観察を行うのが，保護観察所である。犯罪者の改善・更生には民

間篤志家である保護司が重要な役割を果たしている。刑の執行を受け終

わった者や不起訴になって釈放された者等に対する更生緊急保護も重要な

仕事である。 さらに，保護局では，大赦，特赦，減刑等の恩赦に関する事

務も行っている。

第1 保護局関係機関の所掌事務，組織等

1 保護局

保護局においては，①恩赦に関する事項，②仮釈放，仮出場及び仮退

院，不定期刑の終了及び退院に関すること，③保護観察，更生緊急保護

及び刑事施設，少年院又は婦人補導院に収容中の者の環境調整に関する

こと，④保護司に関すること （大臣官房の所掌に属するものを除く。)，

⑤更生保護事業の助長及び監督に関すること，⑥民間における犯罪予防

活動の助長に関すること，⑦国際受刑者移送法25条2項の規定による共

助刑の執行の減軽又は免除に関すること，⑧第2号から前号までに掲げ

るもののほか，更生保護に関すること，⑨心神喪失等の状態で重大な他

害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律の規定による精神保健

観察その他の同法の対象者に対する地域社会における処遇並びに生活環

境の調査及び調整に関することをつかさどっている（法務省組織令7)。

保護局には，総務課，更生保護振興課及び観察課の3課が置かれ（同

組織令43)，各課の事務については,法務省組織令44条ないし46条に定め

られている。

2地方更生保護委員会

法務省に，更生保護法16条の事務をつかさどらせるため，地方更生保

第2節保護局関係機関

犯罪者が改善更生し，再犯しないことこそ，最も有効な犯罪予防の一つ

であることから，犯罪者や非行少年も立派に更生できるという人間に対す

る信頼感や可能性を基に，罪を犯した人の更生の援助をしたり，犯罪予防

のための様々な活動を行うことを更生保護という。

懲役や禁銅に処せられた受刑者については仮釈放が許されることがあ

る。この仮釈放等の許可や取消しを行うのが地方更生保護委員会である。

また，仮釈放を許された受刑者や保護観察付きの執行猶予判決を受けた者
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護委員会（以下，単に「地方委員会」という｡）が置かれ（法務省設置法

17),その名称，位置及び管轄区域は，政令で定められ（同条Ⅱ),関東

（さいたま市)，近畿（大阪市)，中部（名古屋市)，中国（広島市)，九州

（福岡市)，東北（仙台市)，北海道（札幌市）及び四国（高松市）の8か

所に置かれている（法務省組織令67)。

地方委員会は,仮釈放等の許可･取消し,不定期刑の執行を受け終わっ

たものとする処分，仮退院。退院の許可等に関する事務をつかさどって

いる（更生保護法16)。

地方委員会は， 3人以上15人以下の委員で組織する（同法17,同法施

行令6）合議体の機関である（同法21)。

地方委員会には，事務局が置かれ（同法20)，事務局には保護観察官が

置かれている（同法311)。

3保護観察所

法務省に，更生保護法29条及び心神喪失等の状態で重大な他害行為を

行った者の医療及び観察等に関する法律（以下「医療観察法」 という｡）

19条の事務をつかさどらせるため，保護観察所が置かれ（法務省設置法

15, 24I),その名称，位置及び管轄区域は，政令で定められ（同法24

Ⅱ)，全国50か所に置かれている（法務省組織令75．別表第三)。

保護観察所の事務を分掌させるため，八王子市，堺市及び北九州市に

保護観察所の支部が置かれている（保護観察所組織規則10・別表第五)。

保護観察所は，保護観察の実施，犯罪予防のための住民活動の促進等

の事務をつかさどっている（更生保護法29)。

保護観察所には，保護観察官（同法31I)及び社会復帰調整官（医療

観察拡20I)が置かれている。

4 中央更生保護審査会

法務省に，中央更生保護審査会が置かれており （法務省設置法5，更
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生保護法41),法務大臣に対し恩赦の実施について申出をすること，地

方委員会がした決定に対する審査・裁決を行うこと等に関する事務をつ

かさどっている（法務省設置法7，更生保護法4Ⅱ)。

中央更生保護審査会は，委員長及び委員4人で組織され（更生保護法

5），その服務規定，任免，会議の方式等は同法6条ないし14条に定めら

れている。
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更生保護の新たな基本的な法律として，従来の犯罪者予防更生法（昭

和24年法律第142号）及び執行猶予者保護観察法（昭和29年法律第58号）

を整理・統合して制定された更生保護法（平成19年法律第88号）が，平

成20年6月1日に全面施行された。

更生保護制度には，仮釈放等，保護観察，更生緊急保護等がある。

1 仮釈放等

（1） 仮釈放等が許される場合

仮釈放，仮出場，少年院からの仮退院及び婦人補導院からの仮退院

を合わせて仮釈放等という。仮釈放又は仮退院については，刑事施設

の長又は少年院の長若しくは婦人補導院の長の申出に基づいて，又は

職権で，地方委員会が審理の上,、決定でこれを許すこととされている

（同法34ないし39,売春防止法25I)。仮出場の場合を除き，仮釈放中

及び仮退院中の者は，保護観察に付される（更生保護法40,売春防止

法261)。

仮釈放を許すか否かに関する審理が行われ得るための要件は， 「懲

役又は禁銅に処せられた者に改俊（しゅん）の状があるときは，有期

刑についてはその刑期の3分の1を，無期刑については10年を経過し

た」ことである（刑法28)。少年受刑者については，①無期刑につい
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ては7年，②犯罪行為時18歳未満の者に無期刑をもって処断すべきと

きに10年以上15年以下の懲役又は禁銅刑を科した場合（少年法51Ⅱ）

は3年，③少年に対して長期3年以上の有期懲役又は禁銅をもって処

断すべきときにその刑の範囲内において長期と短期を定め･て言い渡

した場合（同法52）はその刑の短期の3分の1の期間を経過したこと

である（同法58)。

同様に，仮出場については， 「拘留に処せられた者」も「罰金又は科

料を完納することができないため留置された者」も， 「情状により，

いつでも」上記審理の対象となり得る（刑法30） とされ，また，仮退

院については，少年院の長が, ，｢在院者が処遇の最高段階に向上し，

仮に退院を許すのが相当であると認めるとき」である（少年院法12

Ⅱ)。

なお,婦人補導院からの仮退院につきう売春防止法25条参照のこと。

(2)仮釈放等の審理

刑事施設の長又は少年院の長は，懲役又は禁銅の刑の執行のため収

容している者が刑法28条又は少年法58条'1項に掲げる期間を経過し

たときは， これを地方委員会に通告しなければならない。 （更生保護

法33)。

地方委員会は，懲役又は禁銅の刑の執行のため収容している者若し

くは労役場に留置中の者について刑事施設の長から，又は在院者につ

いて少年院の長若しくは婦人補導院の長から,､仮釈放，仮出場又は少

年院からの仮退院及び婦人補導院からの仮退院の申出があった場合，

上記申出がない場合であっても必要があると認めるときは，仮釈放，

仮出場又は少年院からの仮退院及び婦人補導院からの仮退院を許す

旨の決定をするため， 3人の委員をもづて構成する合議体で審理を行

わなければならない（同法231, 42,売春防止法251V)｡合議体は，
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審理において必要があると認めるときは，審理の対象とされている者

(以下「審理対象者」という｡）との面接，関係人に対する質問のほか，

関係人を呼び出して行う審問，裁判所，検察官，刑事施設の長等に対

する記録,意見書等の提出を求める等の方法により，調査を行うこと

ができる（更生保護法251 ．Ⅲ, 12, 13,売春防止法25W)。

地方委員会は，仮釈放又は少年院からの仮退院を許すか否かに関す

る審理を行うに当たり，その構成員である委員をして，審理対象者と

面接させなければならない。ただし，審理対象者が重い疾病若しくは

傷害により面接を行うことが困難であると認められるとき又は法務

省令（犯罪をした者及び非行のある少年に対する社会内における処遇

に関する規則）で定める場合であって面接の必要がないと認められる

ときは， この限りではない（更生保護法371)｡

地方委員会は，上記審査を行うに当たり，同規則で定めるところに

より，審理対象者が刑を言い渡される理由となった犯罪により害を

被った者又はその法定代理人若しくは被害者が死亡した場合若しく

はその心身に重大な故障がある場合におけるその配偶者，直系の親族

若しくは兄弟姉妹から，審理対象者の仮釈放に関する意見及び被害に

関する．心情を述べたい旨の申出があったときには， 当該意見等を聴取

するものとする（更生保護法381, 42) とされている（意見等聴取制

度)。

また，地方委員会は，必要があると認められるときは，保護観察所

の長に対し，事項を定めて，審理対象者の生活環境の調整を行うこと

を求めることができる（同法37Ⅱ， 42，売春防止法25Ⅳ)。

仮釈放，仮出場，少年院からの仮退院及び婦人補導院からの仮退院

を許す処分は，いずれも，地方委員会の決定をもってすることとされ

ている（更生保護法391 , 41,売春防止法251)。
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仮釈放，少年院からの仮退院及び婦人補導院からの仮退院を許され

た者は，保護観察に付され， これらの者は，一般遵守事項（更生保護

法50）のほか,遵守すべき特別の事項(以下「特別遵守事項」という｡）

が定められたときは， これを遵守しなければならない（同法51I)。

仮釈放等の審理は，通常,仮釈放等を許す旨の決定をし，又はこれ

をしない旨の判断をすることにより終結する（同規則32I)。

(3)仮釈放の取消し・少年院への戻し収容・婦人補導院からの仮退院の

取消し

仮釈放中の者が再犯を犯したりした場合には，仮釈放が取り消され

ることがあり，少年院からの仮退院を許されて保護観察に付されてい

る者（以下「少年院仮退院者」という｡）が遵守事項を遵守しなかっ

た場合には，少年院に戻して収容されることがある。

さらに，婦人補導院からの仮退院を許されて保護観察に付されてい

る者（以下「婦人補導院仮退院者」 という。）が遵守事項を遵守しな

かった場合に，仮退院を取り消されることがある。

まず，仮釈放中の者については，①仮釈放中に更に罪を犯し，罰金

以上の刑に処せられたとき，②仮釈放前に犯した他の罪について罰金

以上の刑に処せられたとき，③仮釈放前に他の罪について罰金以上の

刑に処せられた者に対し，その刑の執行をすべきとき，④仮釈放中に

遵守すべき事項を遵守しなかったときには，仮釈放の処分を取り消す

ことができる（刑法291)・刑法29条1項による仮釈放の取消しは，

仮釈放者に対する保護観察をつかさどる保護観察所の所在地を管轄

する地方委員会が決定をもってする（更生保護法75I)。刑法29条1

項4号に該当することを理由とする仮釈放の取消しの決定は， :保護観

察所の長の申出によらなければならない（更生保護法75Ⅱ)。

地方委員会は，保護観察所の長の申出により，少年院仮退院者が道
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守事項を遵守しなかったと認めるときは，当該少年院仮退院者を少年

院に送致した家庭裁判所に対し， これを少年院に戻して収容する旨の

決定の申請をすることができる（同法721)｡

この保護観察所の長の申出は， 当該遵守事項を遵守しなかったこと

の情状，保護観察の実施状況等を考慮し’少年院に戻して処遇を行う

ことが必要かつ相当と認めるときにするものとされている。ただし，

23歳に達している少年院仮退院者については’その精神に著しい故障

があり公共の福祉のため少年院から退院させるに不適当であると認

めるときに限る（同規則85)。

地方委員会からの申請を受けた家庭裁判所は， 当該申請に係る少年

院仮退院者について，相当と認めるときは， これを少年院に戻して収

容する旨の決定をすることができる（同法721)｡

また，地方委員会は，保護観察所の長の申出により，婦人補導院仮

退院者が遵守事項を遵守しなかったと認めるときは，決定をもって,

仮退院を取り消すことができる（売春防止法271)。

この保護観察所の長の申出は， 当該遵守事項を遵守しなかったこと

の情状，保護観察の実施状況等を考慮し，再び婦人補導院に収容して

処遇を行うことが必要かつ相当と認めるときにするものとされてい

る（同規則106)。

2保護観察

（1） 保護観察に付される場合

保護観察の実施は，犯罪をした者及び非行のある少年に対し，社会

内において適切な処遇を行うことにより，再び犯罪をすることを防

ぎ!，又はその非行をなくし， これらの者が善良な社会の一員として自

立し, ､改善更生することを助ける（更生保護法1）ことの中心となる

ものである。

！



136第1章矯正・保護･入管関係

保護観察に付されるのは

①家庭裁判所の決定で保護観察所の保護観察に付する保護処分を受

けた少年（以下「保護観察処分少年」という。同法48①）

②少年院からの仮退院を許されて保護観察に付されている者（同法

48②）

③仮釈放を許されて保護観察に付されている者（同法48③）

④裁判所で刑の執行猶予の言渡しを受けてその期間中保護観察に付

された者（以下「保護観察付執行猶予者」という。同法48④，刑法

25の21)

⑤婦人補導院からの仮退院を許されて保護観察に付されている者

（売春防止法26）

の5種類（以下「保護観察対象者」という｡）であり，実務上，それぞ

れを1号ないし5号観察とも呼ぶ。

保護観察期間については,①の者は原則として20歳に達するまで(更

生保護法66, 68Ⅲ)，③の者は原則としてその刑の終期まで（同法44）

など，それぞれ，一定期間保護観察を受けることになる。

(2)保護観察の目的・内容等

保護観察は，保護観察対象者の再犯を防ぎ，非行をなくし，?その改

善更生を図ることを目的として，指導監督及び補導援護を行うことに

より実施される（更生保護法491)。

保護観察における「指導監督」は，①面接その他の適当な方法によ

り保護観察対象者と接触を保ち，その行状を把握すること,②保護観

察対象者が一般遵守事項及び特別遵守事項を遵守し，並びに生活行動

指針に即して生活し，及び行動するよう，必要な指示その他の措置を

とること，③特定の犯罪的傾向を改善するための専門的処遇を実施す

ることによって行うものとする（同法571)｡
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また，保護観察における｡ 「補導援護」は，保護観察対象者が自立し

た生活を営むことができるようにするため，その自助の責任を踏まえ

つつ，①適切な住居その他の宿泊場所を得ること及び当該宿泊場所に

帰住することを助けること，②医療及び療養を受けることを助けるこ

と，③職業を補導し，及び就職を助けること，④教養訓練の手段を得

ること，⑤生活環境を改善し，⑥社会生活に適応させるために必要な

生活指導を行うこと並びに⑦その他保護観察対象者が健全な社会生

活を営むために必要な助言その他の措置をすることによって行うも

のとされる（同法58)。

保護観察対象者が遵守すべき事項には，一般遵守事項と特別遵守事

項とがある。

一般遵守事項は，すべての保護観察対象者が遵守すべき事項であっ

て，その内容は法定されており （同法50)，原則として保護観察期間

を通じて遵守しなければならないものである。

特別遵守事項は，保護観察対象者ごとに定めるものであって，一定

の類型に当たる事項のうち， 当該保護観察対象者の改善更生のために

特に必要と認められるものを， これが遵守されなかった場合には，仮

釈放の取消し・刑の執行猶予の取消しなどの不良措置がとられること

を踏まえて，具体的に定めるものである（同法5')｡-特別遵守事項は，

必要がなければ定めなくともよく，保護観察の開始後に設定又は変更

することが可能である（同法52)。必要がなくなった特別遵守事項は

取り消さなければならない（同法53)。

特別遵守事項として更生保護法51条2項4号に規定する「医学，心

理学，教育学，社会学その他の専門的知識に基づく特定の犯罪的傾向

を改善するための体系化された手順による処遇として法務大臣が定

める」ものは，①性犯罪者処遇プログラム，②覚せい剤事犯者処遇プ
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ログラム，③暴力防止プログラム，④飲酒運転防止プログラムの4種

がある。

これらの専門的処遇プログラムは，仮釈放者及び保護観察付執行猶

予者のうち， 「性犯罪」の類型に認定された者（男性に限る)，覚せい

剤の自己使用により保護観察に付された者（保護観察付執行猶予者

は，規制薬物の使用を反復する傾向が強い者に限る｡)，暴力的犯罪を

繰り返す者に対し，その処遇を受けることが特別遵守事情として義務

づけられて実施されている。

(3)保護観察の期間・終了等

。1号観察の期間は,、保護観察処分の言渡しの日から原則として20歳

に達するまでである（同法66)。保護観察を継続する必要がなくなっ

たと認めるときは，保護観察を解除するものとされている（同法69)。

なお，保護観察処分少年の改善更生に資すると認めるときは，期間を

定めて保護観察を一時的に解除することができるが（同法70), これ

は1号観察を最終的に終結させるものでないから， 1号観察の期間に

は影響がない。

2号観察の期間は，少年院を仮退院した日から仮退院の期間が満了

するまでであり （同法42, 40)，通常は少年院仮退院者が20歳に達す

るまでである。少年院在院者が20歳を超えて収容を継続された場合

（少年院法111ただし書．Ⅳ･V), 23歳未満の少年院仮退院者が戻し

収容の決定により20歳を超えて少年院に収容されている場合（更生保

護法72Ⅱ)， 23歳に達している少年院仮退院者であって精神に著しい

故障がある者が戻し収容の決定を受けた場合（同法72Ⅲ）又は20歳以

上の保護観察処分少年が家庭裁判所への通告に基づき少年院送致の

決定を受けた場合(同法68Ⅲ）において， これらの者が少年院からの

仮退院を許されたときは，裁判所の定めた期間に達するまでが2号観
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察の期間となる。

また,少年院仮退院者について,保護観察を継続する必要がなくなっ

たと認めるとき （23歳を超える少年院仮退院者については，少年院法

11条5項に規定する事由に該当しなくなったと認めるときその他保

護観察を継続する必要がなくなったと認めるとき)，地方委員会の決

定により退院が許されると， 2号観察は終了する。

3号観察の期間は，仮釈放の期間と一致する（同法40)。保護観察を

停止された仮釈放者（同法771)は，地方委員会による停止の決定に

よってその進行を停止し（同法77V),その日から刑の時効が進行す

る。保護観察を停止された仮釈放者の所在が判明し，停止を解かれた

ときは，その決定があった時から刑期は進行を始め（同法77V),新

たに算出された刑期終了日までが3号観察の期間となる。

4号観察の期間は，刑の執行猶予期間と一致し，保護観察付執行猫

予の裁判確定の日から執行猶予の期間が満了するまでの間である（刑

法25の21)。なお, 4号観察は，保護観察の長の申出により，地方

委員会が仮に解除することができるが（同法25の2Ⅱ，更生保護法81

1),仮解除は保護観察を終結するものではないから, 4号観察の期

間には影響がない。

5号観察の期間は，補導処分の期間である6月 （売春防止法18）か

ら婦人補導院に収容された期間を除いた残期間である（同法261)。

5号観察にあっては，解除，仮解除等の制度は存しない。

(4) 保護観察の実施主体

保護観察は，保護観察対象者の住居地（住居がないか，又は明らか

でないときは，現住地又は明らかである最後の住居地若しくは所在

地）を管轄する保護観察所がつかさどり （更生保護法291 , 60),保

護観察において行う指導監督及び補導援護は，保護観察対象者の特

｡
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性， とるべき措置の内容その他の事情を勘案し，保護観察官又は保護

司をして行わせるものとされている（同法611)。

保護観察官は，医学，心理学，教育学，社会学その他の更生保護に

関する専門的知識に基づき，保護観察，調査，生活環境の調整その他

犯罪をした者及び非行のある少年の更生保護並びに犯罪の予防に関

する事務に従事する国家公務員である（同法31Ⅱ)。

保護司は，保護観察官で十分でないところを補い，地方委員会又は

保護観察所の長の指揮監督を受けて，それぞれ地方委員会又は保護観

察所の所掌事務に従事するものとされる（同法32)。保護観察官の定

員が1,289人(平成22年度)であるのに対し,保護司の定数は5万2,500

人以下とされ（保護司法2Ⅱ)，実人員は4万8,851人（平成22年1月

1日現在）であることからも，保護観察における保護司の果たす役割

の重要性がうかがえる。

保護司は，社会奉仕の精神をもって，犯罪をした者及び非行のある

少年の改善更生を助けるとともに，犯罪の予防のため世論の啓発に努

め, もって地域社会の浄化をはかり，個人及び公共の福祉に寄与する

ことをその使命としている（同法1)。

保護司は，法務大臣から委嘱された（同法3I)無給（同法11,I) ･

非常勤の国家公務員とされているが、その本質は，地域社会の代表と

して選ばれた民間篤志家である（同法21, 31①参照)。保護司は》

保護観察に付されている者と直接接触し,:その生活状況を把握した上

で，必要な生活指導を行うほか，家族関係,，就学｡､就業等の調整を図

るなどの活動を行っている（保護司の詳細については，後記第4， 1

を参照)。 ．

(5)保護観察の実施状況

保護観察事件係属件数は，平成8年からやや増加していたが，平成
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15年から減少傾向にあり，平成21年度の係属数ぱ4万6,094件である。

仮釈放者及び保護観察付執行猶予者{五ついて保護観察開始人員の推

移を見ると，仮駅放者については平成17年からやや減少傾向にあり，

保護観察付執行猶予者は平成13年から減少傾向にある。平成21年の仮

釈放者の保護観察開始人員は1万4,854人，保護観察付執行猶予者が

3,671人である（平成22年版犯罪白書72, 73頁)。

仮釈放者及び保護観察付執行猶予者について，平成21年における保

護観察期間を見てみると，仮釈放者では1年以内である者がほとんど

であり， 6月以内である者で7割以上を占めている｡ :保護観察付執行

猶予者でばほとんどが3年， 4年， 5年である（同白書74頁)。

また，少年の保護観察開始人員の推移を見ると，平成3年以降漸減

傾向にあり，平成21年の保護観察処分少年の開始人員は2万6,094人

であり，少年院仮退院者の保護観察開始人員は3,869人である（同白

書165頁)。

， なお，平成21年における専門的処遇プログラムによる処遇の開始人

員は,性犯罪者処遇プログラムが892人（仮釈放者597人，保護観察付

執行猶予者295人)，覚せい剤事犯者処遇プログラムが1,308人（同963

人， 345人)，暴力防止プログラムが249人（同149人， 100入）であっ

た（同白書77頁).

平成22年10月からは，飲酒運転防止プログラムによる処遇が開始さ

れている。

3 ．更生緊急保護

（1）更生緊急保護の意義

更生緊急保護とは,刑の執行終了者等が， 。｢刑事上の手続又は保護処

分による身体の拘束を解かれた後，親族からの援助を受けることがで

きず'若しくは公共の衛生福祉に関する機関その他の機関から医療，
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が， 自ら行い,又は更生保護事業法の規定により更生保護事業を営む

者その他の適当な者に委託して行う （同法85Ⅲ)。更生保護事業を営

む者とは，更生保護事業法の定めるところにより設立され’法務犬臣

の事業認可を受けた更生保護法人等である（更生保護事業法45)。

更生緊急保護は，その対象となる者の意思に反しない場合に限り’

行うものとされている（更生保護法85Ⅳ)。そのため』更生緊急保護

は，その対象となる者からの申出があり，保護観察所の長がその必要

があると認めたときに限り，行われる。 （同法861)｡

検察官，刑事施設の長又は少年院の長は，更生緊急保護の対象とな

る者について，刑事上の手続又は保護処分による身体の拘束を解く場

合において，必要があると認めるときは，その者に対し,:更生緊急保

護の制度及び申出の手続について教示しなければならない.<同法86

Ⅱ)。

更生緊急保護の期間は,その対象となる者が刑事上の手続又は保護

処分による身体の拘束を解かれた後6月を超えない範囲内において

行うものとされている。ただし，その者の改善更生を保護するため特

に必要があると認められるときは，更に6月を超えない範囲内におい

て， これを行うことができるとされている（同法85Ⅳ)。

4更生保護事業

（1）更生保護事業の種類

更生保護事業には，①継続保護事業，②一時保護事業及び③連絡助

成事業の3種類がある（更生保護事業法21)｡

継続保護事業とは，保護観察に付されている者，更生緊急保護の対

象者等であって，現に改善更生のための保護を必要としている者（以

下「被保護者jという。同法2V)を「更生保護施設に収容して，そ

の者に対し，宿泊場所を供与し，教養訓練，医療又は就職を助け！職
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宿泊，職業その他の保護を受けることができない場合又はこれらの援

助若しくは保護のみによっては改善更生することができないと認め

られる場合に，緊急に，その者に対し，金品を給与し，又は貸与し，

宿泊場所を供与し,宿泊場所への帰住,医療,療養,就職又は教養訓

練を助け，職業を補導し,,社会生活に適応.させるために必要な生活指

導を行い，生活環境の改善又は調整を図ること等により， ‘その者が進

んで法律を守る善良な社会の一員となること,を援護し〉その速やかな

改善更生を保護することをいう」 （更生保護法851)。

②：更生緊急保護の対象者

更生緊急保護を受け得る者は,汝の．とお'りである(同法851①～⑧)。

①．懲役，禁銅又は拘留の刑の執行を終わった者

：②懲役，禁銅又は拘留の刑の執行の免除を得た者

③懲役又は禁銅の刑の執行猶予の言渡しを受け，その裁判が確定す

るまでの者

④前号に掲げる者のほか，懲役又は禁銅の刑の執行猶予の言渡しを

受け，保護観察に付されなかった者

⑤訴追を必要としないため公訴を提起しない処分を受けた者

⑥罰金又は科料の言渡しを受けた者

⑦労役場から出場し，又は仮出場を許された者

⑧少年院から退院し，又は仮退院を許された者（保護観察に付され

ている者を除く。）

他に,売春防止法31条により， 「婦人補導院から退院した者及び補導

処分の執行を受け終わったものとされた者止も対象となる‘ゞ ,

(3) ・更生緊急保護の内容

・更生緊急保護は,その対象となる者の改善更生に必要な限度で，国

煮の責任において行うものとされ（更生保護法85Ⅱ)，保護観察所の長
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業を補導し,社会生活に適応させるために必要な生活指導を行い，生

活環境の改善又は調整を図る等その改善更生に必要な保護を行う事

業をいう｣． （同法2Ⅱ)。

一時保護事業とは，このような者に対し， 「宿泊場所への帰住，医療

又は就職を助け，金品を給与し,又は貸与し，生活の相談に応ずる等

その改善更生に必要な保護を行う事業をいう」 （同法2Ⅲ)｡：

連絡助成事業とは，継続保護事業，一時保護事業その他被保護者の

改善更生を助けることを目的とする事業に関する啓発，連絡,γ調整又

は助成を行う事業をいう （同法2Ⅳ)。

(2):更生保護事業の実施状況、

､･被保護者を宿泊させ，食事を給するほか，就職援助，生活指導等を

行う更生保護施設は，全国に104の施設があり （平成22年4月1日現

在)，更生保護法人により101施設が運営されているほか，社会福祉法

人，特別非営利活動法人及び社団法人により:；それぞれ1施設が運営

されている（同白書81頁)｡

平成21年における更生保護施設への新たな委託を開始した人員は，

6,380人であった。そのうち§仮釈放者は3,608人，刑の執行終了者は

834人であつ』た（同白書81頁)。

5 心神喪失者等医療観察制度

（1） 医療観察法の目的

医療観察法･(平成15年法律第110号）は,･平成17年7月15日に施行さ

れ，心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対し, ：その適切

な処遇を決するための手続等を定めることにより,継続的かつ適切な

医療並びにその確保のために必要な観察及び指導を行うこと．によっ

て,その病状の改善及びこれに伴う同様の行為の再発の防止を図り，

もってその社会復帰を促進することを目的としている（医療観察法
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1）。

(2) 医療観察制度における保護観察所の所掌事務

医療観察制度における保護観察所は

①生活環境の調査に関すること （同法38, ､53, 58， 63）

②生活環境の調整に関すること （同法101）

③精神保健観察の実施に関すること （同法106)

④関係機関相互間の連絡の確保に関すること （同法108）

⑤その他医療観察法により保護観察所の所掌に属せしめられた事務

の事務をつかさどる（法務省設置法241,医療観察法19)。

医療観察法に係る保護観察所の所掌事務を行うため必要があると認

めるときは，官公署，医療施設その他の公私の団体に照会をして，必

要な事項の報告を求めることができ（同法22)， また，その必要な限

度において，裁判所に対し，医療観察の対象者の身上に関する事項を

記載した書面，鑑定の経過及び結果を記載した書面その他の必要な資

料の提供を求めることができるとされている（同法23)。

③社会復帰調整官

医療観察制度の実施のため，保護観察所には，社会復帰調整官が置

かれることとなり （同法20I),社会復帰調整官は，精神障害者の保

健及び福祉その他の医療観察法に基づく対象者の処遇に関する専門

的知識に基づき，医療観察法に係る保護観察所の所掌事務に従事する

専門職であり，精神保健福祉士のほか，保健師，看護師，作業療養士

及び社会福祉士で精神障害者に関する業務経験を有する者等から任

用される国家公務員である（同法20m，同法施行令5)。なお，平成

22年度における社会復帰調整官の定員は， 112人である。

なお，医療観察法は，心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った

者に対し専門的知識に基づくより適切な処遇を行うことができるよ
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うにするため，保護観察所等関係機関の職員に専門的知識を有する人

材を確保し，その資質を向上させるよ．;う･に努めなければならな;いと.し

ている(同法113)。

(4)医撹観察法の対象者:~

医療観察法の対象となるのは

①公訴を提起しない処分において,｡}対象行為（放火§: ､強制わいせつ，

強姦，殺人，傷害，強盗等の罪に当たる行為をいい,これ!らの結果

的加重犯に当たる行為等, :他の罪名に当たる行為であってこれらの

罪に当たる行為を含むものを含む（同法2Ⅱ）｡）を行ったこと及び

心神喪失者又は心神耗弱者であることが認められた者 ．.．

②対象行為について,心神喪失を理由として無罪の確定裁判を受け

た者．

．③：対象行為･について,:心神耗弱を理由に刑を減軽する旨の確定裁判

（懲役又は禁銅の刑を言い渡し執行猶予の言い渡しをしない裁判で

あって，執行すべき刑期があるものを除く）を受けた者

のいずれかに該当する者である（同法2Ⅲ)。

(5) ．生活環境の調査 、

医療観察法の処遇事件は，裁判官1人と医師である精神保健審判員

1人の合議体で取り扱うとされており （同法111),･との合議体;によ

る裁判は，両者の意見の＝致したところに．よる（同法14)6また，裁

判所は，特に必要がないと認めるとき以外は，精神保健参与負‘(精神

保健福祉士その他の精神障害者の保健及び福祉に関する専門的知識

及び技術を有する者(同法15Ⅱ)､の意見を聴く:ため， これを審判に関

与させるものとされている（同法36)6 ．“

当初の審判は, ･検察官からの･地方裁判所に対する入院・通院の申立

てに基づき開始され, ．.この．申.立てを受けた地方裁判所の裁判官は，原
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則として，鑑定その他医療的観察のため，対象者を入院させる旨を命

じなければならない(鑑定入院命令，同法34I)。

鑑定入院の期間は，命令が執行された日から起算して2月を超える

ことができないが，裁判所は，必要があると認めるときは，通じて1

月を超えない範囲で，決定をもって，この期間を延長することができ

る（同法34Ⅲ)。医師が鑑定を行うに当たっては，精神障害の類型，

過去の病歴一現在及び対象行為を行った当時の病状，治療状況，病状

及び治療状況から予測される将来の症状，対象行為の内容,過去の他

害行為の有無及び内容並びに対象者の性格を考慮するものとされて

いる(同法37Ⅱ)。

裁判所は,保護観察所の長に対し,対象者の生活環境の調査を行い，

その結果を報告することを求めることができる（同法38, 53, 58, 63)。

また， この場合，裁判所は，保護観察所の長に対し，必要な事項を指

示しなければならないとともに，必要な資料を提供することができる

(同法審判規則581 ．Ⅲ, 76,82, :88)。

生活環境の調査は，個別具体的な事情に即して行うものであるが，

通常，社会復帰調整官による当該対象者やその家族との面接のほか,”

住居地への訪問，関係機関への照会（同法22）等により行う､。

裁判所が処遇の要否及び内容を判断するに当たっては，医学的知見

が極めて重要であることは当然であるが,対象者を取り巻く生活環境

に照らし医療の継続が確保されるか否か，同様の行為を行うことなく

社会復帰できるような状況にあるか否かといった，純粋な医学的事項

以外の事柄も考慮することが必要であると考えられるため，処遇の決

定においては，必ず「対象者の生活環境を考慮」すること･とされてお

_り （同法421 , 511 , 561 , 611),その考慮に際して，保護観察所

の長による生活環境の調査の結果は，重要な資料となる。
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裁判所は，医師の鑑定（同法37I.)を基礎とし，かつ，鑑定医の意

見及び対象者の生活環境を考慮し，医療観察法42条1項各号に掲げる

区分に従い

①医療を受けさせるために入院をさせる旨の決定

②入院によらない医療を受けさせる旨の決定一

③医療観察法による医療を行わない旨の決定

をしなければならない． O

なお，入院・通院の申立て以外の処遇事件において，裁判所は，審

判のため必要があると認めるときに医師に鑑定を命ずるこ.とができ

るとされている（同法52,57,62I)。

(6)生活環境の調整

審判において，医療観察を受けさせるために入院をさせる旨の決定

を受けた者（以下「入院対象者| という｡）は，厚生労働大臣が定め

る指定入院医療機関において：入院による医療を受けなければならな

い（同法431)。

厚生労働大臣は，入院対象者が医療を受けるべき指定入院医療機関

を定め, ．その名称及び所在地を,．当該入院決定をした地方裁判所の所

在地を管轄する保護観察所の長に通知しなければならない（同法43

m, 61W)。

保護観察所の長は，入院決定があったときは，入院対象者の社会復

帰の促進を図るため，入院対象者及びその家族等の相談に応じ，入院

対象者が，指定入院医療機関の管理者並びに都道府県及び市町村（特

別区を含む。以下同じ｡）による援助を受けることができるよう.あっ

せんする等の方法により， ､退院後の生活環境の調整を行わなければな

らない（同法101I)。

また，保護観察所の長は，援助が円滑かつ効果的に行われるよう，

第2編法務省の関係機関149

指定入院医療機関の管理者並びに入院対象者の居住地を管轄する都

道府県知事及び市区町村長に対し，必要な協力を求めることができる

(同法101Ⅱ)。

入院対象者の生活環境の調整を行う保護観察所の長は，生活環境の

調整を行.うに当たっては，入院対象者から退院後の生活に関する希望

を聴いた上で，調整計画を定め, ､調整の方針を記載した生活環境調整

計画書を作成するとともに，生活環境の調整の状況に応じ,§当該調整

計画について必要な見直しを行うこととされている（同法施行規則11

1)。

指定入院医療機関の管理者は，入院対象者について，入院を継続さ

せて医療観察法による医療を行う必要があると認めることができな

くなった場合は,保護観察所の長の意見を付して，直ちに，地方裁判

所に対し，退院の許可を申し立てなければならない（同法49I)。他

方，指定入院医療機関の管理者は，入院対象者について，入院を継続

､させて医療観察法による医療を行う必要があると認める場合は，保護

観察所の長の意見を付して， 当初の入院決定（同法4210),入院継

続の確認の決定（同法511O又は（再）入院決定（同法6110)が

あった日から起算して6月が経過する日までに，地方裁判所に対し，

入院継続の確認の申立てをしなければならない（同法49Ⅱ)。また，

入院対象者，その保護者又は付添人は，地方裁判所に対し，退院の許

可又は医療観察法による医療の終了の申立てをすることができる（同

法50)。

これらの申立てがあった場合，裁判所は，指定入院医療機関の管理

者の意見を基礎とし，かつ，入院対象者の生活環境を考慮するなどし

て，医療観察法51条1項各号の区分に従い ，

①退院の許可の申立て若しくは医療観察法による医療の終.了の申立
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てを棄却し，又は入院を継続すべきこ.とを確認する旨の決定（入院

継続の確認の決定等）

②退院を許可するとともに入院によらない医療を受けさせる旨の決

・定（退院許可決定）

③医療観察法による医療を終了する旨の決定（処遇終了決定）

、をしなければならない（同法511)｡;

(7) 精神保健観察の実施等

当初審判における通院決定（同法421@),又は入院後の退院許可決

定（同法511@)を受けた者（以下「通院対象者」 という｡）は，当

該決定による入院によらない医療観察を行う期間中，精神保健観察に

付される（同法106'1)。

精神保健観察に付する期間は， .通院決定又は退院許可決定があった

日から起算して3年間であるが,裁判所は,通じて2年を超えない範

囲で，期間を延長できる（同法44,51Ⅳ)｡

厚生労働大臣は,通院対象者が医療を受けるべき指定通院医療機関

を定め，その名称及び所在地を， 当該通院決定をした地方裁判所の所

在地を管轄する保護観察所の長に通知しなければならない（同法43

m)。

精神保健観察は

①通院対象者と適当厳接触を保ち，指定通院機関の管理者並びに都

道府県知事及び市町村長から報告を求めるなどして，通院対象者が

必要な医療を受けているか否か及びその生活の状況を見守ること

②継続的な医療を受けさせるために必要な指導その他の措置を講ず

ること

の方法によって実施すると;されている（同法106Ⅱ)。

通院対象者は，速やかに,そ‘の居住地を管轄する保護観察所の長に
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当該居住地を届け出るほか，①一定の住居に居住すること，②住居を

移転し》又は長期の旅行をするときは,:あらかじめ，保護観察所の長

に届け出ることを守らなければならない（同法107)。

保護観察所の長は，通院決定又は退院許可決定があったときは，指

定通院医療機関の管理者並びに都道府県知事及び市町村長と協議の

上，その処遇に関する実施計画を定めなければならないとされ（同法

104Ⅱ)，また，通院対象者の処遇の状況等に応じ，指定通院医療機関

の管理者並びに都道府県知事及び市町村長と協議の上，処遇の実施計

画について必要な見直しを行うこととされている（同法104Ⅲ)。

通院決定又は退院許可決定があった場合における医療，精神保健観

察及び援助は，処遇の実施計画に基づいて行わなければならず（同法

105)，保護観察所の長は，処遇の実施状況を常に把握し， 当該実施計

画に関する関係機関相互間の緊密な連携の確保に努めなければなら

ないとともに，当該実施計画に基づく適正かつ円滑な処遇を確保する

ため必要があると認めるときは，指定通院医療機関の管理者並びに都

道府県知事及び市町村長に対し，必要な協力を求めることができる

(同法108)。

保護観察所の長は，通院対象者が，親族又は公共の衛生福祉その他

の施設から必要な保護を受けることができないために，現に，その生

活の維持に著しい支障を生じている場合には，通院対象者に対し，金

品を給与.し，又は貸与する等の緊急の保護を行うことができるとされ

ている（同法112I)。

指定通院医療機関の管理者は，通院対象者について，①医療観察法

による医療を行う必要があると認めることができなくなったとき，②

入院させて医療観察法による医療を行う必要があると認めるに至っ

たときは，直ちに，また，③入院によらない医療を行う期間を延長し
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て医療観察法による医療を行う必要があると認める場合も, ｡保護観察

所の長に対し，その旨を通知しなければなら,ない（同法110)｡:i

保護観察所の長は，通院対象者について，医療観察法による医療を

受けさせる必要があると認めること』ができなくなった場合はb直ち

・に，地方裁判所に対し, ：医療観察法による医療の終萌の申立てをしな

：ければならないとされ．(同法54I)》 ;他方, ､通院対象者について，入

院によらない医療を行:う期間を延長しで医療観察法による医療を受

けさせる必要があると認める場合は,指定通院機関の管理者と,協議の

上，その意見を付して,;当該期間が満了する日までに，地方裁判所に

対し, 当該期間の延長の申立てをしなけ,れぱならないとさ.れ:ている

（同法54Ⅲ)｡ :なお，通院対象者,その保護者又は付添人も’地方裁判

所に対し，医療観察法による医療の終了の申立てをすることができる

（同法55)。

裁判所は，処遇終了又は通院期間延長の申立てがあった場合，指定

通院医療機関の管理者の意見を基礎とし, :かつ，通院対象者の生活環

境を考慮するなどして,,：医療観察56条1項各号の区分に従い

①処遇終了の申立てを棄却し，又は通院期間を延長する旨の決定

②医療観察法による医療を終了する旨の決定

をしなければならない:(同法541)d

保護観察所の長は，通院対象者について,入院をさせて医療観察法

による医療を受けさせる必要があると認めるに至った場合は,指定通

院医療機関の管理者と協議の上，その意見を付して，地方裁判所に対

し,Ⅷ入院の申立てをしなければならない:(同法59I)。 ｡また, :通院対

象者が，入院によらない医療を受ける義務に違反し又.は守るべき事項

を守らず，そのため継続的な医療を行うことが確保できないと認める

場合も;#指定通院医療機関の管理者と協議の上，その意見を付して，
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地方裁判所に対し，入院の申立てをしなければならないが，緊急を要

するときは， 当該協議を行わず，又は当該意見を付さないことができ

る（同法59Ⅱ)。

入院の申立てを受けた地方裁判所の裁判官は,必要があると認める

ときは,鑑定その他医療的観察のため，：当該対象者を鑑定入院させる

旨を命ずることができるが， この命令による入院の期間は， 当該命令

が執行された日から起算して1月を超えることができない。ただし，

裁判所は，必要があると認めるときは,通じて1月を超えない範囲で，

決定をもって， この期間を延長することができる（同法60I ．Ⅲ)。

裁判所は’保護観察所の長による（再）入院の申立てがあった場合

は,指定通院医療機関の管理者の意見を基礎とし，かつ，通院対象者

の生活環境を考慮するなどして，医療観察法61条1項各号の区分に従

い

①医療を受けさせるために入院をさせる旨の決定

②申立てを棄却する旨の決定

③医療観察法による医療を終了する旨の決定

をしなければならない（同法611)。

なお，裁判所は， 申立てを棄却する旨の決定をする場合において，

必要があると認めるときは，通院期間を延長する旨の決定をすること

ができる（同法61Ⅲ)。

(副関係機関相互間の連携の確保

保護観察所の長は，地域社会における処遇が’処遇の実施計画に基

づいて適正かつ円滑に実施されるよう，あらかじめ指定通院医療機関

の管理者並びに都道府県知事及び市町村長との間において必要な情

報交換を行うなどして協力体制を整備するとともに，処遇の実施状況

を常に把握し，当該実施計画に関する関係機関相互間の緊密な連携の
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確保に努めなければならないとされている （同法108I)。

地域社会における処遇が円滑に実施されるためには,国レベル（法

務省，厚生労働省等）の連携，地域レベルの関係機関（地方厚生局，

指定医療機関保護観察所，都道府県･市町村,障害福祉サービス事

業者等）相互の連携をそれぞれ確保するとと.もに，各関係機関の役割

の明確化を図ることが必要である。

保護観察所の長は,個人又は民間の団体が通院対象者の処遇の円滑

な実施のため自発的に行う活動を促進するとともに， これら個人又は

民間の団体との連携協力の下，通院対象者の円滑な社会復帰に対する

地域住民等の理解と協力を得るよう努めなければならないとされて

いる（同法109)。

(9) 検察官・検察事務官の関与

前述のとおり，医療観察法の手続は，検察官の審判申立てから始ま

るものであり，検察官及び検察事務官は,手続の終了に至るまで，深

く関与する。

検察官は，被疑者が対象行為を行ったこと及び心神喪失者若しくは

心神耗弱者であることを認めて公訴を提起しない処分をしたとき，又

は心神喪失による無罪あるいは心神耗弱による執行猶予付きの懲

役・禁鋼の確定裁判があったときは，原則として，地方裁判所に対し，

審判の申立てをしなければならない（同法33)"

裁判所は，対象者に対し，呼び出:し状を発ずることができ､対象者

が呼び出しに正当な理由なく応じないおそれがあるとき等は,同行状

を発することができる(同法26)．検察官は必要に応じて同行状の発

付の申し出（裁判官の職権発動を求める）をする。裁判所は，同行状

の執行を検察官に嘱託することができ，検察官は，嘱託を受けたとき

， :は,検察事務官を指揮し, 『検察事務官が同行状を執行する（同法28)。
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鑑定入院命令のための告知・聴聞手続として，同行状により，対象省

を引致先の裁判所に引致する場合がある。

裁判官は，鑑定入院命令の執行を検察官に嘱託し（同法34Ⅳ)，検察

官は，検察事務官を指揮するなどしてこれを執行する。

審判の申立てをした検察官は,意見を述べ,必要な資料を提出し(I司

法25)，審判期日に出席しなければならない（同法39I)。

裁判所は，審判に際し，対象者に出頭命令をすることができ，検察

官に対し，その護送を嘱託できる（同法29Ⅱ）が， この場合，検察官

は,検察事務官を指揮し，検察事務官が対象者を護送することとなる。

裁判所は，審判の結果，入院決定等の終局決定を行う （同法61）が，

検察官は，裁判所の終局決定に関する抗告権を有しており，入院決定

に対しても，決定に影響を及ぼす法令の違反又は重大な事実の誤認を

理由として抗告をすることができる（同法64I)。

裁判所による入院決定は,確定を待つことなく執行することとされ，

厚生労働省の職員が対象者を当該指定入院医療機関へ搬送すること

とされているので（同法45)，原則として検察官が入院決定の執行に

関与することはないが，裁判所は，対象者（鑑定入院期間の満了によ

り退院している対象者の場合が考えられる｡）を呼び出すことができ，

対象者が正当な理由なく呼び出しに応じないおそれがあるとき等は，

|司行状を発し，検察官にその執行を嘱託することができるので（同条

mないしVI,同法28),検察官に対する同行状の執行嘱託があった場

合には，検察官の指揮により，検察事務官が同行状を執行し，対象者

を裁判所へ同行することもあり得る。

このように，医療観察法の手続に際しては，検察官の申立て，審理

への立会のほか，対象者の身柄の措置の問題があり，検察官・検察事

務官は，裁判所，医療機関，警察，医療関係者らの関係諸機関と密接
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に連絡・調整をする必要がある｡

6犯罪予防活動

保護観察所のつかさどる事務には,前記の保護観察の実施のほか， 「犯

罪の予防を図るため,世論を啓発し，社会環境の改善に努め，及び地域

住民の活動を促進すること」がある（更生保護法29②)。これを犯罪予防

活動という。

更生保護における犯罪予防活動の特色としては，①保護観察，更生緊

急保護など犯罪をした者に対する社会内処遇を実施している立場から，

その専門的知識・技術と処遇経験を生かした活動であること，②犯罪発

生の原因に直接働きかけるというよりは，むしろ犯罪抑止力となる社会

的諸条件の強化・促進に焦点をおいた活動であること，③犯罪をした者

の改善更生や社会復帰に対する地域社会の関心・理解を深め,地域社会

が犯罪・非行の前歴者を排斥することなく地域社会の一員として受け入

れ，その更生を援助するに至ることを指向する活動であること，が挙げ

られよう。

具体的な活動としては,講演会，非行問題を話し合う住民のミ二集会，

青少年非行相談,親子ふれあい行事など,住民が参加する様々な行事や，

保護観察所，保護司会，中学校による地域問題の協議会の開催等の中学

校との連携強化のための取組が行われている｡.また,犯罪予防活動を目

的として全国的規模で組織的に行われている活動に“社会を明るくする

運動，がある。 “社会を明るくする運動？は1年を通じての運動であり，

法務省が主唱し, ､中央，都道府県及び市区町村等を単位として，運動の

趣旨に賛同した機関・団体が実施委員会を構成し，各地域の実情に応じ

た活動を企画･実施しており,7月が強調月間とされている。

また,保護司の使命については既に述べたとおり， 「犯罪の予防のため

世論の啓発に努め， もって地域社会の浄化をはかり，個人及び公共の福
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祉に寄与することjが含まれている〈保護司法1)。

7恩赦（個別恩赦）

恩赦には，大赦，特赦，減刑，刑の執行の免除及び復権がある（恩赦

法1）。

大赦は，政令で罪の種類を定めて行う 〈同法2） とされ，その政令に

特別の定めのある場合を除いては，①「有罪の言渡を受けた者について

は，その言渡は，効力を失」い，②「まだ有罪の言渡を受けない者につ

いては，公訴権は，消滅する｡」 という効力を有する（同法3)。

特赦は， 「有罪の言渡を受けた特定の者に対して」行う（同法4）とさ

れ， 「有罪の言渡の効力を失わせる」 （同法5)。

・ ・減刑は， 「刑の言渡を受けた者に対して政令で罪若しくは刑の種類を

定めてこれを行い,又は刑の言渡を受けた特定の者に対してこれを行う」

（同法6）とされ，①「政令による減刑は，その政令に特別の定めのある

場合を除いては，刑を減軽」 し，②「特定の者に対する減刑は，刑を減

軽し，又は刑の執行を減軽_I し，③「刑の執行猶予の言渡を受けてまだ

猶予の期間を経過しない者に対しては，前項の規定にかかわらず，刑を

減軽する減刑のみを行い， また， これとともに猶予の期間を短縮するこ

とができる」 （同法7）。

刑の執行の免除は， 「刑の言渡を受けた特定の者に対してこれを行う」

が， 「刑の執行猶予の言渡を受けてまだ猶予の期間を経過しない者に対

してはこれを行わない」 とされる（同法8)。

復権は， 「有罪の言渡を受けたため法令の定めるところにより資格を

喪失し，又は停止された者に対して政令で要件を定めて行い，又は特定

の者に対してこれを行うjが， 「刑の執行を終わらない者又は執行の免除

を得ない者に対しては， これを行わない」 とされる（同法9)。復権は，

「資格を回復する」効力があり， 「特定の資格についてこれを行うことが
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できる』 とされる （同法10)。

特赦，特定の者に対する減刑，刑の執行の免除及び特定の者に対する

復権は， 中央更生保護審査会の申出があった者に対して行うものとされ

る （同法12)。

中央更生保護審査会は，前記のとおり，法務省に置かれ（法務省設置

法51更生保護法41) ,法務大臣に対し，特赦，特定の者に対する減刑，

刑の執行の免除又は特定の者に対する復権の実施について申出をする権

限を有し,その権限に関する事務をつかさどっている（法務省設置法7，

更生保護法4Ⅱ①)。
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護婦人会から組織化が進み，昭和39年に全国更生保護婦人協議会が発足

し,旧召和44年に全国更生保護婦人輝明と改称され，平成15年に日本更生

保護女性連盟と改称して今日に至っている。

同連盟の最小活動単位が地区会であるが，平成22年4月1日現在の地

区会数は1,310,会員数は18万5, 176人である。

3 BBS会

BBS (BigBrothersandSisters)会とは，非行少年の良い友達

になり，兄・姉の立場に立って，その立ち直りを援助するともだち活動

等の活動を行う青年のボランティア団体である｡相互の連絡協議のため，

日本BBS連盟が全国組織として結成されている。

平成22年4月1日現在，市町村等の地域単位で結成されている地区B

BS会の数は489,会員数は約4,469人である。

4協力雇用主

協力雇用主とは，犯罪・非行の前歴等のため定職に就くことが容易で

ない保護観察又は更生緊急保護の対象者を，その事情を理解した上で雇

用し，改善更生に協力しようとする民間の事業主である。保護観察所で

は，保護司会，更生保護法人，更生保護女性会等の更生保護関係団体等

から協力を得るなどして，協力雇用主の拡大に努めている。平成22年4

月1日現在，協力雇用主の数は，個人及び法人を合わせて8,549であり，

その業種別内訳は,建設業48.9パーセント，製造業15.7パーセント,サー

ビス業8.9パーセン1､が主なものである（平成22年版犯罪白書84頁)。
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第4民間の協力

更生保護には民間の協力が不可欠であるところ,前述の保護司を始め，

下記のような団体が活躍・貢献している。

1 保護司

保護司は，全国を883 （平成22年4月1日現在）に分けて定められた保

護区のいずれかに属し(保護司法21),保護区に対応して保護司会が組

織され，次に， これらが連合して都道府県ごとに保護司会連合会が組織

されている。 これらの保護司組織は，全くの任意団体として組織されて

いた地区保護司会等が，平成10年5月20日成立した保護司法の一部を改

正する法律により法定化されたものである。同法律により，保護司の職

務の遂行に関する規定が整備されるとともに，地方公共団体の保護司及

び保護司組織に対する協力規定が新設され，従来の協力関係を維持．発

展させることが期待されている。

2更生保護女性会

更生保護女性会とは，女性の立場から更生保護に協力することを目的

とするボランティア団体である。市区町村等の地域を単位とした更生保
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外事事件，特に出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」という。）違

反事件においては，入国管理局との連絡協力が不可欠な場合が多い。 畠.
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(3) 入国者収容所等

法務省に，入管法の規定により退去を強制される者を一時収容する

機関として,入国者収容所を置くとされ（法務省設置法8, 131),

入国者収容所大村入国管理センター（大村市)，入国者収容所東日本

入国管理センター（牛久市）及び入国者収容所西日本入国管理セン

ター（茨木市）の3か所に入国者収容所が置かれている（法務省設置

法13Ⅱ，入国者収容所組織規則別表)。

各入国者収容所では，退去強制令書が発付され送還待ちの外国人の

ほか，摘発により身体を拘束されたり，又は自ら出頭した外国人など

退去強制手続中の者も一時的に収容されている（入管法42Ⅱ)。

各入国者収容所には,総務課,経理課及び診療室が置かれている（入

国者収容所組織規則3)。

第1 入国管理局関係機関の所掌事務，組織等

1 入国管理局の所掌事務

入国管理局においては，①日本人の出国及び帰国並びに外国人の入国

及び出国の管理に関すること，②本邦における外国人の在留に関するこ

と，③難民の認定に関すること，④外国人の登録に関することをつかさ

どっている（法務省組織令9)。

2入国管理局の組織

（1） 内部部局

入国管理局には，総務課，入国在留課，審判課及び警備課の4課並

びに登録管理官1人が置かれており （同令51)，各課等の事務につい

ては，法務省組織令52条ないし56条に定められている。

（2）地方支分部局

法務省設置法4条32号から34号所定の事務「日本人の出国及び帰国

並びに外国人の入国及び出国の管理に関すること，本邦における外国

人の在留に関すること,難民の認定に関すること｣を分掌させるた感，

地方入国管理局が置かれ（法務省設置法211),東京都，大阪市，名

古屋市，広島市，福岡市，仙台市,札幌市及び高松市の8か所に地方

入国管理局が置かれている（法務省組織令72)。法務大臣は，地方入

国管理局の所掌事務を分掌させるため，所要の地に，地方入国管理局

の支局を， また，地方入国管理局又はその支局の所掌事務を分掌させ

るため，所要の地に，地方入国管理局又はその支局の出張所を，それ

ぞれ置くことができ（法務省設置法221, 231),羽田空港,横浜，

成田空港，関西空港，中部空港,神戸及び那覇の7か所に各支局が（法

務省組織令74・別表第二)，全国61か所に出張所が置かれている（地

方入国管理局組織規則18,別表)。

’

第2入国管理局の職員

入国者収容所及び地方入国管理局には,入国審査官(入管法61の3I)

及び入国警備官（同法61の3の2I)が置かれている。

入国審査官は，①上陸及び退去強制についての審査及び口頭審理並び

に出頭命令についての審査を行うこと，②入管法22条の4第2項の規定

による意見の聴取を行うこと，③収容令書又は退去強制令書を発付する

こと，④収容令書又は退去強制令書の発付を受けて収容されている者を

仮放免すること，⑤同法55条の3第1項の規定による出国命令を出すこ

と及び⑥同法59条の2第1項及び第61条の2の14第1項に規定する事実

の調査を行うことの6種類の事務を行うこととされている（同法6]の3

Ⅱ)。 ’

入国警備官は，①入国，上陸又は在留に関する違反事件を嗣査するこ

と，②収容令書及び退去強制令書を執行するため，その執行を受ける者
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を収容し，護送し，及び送還すること，③入国者収容所，収容場その他

の施設を警備することの3種類の事務を行うこととされている（同法61

の3の2Ⅱ)。

入国警備官の階級は，警備監，警備長，警備士長，警備士；警備士補，

警守長及び蕃守である（同条V,入国警備官階級令)。

そのほかの入国管理局関係機関の職員としては，一般的事務に従事す

る法務事務官及び医療等に従事する法務技官がある。

第3 入国管理局の業務
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2外国人の在留資格に関する審査

在留外国人は，入国審査官が上陸の際に与えた在留資格（同法2の2

I ･m,別表第-)に対応する活動以外の就労活動を行ってはならず（同

法191), また，在留期間（同法2の2Ⅲ，同法施行規則3,別表第二）

を超えて本邦に残留してはならない（同法24④イ，ロ)。外国人が，在留

中に，資格外活動（同法19Ⅱ)，在留資格の変更（同法20)，在留期間の

、更新(同法21)，再入国(同法26)などの許可を受けようとする場合には，

地方入国管理局で所定の手続を行わなければならない。

3外国人の退去強制

外国人の一部には，不法に日本に入国したり，与えられた在留期間を

超えて日本に滞在する者もいる。このような外国人を強制的に国外に退

去させ（同法24， 52， 53)，我が国の安全や利益が害されるのを防ぐこと

も入国管理局の仕事である。

平成21年に，不法残留，無許可資格外活動，不法入国，不法上陸等の

理由で，送還された外国人の数は， 3万2,661人であった。なお，外国人

の不法残留者は，平成5年に過去最多の29万8,646人（推計値）を記録し

た後，徐々に減少し，平成22年1月1日現在で， 9万1,778人（推計値）

となっている（平成22年犯罪白書94頁)。

刑事手続上の被疑者である外国人は，退去強制を受けることが多いの

で，刑事手続を進める上で，退去強制手続との関係についても留意する

必要がある場合が多い。

4難民の認定

法務大臣は，本邦にある外国人から所定の手続により申請があったと

きは，その提出した資料に基づき，その者が難民である旨の認定を行う

ことができる（同法61の2，同法施行規則55)。

難民とは，難民の地位に関する条約（以下「難民条約」という。） 1条
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入国管理局の業務は，前記所掌事務に応じ，次の五つに大別される。

1 出入国に関する審査

外国人が入国する場合，出入国港（入管法2⑧，同法施行規則1，別

表）において，入国審査官が，その旅券及び査証の有効性等について審

査し(入管法7),場合によっては入国を拒否ずる(入管法5, 7I各号，

10Ⅸ， 11Ⅵ)。

また，外国人が出国し，又は日本人が出国若しくは帰国する場合は，

入国審査官からその確認を受けなければならない(外国人につき同法25,

同法施行規則27．日本人につき同法60, 61,同法施行規則53, 54)。なお，

外国人， 日本人ともに出国の確認を受けずに出国した場合には，不法出

国等の罪として刑罰が科される（同法71)。

近年の出入国者数の急速な増加に対応して，入国管理局では，出入国

記録の電算化を進め，出入国記録等情報システムを構築し，外国人の出

入国・在留記録及び日本人の出帰国記録を保管し，必要に応じ抽出する

ことができるようにしており，出入国に関する個人情報は，退去強制手

続等の調査・審査等に活用:されている。
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A(2)の定義規定又は難民の地位に関する議定書1条の規定により難民

条約の適用を受ける難民をいう （同法2③の2)。

難民の認定等に関しては，同法61条の2ないし61条の2の8に定めら

れている。入国管理局総務課に難民認定室が置かれ，難民の認定及び取

消しに関する事務，難民認定証明書の交付及び返納命令に関する事務等

をつかさどっている（法務省組織令52)。

平成21年における難民認定申請数は1,388件あり,難民として認定され

た者は30人（うち8人は異議申立手続における認定者）であった。難民

として認定しなかったものの，人道的な理由を配慮し特に在留を認めた

者は過去最高の501人に及び,両者を合わせた数(庇護数)は531人であっ

た。 ，’

5外国人登録

観光などで短期間日本に在留するのではなく，ある程度長い期間日本

に生活する外国人は，福祉など各種の行政サービスを受けることとなる

が，そのような場合， 自分の身分事項や居住の事実を明らかにすること

が必要である。外国人登録は，市区町村を窓口として，本邦に在留する

外国人の居住関係及び身分関係を明確にし，その実態を把握することに

より，在留外国人の公正な管理に資することを目的としている（外国人

登録法1)。

また，外国人登録は，公的証明として利用することもでき，安心して

生活することができる制度でもあると説明されている。

外国人の登録については,外国人登録法で規定されている。すなわち，

本邦に在留する外国人は，本邦に入ったときはその上陸の日から90日以

内に，本邦において外国人となったとき又は出生その他の事由により入

管法所定の上陸の手続を経ることなく本邦に在留することとなったとき

は，それぞれその外国人となった日又は出生その他当該事由が生じた日
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から60日以内に，その居住地の市町村の長に対し，外国人登録申請書・

旅券･写真を提出し，登録の申請をしなければならない（同法3)。また，

16歳以上の外国人は,この登録証を常に携常していなければならない(同

法131)。これらの規定の違反に対しては,罰則がある（同法18I｡18

の2④)。

平成21年末現在の外国人登録者数は， 218万6,121人である。外国人登

録者の国籍(出身地)数は189であり，そのうち中国（台湾｡香港を含む）

が全体の31.1パーセントで最上位を占め,韓国･北朝鮮は全体の26．5パー

セントを占めている。

第4退去強制手続

1 ・違反調査

‘入国響備官は，不法入国”不法残留などの退去強制事由（入管法24）

に該当すると思料する外国人があるときは,当該外国人(以下｢容疑者」

という｡）につき違反調査をすること-ができる（同法27)。入国警備官は，

違反調査に必要な取調べ（同法28I),公務所等への照会（同法28n),

容疑者に対する出頭要求，調書作成（同法29）等のほか，裁判官の発す

る許可状により，臨検，捜索及び押収(同法31）等の調査を行う権限を

有する。

入国警備官は，退去強制事由に該当すると疑うに足りる相当の理由が

あるときは,収容令書により，その者を入国者収容所,収容場その他法

務大臣又はその委任を受けた主任審査官が指定する適当な場所に収容す

ることができる（同法39, 41Ⅱ)｡｡､収容期間は原則として30日以内，必要

があれば更に30日間（最大60日間）収容することができる（同法411)"

入国警備官は，退去強制事由に明らかに該当する者が，収容令書の発

付を待っていては逃亡のおそれがある場合は，収容令書を待たずに，そ

『ー

､
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の者を収容することができる（同法431)。この場合には,収容後速やか

に収容令書の発付を請求しなければならなしi(同法43H)。

入国警備官は，容疑者を収容したときは，その身体を拘束した時から

48時間以内に，調書及び証拠物とともに，当該容疑者を入国審査官に引

き渡さなければならない(同法44)｡

2審査， 口頭審理及び異議申立て

入国審査官は，容疑者の引き渡しを受けたときは，退去強制事由に該

当するかどうかを速やかに審査しなければならない（同法45)。

入国審査官は，審査に基づき退去強制事由に該当するか否かを認定す

る。該当すると認定された者がこれに不服があるときは，特別審理官に

よる口頭審理を請求できる｡特別審理官は， 口頭審理に基づいて入国審

査官の認定に誤りがないかどうかを判定する。 「誤りがない｣との判定に

不服があれぽ更に法務大臣に対して異議の申出ができる。

3退去強制

審査の結果，退去強制事由に該当すると認定された容疑者がその認定

に服したとき（同法47Ⅳ)，容疑者が不服があるとして口頭審理の請求を

し,特別審理官が当該事由に該当すると判定し，容疑者がこれに服.した

とき（同法48Ⅷ)，容疑者が特別審理官の判定に異議を申し出' ･主任審査

官が，法務大臣から異議の申出の理由がないと採決した旨の通知を受け

たとき（同法49V)は，退去強制令書が発付され，入国警備官がこれを

執行し（同法521),その者の国籍又は市民権のある国に送還する（同法

531)。

容疑者が自費で退去するときは， これを許可することができる（同法

52Ⅳ)。

退去強制令書が直ちに執行できず，本邦外に送還することができない

ときは送還可能のときまで， これらの外国人を入国者収容所，収容場そ
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の他法務大臣又はその委任を受けた主任審査官が指定する場所に収容す

ることができる（同法52V)。

第5新たな在留管理制度等の円滑な導入に向けた取組

1導入の経過。背景

我が国の国際化が進展するとともに，我が国に新規入国しあるいは外

国人登録を行う外国人が著しく増加したことにより,現行の入管法と外

国人登録法による二元的な情報把握の制度では， これらの者の居住実態

等を正確に把握することが困難となってきており，出入国管理行政上の

｡観点からも外国人に適切な行政サービスを提供するという観点からも問

題が生じていたため，外国人登録制度を含む在留管理制度について抜本

的に見直すこととし，平成21年7月8日，新たな在留管理制度の構築を

盛り込んだ「出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づ

き日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の－－部を改正

する等の法律｣が成立し,同月15日に公布された(平成21年法律第79号)。

この法律により,外国人登録制度の根幹となってきた外国人登録法が

廃止され在留管理の機能が入管法に一元化されることにより，適法な在

留資格をもづて本邦に中長期間在留する外国人を対象として，法務大原

が在留管理に必要な情報を継続的に把握するI新たな在留管理制度｣が

導入されることとなった。

2' （新たな在留管理制度により導入される措置

新たな在留者管理制度では,我が国に中長期間在留する外国人につい

ては）①上陸許可，在留期間の更新許可，在留資格の変更許可等に伴う

在留カードの交付，②外国人から法務大臣への在留期間中における変更

事項の届出，③外国人の留学先等の所属機関から法務大臣への情報提供

といった制度により，法務大臣が当該外国人の在留状況を正確かつ継続
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的に把握することになる。

このようにして正確に把握された中長期間在留する外国人の在留状況

に関する情報は，住民基本台帳の一部を改正する法律（平成21年法律第

77号， この法律の施行日ぱ，新たな在留者管理制度に係る改正入管法等

施行日と同一となっている｡)により新設される市区町村の外国人に係る

住民基本台帳に反映され， これらの外国人に対する充実した行政サーピ

スを行うことが可能となる。

特別永住者制度については；特段の問題を生じていないことから，現

行制度を実質的に維持しつつ,利便性向上の観点から見直しを行った(新

たな在留者管理制度と同様，平成24年7月ころの施行が予定されてい

る｡)。

新たな在留者管理制度に係る措置については，公布の日から起算して

3年を超えない範囲内において政令で定める日から施行される（具体的

には平成24年7月ころの施行が見込まれている｡)。

3新たな在留者管理制度の導入に向けた取組状況

入国管理局では，電算システムの開発のほか，総務省主催の「外国人

住民に関する住民基本台帳制度への移行等に係る実務研究会」に登録管

理官ほかの職員が参加し，公布日から3年以内とされている法律の施行

に向け，実務上の諸課題にについて検討を進めているほか，外国人登録

事務市区町村代表者会議等において新制度への移行に係る情報提供を行

うなど，総務省，地方公共団体と連携して新制度への移行の準備を進め

ている。

また，新たな在留者管理制度の導入は，我が国に在留する外国人やそ

の関係者に大きな影響を与えることから，市区町村関係行政機関，在

外公館及び報道機関等にも協力を要請するなど，新たな制度の周知に向

けた取組についても，併せて検討している。
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各課の所掌事務を挙げると，次のとおりである。
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及び運営に関すること，③犯罪捜査の科学的研究に関すること，④情報

システムの整備その他の検察事務の能率化に関するこ学，⑤刑事の裁判
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家公務員の派遣に関する法律の規定による検察官の派遣に伴う法科大学

院の教育に対する法曹としての実務に係る協力に関すること〉⑧前各号

に掲げるもののほか，刑事局の所掌事務で他の所掌に属しないものに関
すること （同令33)。

2国際課

①犯罪人の引渡し，国際捜査共助その他の刑事に関する国際間の共助

に関すること，②前号に掲げるもののほか，刑事に関する国際間の協力

に関すること，③刑事に関する条約その他の国際約束の実施に関するこ

と,④犯罪人の出国に係る事務の関係行政機関との調整に関すること(同
令34)。

3刑事課

①一般刑事事件の検察に関すること，②環境関係事件の検察に関する

こと，③選挙関係事件の検察に関すること,④交通関係事件の検察に関

すること，⑤財政経済関係事件の検察に関すること，⑥少年に係る刑事

事件の検察に関すること,⑦前各号に掲げる事件に係る犯罪の予防に関

すること （同令35)。

4公安課

①公安関係事件の検察に関すること，②労働関係事件の検察に関する

こと，③風紀関係事件の検察に関すること，④薬物関係事件の検察に関

すること,⑤暴力団に係る刑事事件の検察に関すること，⑥外国人に係

る刑事事件の検察に関すること，⑦前各号に掲げる事件に係る犯罪の予

防に関すること （同令36)｡

5刑事法制管理官

刑事法制に関する企画及び立案に関する事務（同令37)。
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第3編裁判所。弁護士会等

第1章裁判所

裁判所は，検察官が公訴を提起した事件について，有罪・無罪等の判断

を下す機関であり，検察庁にとって最も密接な関係のある機関のうちの一

つである。

．それだけではなく，捜査の過程において，被疑者を逮捕するには，現行

犯逮捕の場合を除き逮捕状が必要であるし，差押え・捜索や検証を行うに

は捜索差押許可状や検証令状が必要である｡検察官が逮捕状を請求したり，

検察官・検察事務官が捜索差押許可状等を請求するのは,_裁判官に対して

である。また，逮捕された被疑者を勾留するには，裁判官に勾留請求をす

る。勾留中の事件については，起訴後，裁判所から保釈請求に対する意見

を求められることがある。

また，控訴，上告，抗告等の不服申立てを通じて所属する検察庁と対応

する裁判所の上位の裁判所と間接的に関わり合うこともある。

少年事件については, :検察官は，捜査を遂げた結果，犯罪の嫌疑がある

ものと思料するときは，原則として， これを家庭裁判所に送致しなければ

ならないこととされ，いわゆる全件家裁送致主義が採られている。
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9I),小法廷は第1小法廷,第2小法廷及び第3小法廷の三つがある(最

高裁判所裁判事務処理規則1)。大法廷は,最高裁判所長官及び最高裁判

所判事14人の合計15人（同法51,m)により構成され，各小法廷はこ

れらの裁判官のうち5人ずつにより構成される（同法9Ⅱ，同規則2)。

最高裁判所には， 「最高裁判所の庶務を掌らせるため｣，事務総局が置

かれている（同法13)ほか，司法研修所（同法14),裁判所職員総合研修

所（同法14の2），及び最高裁判所図書館（同法14の3）が置かれている。

最高検察庁が，最高裁判所に対応して置かれている検察庁である（検

察庁法2I)。

2高等裁判所

高等裁判所は，東京都，大阪市，名古屋市，広島市，福岡市，仙台市，

札幌市及び高松市の合計8か所に置かれている。また，高等裁判所の事

務の一部を取り扱わせるため，支部を置くことができ（裁判所法22)，名

古屋高裁に金沢支部，広島高裁に岡山支部及び松江支部，福岡高裁に宮

崎支部及び那覇支部,仙台高裁に秋田支部の合計6支部が置かれている。

高等裁判所は，①地方裁判所の第一審判決，家庭裁判所の判決及び簡

易裁判所の刑事に関する判決に対する控訴，②特別抗告を除いて，地方

裁判所及び家庭裁判所の決定及び命令並びに簡易裁判所の刑事に関する

決定及び命令に対する抗告，③刑事に関するものを除いて,地方裁判所

の第二審判決及び簡易裁判所の判決に対する上告，④内乱罪等に係る訴

訟の第一審について裁判権を有する（同法16）ほか，法律において特に

定める権限を有する（同法17)。

このうち，検察庁の事務に直接の関係があるのは，上記①，②，④で

ある。

各高等検察庁及びその支部が，それぞれ高等裁判所及びその支部に対

応して置かれている検察庁である（検察庁法2I,W)｡

第1節裁判所の役割と種類

第1 はじめに

憲法76条は，すべて司法権は，最高裁判所及び法律の定めるところに

より設置する下級裁判所に属すること，特別裁判所は， これを設置する

ことができないこと，行政機関は，終審として裁判を行うことができな

いこと，すべて裁判官は，その良心に従い独立してその職権を行い， こ

の憲法及び法律にのみ拘束されることを定めている。

憲法の規定を受けて，裁判所法2条は，下級裁判所は，高等裁判所，

地方裁判所,家庭裁判所及び簡易裁判所とすること,下級裁判所の設立，

廃止及び管轄区域は，別に法律でこれを定めることを定めているbそし

て， この規定を受けた「下級裁判所の設立及び管轄区域に関する法律」

により， 8庁の高等裁判所, 50庁の地方裁判所， 50庁の家庭裁判所及び

438庁の簡易裁判所の設立及びそれぞれの管轄区域等が定められている。

その事務処理については，下級裁判所事務処理規則（昭和23年8月18日

最高裁判所規則第16号）による。

以上のとおり，裁判所には，最高裁判所，高等裁判所,地方裁判所，

家庭裁判所及び簡易裁判所の5種類がある（裁判所法1）が，以下，各

裁判所について概説することとする。

1 最高裁判所

最高裁判所は，東京都に置かれている（同法6)。最高裁判所は，①上

告,②訴訟法において特に定める抗告について裁判権を有する（同法7）

ほか；法律において特に定める権限を有する（同法8)。

最高裁判所は，大法廷又は小法廷で審理及び裁判をするとされ（同法

‐
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3地方裁判所

地方裁判所は,､各都道府県庁所在地並びに函館市，旭川市及び釧路市

の合計50か所に置かれている。また, ､地方裁判所の事務の一部を取り扱

わせるため,‘地方裁判所の支部又は出張所を設けることができ（裁判所

法31).,合計203か所の支部が置かれている(出張所は置かれていない｡)。

地方裁判所はﾃ①裁判所法33条1項1号の請求（訴訟の目的の価額が

140万円を超えない請求･(行政事件訴訟に係る請求を除く｡)）以外の請求

に係る訴訟及び同号の請求に係る訴訟のうち不動産に関する訴訟の第一

審，②同法16条4号の罪(内乱罪等）及び罰金以下の刑に当たる罪以外

の罪に係る訴訟の第一審,③簡易裁判所の判決に対する控訴（刑事に関

する判決に対するものを除く｡)，④簡易裁判所の決定及び命令に対する

抗告について裁判権を有する（同法24）ほか，法律で特に定める権限，

及び法律で裁判所の権限に属するものと定められた事項の中で地方裁判

所以外の裁判所の権限に属さない事項についての権限を有寸る（同法

25)。

このうち検察庁の事務に直接の関係があるのは，上記②である。 ，

‘各地方検察庁及びその支部が，それぞれ地方裁判所及びその支部に対

応:して置かれている検察庁である．(検察庁法21,W)。

4． ,家庭裁判所

家庭裁判所は，地方裁判所と同様に，合計50か所の都市に置かれてお

り，地方裁判所と同様に支部又は出張所を設けることができ（裁判所法

31の5， 31)， 203か所の支部及び77か所の出張所が置かれている。

家庭裁判所は，①家事審判法で定める家庭に関する事件（以下「家事

事件」という｡）の審判及び調停，②人事訴訟法で定める人事訴訟の第一

審の裁判，③少年法で定める少年の保護事件の審判（同法31の31)の

ほか，法律で特に定める権限を有する（同法31の3Ⅱ)。
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このうち検察庁の事務に直接の関係があるのは，上記③である。

少年事件については，各地方検察庁及びその支部は， これらの家庭裁

判所及びその支部のうち，裁判官会議の議決により少年事件をも取り扱

うとされている102庁に対応している（検察庁法2Ⅱ，Ⅳ)。

5簡易裁判所

簡易裁判所は，少額民事事件や比較的軽微な犯罪に関する刑事事件を

簡易な手続で迅速に処理するために設けられているもので，全国に438

か所ある。なお，社会・経済情勢の著しい変化に伴い，裁判所の配置を

社会の実情に合わせるため，昭和63年に簡易裁判所の適正配置が実施さ

れ，多数の小規模簡易裁判所が統合された。

簡易裁判所は,①訴訟の目的の価額が140万円を超えない請求(行政事

件訴訟に係る請求を除く。),②罰金以下の刑に当たる罪，選択刑として

罰金が定められている罪，賭博，窃盗》同未遂横領，盗品譲受けの罪

等について第二審の裁判権を有する（裁判所法33)。

このうち検察庁の事務に直接の関係があるのは，②である。

各区検察庁が， これらの簡易裁判所に対応して置かれている検察庁で

ある（検察庁法21)。

第2裁判所の職員

裁判官 一

裁判官には，最高裁判所長官，最高裁判所判事，高等裁判所長官，判

事判事補，簡易裁判所判事の6種類がある（裁判所法5)。

(1)最高裁判所の裁判官

最高裁判所長官は，内閣の指名に基づいて天皇が任命する（憲法6

Ⅱ，裁判所法391)。最高裁判所判事は，内閣でこれを任命し（憲法

791,裁判所法39n),その任免は天皇が認証する（同条Ⅲ)。
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最高裁判所長官及び最高裁判所判事は，最高裁判所裁判官国民審査

法の定めるところに従い，衆議院議員総選挙の際，国民審査を受ける

（憲法79Ⅱ，Ⅲ，裁判所法39Ⅳ)。最高裁判所の裁判官の定年は70歳で

ある（同法50)。

最高裁判所裁判官の任命資格については，裁判所法41条に定められ

ている。

(2) 下級裁判所の裁判官

下級裁判所の裁判官，すなわち，高等裁判所長官，判事，判事補，

簡易裁判所判事は，最高裁判所の指名した者の名簿によって，内閣が

任命する（憲法80,裁判所法401）。その任期は10年であり，再任さ

れることができる（同条Ⅲ)。高等裁判所長官の任免は,天皇がこれ

を認証する（同条Ⅱ)。

高等裁判所，地方裁判所又は家庭裁判所の裁判官の定年は65歳簡

易裁判所の裁判官の定年は70歳である（憲法80Ⅱ，裁判所法50)。

下級裁判所の裁判官の任命資格については，裁判所法42条ないし44

条，欠格事由については同法46条に定められている。

2裁判官以外の職員

（1） 各裁判所に置かれている職員

各裁判所には，裁判所事務官，裁判所書記官，裁判所速記官，裁判

所技官及び廷吏が置かれている（同法58， 60， 60の2， 61，63)。

裁判所事務官は，上司の命を受けて，裁判所の事務をつかさどって

いる（同法58Ⅱ)。

裁判所書記官は，裁判所の事件に関する記録その他の書類の作成及

び保管等の事務をつかさどっているほか，裁判所の事件に関し，裁判

官の命を受けて，裁判官の行う法令及び判例の調査その他必要な事項

の調査を補助する（同法60Ⅱ，Ⅲ)。
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裁判所速記官は，裁判所の事件に関する速記及びこれに関する事務

をつかさどる（同法60の2Ⅱ)。なお，裁判所速記官については，既

に新規採用が凍結され‘順孜録音テープによる録音及び翻訳の制度に

移行しつつある。

裁判所技官は，上司の命を受けて，技術をつかさどっている（同法

61Ⅱ)。

廷吏は,法廷において裁判官の命ずる事務等を取り扱う（同法63Ⅱ)。

(2)最高裁判所に置かれている職員

最高裁判所には，最高裁判所事務総長，最高裁判所長官秘書官，最

高裁判所判事秘書官，司法研修所教官，司法研修所長，裁判所職員総

合研修所教官，裁判所職員総合研修所長，最高裁判所図書館長が置か

れている（同法53～56の4)。

(3)高等裁判所に置かれている職員

各高等裁判所には，高等裁判所長官秘書官が置かれ，高等裁判所長

官の命を受けて，機密に関する事務をつかさどっている（同法56の

7)。

(4) 最高裁判所・高等裁判所・地方裁判所に置かれている職員（裁判所

調査官）

最高裁判所，各高等裁判所及び各地方裁判所には，裁判所調査官が

置かれ，裁判官の命を受けて，事件（地方裁判所においては，知的財

産又は租税に関する事件に限る｡）の審理及び裁判に関して必要な調

査その他他の法律において定める事務をつかさどっている（同法57)。

(5)高等裁判所・地方裁判所・家庭裁判所に置かれている職員

各高等裁判所,各地方裁判所及び各家庭裁判所に事務局長が置かれ，

それぞれの裁判所の長の監督を受けて，事務局の事務を掌理し，事務

局の職員を指揮監督する（同法59)。
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(6)家庭裁判所に置かれている職員･I家庭裁判所調査官）

各家庭裁判所には,:家庭裁判所調査官が置かれ，家事審判及び調停

並びに少年保護事件の審判に必要な調査等の事務をつかさどってい

る（同法61の．2)。

(7)地方裁判所に置かれている職員(執行官）

各地方裁判所には,執行官が置かれﾙ執行官法(昭和4'年法律第111

号)､の定めるところにより，裁判の執行ダ裁判所の発する文書の送達

その他の事務を行う （裁判所法62)芯 ．
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2検察審査会の審査員 ・

検察審査会は,当該検察審査会の管轄区域内の衆議院議員の選挙権を

有する者の中からくじで選定された11人の検察審査員をもって組織され

る（同法4)。

選定手続を図示すると，下図のとおりである。

I

市町村選挙管理委員会

I
１
１ 第2節検察審査会

第1検察審査会の設置根拠及び任務等

□ Ｍ
叩
Ⅱ
肌
Ⅲ
Ⅲ
叩
Ⅲ
伽
拠
唖

1 検察審査会の設置根拠及び任務 ．. ・

公訴権の実行に関し民意を反映せしめてその適正を図るため，政令で

定める地方裁判所及び地方裁判所支部の所在地に検察審査会が置かれて

いる。ただし,各地方裁判所の管轄区域内に少なくともその一つを置か

なければならないとされている（検察審査会法1)。

検察審査会は，①検察官の公訴を提起しない処分の当否の審査に関す

る事項,②検察事務の改善に関する建議又は勧告に関する事項をつかさ

どっている（同法21)｡ :

現在,検察審査会は,全国の地方裁判所及びその支部の所在地165か所

に置かれている(検察審査会の忽称及び管轄区域筆を定める政令捌表)。

検察審査会については,検察審査会法のほか, ､検察審査会法施行令等

の政令によってその詳細が定められている｡

検察審査員・補充員
1.4.7.10各月末日に・

銘又は6名ずつ選定

補充員
末日に．

~〈~じ一

なお』小学校を卒業しない者，破産者で復権を得ない者等一定の欠格

事由に該当する者（同法5）並びに裁判官，検察官，検察事務官，司法

警察職員及び弁護士等の就職禁止者(同法6〉は検察審査員になれない。

検察審査員の任期は6か月間であり （同法14),その間は裁判所の非常

勤職員として扱われる。

第2検察審査会の活動

検察審査会の活動は，上記のとおり，検察官の不起訴処分の当否の審

査及び検察事務の改善に関する建議又は勧告に関する事項である。

b

検察審査会事務局
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’ 検察審査会が審査を行う場合

告訴若しくは告発をした者,請求を待って受理すべき事件についての

請求をした者又は犯罪により害を被った者(犯罪により害を被った者が

死亡した場合においては，その配偶者,直系の親族又は兄弟姉妹） （以下

「被害者等」という｡）は，検察官の公訴を提起しない処分に不服がある

ときは，その検察官の属する検察庁の所在地を管轄する検察審査会にそ

の処分の当否の審査の申立てをすることができる（同法30， 2Ⅱ)。この

申立ては，書面により，かつ， 申立ての理由を明示しなければならない

（同法31,同法施行令18)。検察審査会は， これらの者の申立てがあると
． ： ｡ ．

きは，検察官の不起訴処分の当否の審査を行わなければならない. （同法

2Ⅱ)。

また,検察審査会は，その過半数による議決があるときは， 自ら知り

得た資料に基づき職権で同審査を行うことができる（同法2Ⅲ)。

2審査及び議決方法

検察審査会は，毎年3月， 6月， 9月及び12月にそれぞれ検察審査会

議を開かねばならず，検察審査会長は,特に必要があると認めるときは，

いつでも検察審査会議を召集することができる(同法21)｡検察審査会は，

検察審査員全員の出席がなければ，会議を開き議決することができない

（同法25)。 ． ，

・審査の順序は， 申立てによる審査の場合は，審査申立ての順序による

が，検察審査会長は，特に緊急を要するものと認めるときは，その順序

を変更することができ，職権による審査の場合は，検察審査会長が:定め

る（同法33)。

検察官は，検察審査会の要求があったときは，審査に必要な賓料を提

出し，又は会議に出席して意見を述べなければならない（同法35)。

検察審査会は，公務所又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を
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求めることができ（同法36)，審査申立人及び証人を呼び出し，尋問する

ことができる（同法37)｡また，検察審査会は，相当と認める者の出頭を

求め，法律その他の事項に関し専門的助言を徴することができる（同法

38)。

検察審査会は，審査を行うに当たり，法律に関する専門的な知見を補

う必要があると認めるときは，弁護士の中から事件ごとに審査補助員を

委嘱することができる（同法39の21)。

検察審査会議は，非公開である（同法26)。

検察審査会議の議事は，過半数でこれを決する（同法27)。

検察審査会は，審査の結果議決をしたときは，理由を附した議決書を

作成し，その謄本を当該検察官を指揮監督する検事正及び検察官適格審

査会に送付し，その議決後7日間当該検察審査会事務局の掲示場に議決

の要旨を掲示し，かつ，審査申立人があるときは，同人に議決の要旨を

通知しなければならない（同法40条)。

議決には，①起訴を相当とする議決（起訴相当)，②公訴を提起しな,い

処分を不当とする議決（不起訴不当）及び③公訴を提起しない処分を相

当とする議決（不起訴相当）の3種類があり，①起訴相当の議決をする

には，検察審査員8人以上の多数によらなければならない。

検察官の公訴を提起しない処分の当否に関し検察審査会の議決があっ

たときは,同一事件について更に審査の申立てをすることはできない(同

法32)。

検察審査会が起訴相当の議決をした場合において，理由を附した議決

書の謄本があったときは，検察官は，速やかに，当該議決を参考にして，

公訴を提起すべきか否かを検討した上，当該議決に係る事件について公

訴を提起し;又はこれを提起しない処分をしなければならない（同法41

I)。
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検察審査会が不起訴不当の議決をした場合において，理由を附した議

決書の謄本があったときは，検察官は，速やかに,当該議決を参考にし

て， 当該公訴を提起しない処分の当否を検討した上， 当該議決に係る事

件について公訴を提起し，又はこれを提起しない処分をしなければなら

ない．(同法41Ⅱ)。 卜

検察官は,起訴相当叉は不起訴不当の議決があった当該事件について，

起訴又は不起訴の処分をしたときは，直ちに，検察審査会にその旨を通

知しなければならない（同法4'Ⅲ)。

起訴相当の議決をした検察審査会は，検察官から公訴を提起しない処

分をした旨の通知を受けたとき，又は，当該議決に係る議決書の謄本を

送付した日･から3月 （検察官が検察審査会に対し3月を超えない範囲で

延長を必要とする期間及びその理由を通知したときはその期間を加え

た期間）以内に検察官から処分の通知がなかったときはその期間が経過

した時に， 当該処分の当否の審査を行わなければならない（再度の不起

訴処分の審査，同法41の2)。 ． ，

検察審査会は,再度の不起訴処分の審査に当たっては，審査補助員を

委嘱しなければならない（必要的委嘱, ､同法41条の4)。

検察審査会は，再度の不起訴処分の審査を行った場合において,.起訴

を相当と認めるときは, ･起訴をすべき旨の議決:(起訴議決）をするもの

とする（同法41の.6'I).。起訴議決をするには，検察審査員8人以上の多

数によらなければならない。

検察審査会は，起訴議決をするときは，あらかじめ，検察官に対し，

検察審査会議に出席して意見を述べる機会を与えなければならない（同

法41条の6Ⅱ)。

検察審査会は,起訴議決書謄本を検事正及び検察官適格審査会に送付

するほか，地方裁判所にも送付しなければならない。
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検察審査会は，起訴議決するに至らなかったときは，その旨の議決を

する。

検察審査会は，審査申立人が再度の不起訴処分に不服がない旨申告し

たときは，審査を終了させることができる（同法41の3)。

不起訴不相当事件につき，検察官が前と同一理由により再度の不起訴

処分をしたときは，審査申立人は再度の審査申立はできない（審査申立

ての制限, I司法41の8)。

3起訴議決に基づく公訴の提起の手続

起訴議決の議決書の謄本の送付があったときは，裁判所は，公訴提起

．及びその維持に当たる者を弁護士の中から指定する（指定弁護士，同法

41の9)。

指定弁護士は，以下の例外を除き，速やかに起訴議決にかかる事件に

ついて公訴を提起しなければならない（同法41の101)。

①被疑者が死亡し，又は被疑者たる法人が存続しなくなったとき

②当該事件について，既に公訴が提起され，裁判所に係属するとき，

確定判決を経たとき，刑が廃止されたとき，その罪について大赦が

あったとき

③起訴議決後に生じた事由により，公訴を提起したときは刑訴法337

条4号〈時効の完成)，刑訴法338条1号（裁判権なし）若しくは4号

（公訴提起手続が規定に違反して無効）に該当することになることが

明らかなとき

指定弁護士は，公訴を提起した場合，同一事件について, ,刑訴法262

条1項（付審判請求）の請求がなされた地方裁判所があるときは，公訴

を提起した旨通知する（同法41の10Ⅱ)。

指定弁護士は，起訴議決に係る事件について，公訴を提起・維持する

ため，検察官の職務を行う。ただし，検察事務官及び司法警察職員に対
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(平成22年版犯罪白書193頁)。

平成21年度は，新受は2,663件（うち， 申立て2,613件，職権50件）で

あり，処理総数は2,447件（うち，起訴相当・不起訴不当の議決数124件，

不起訴相当1,866件，その他等457件）であり，未済836件となっている。

さらに，起訴相当又は不起訴不当の議決がなされた事件について再捜査

がなされ，平成21年度中に検察庁で処分された結果をみると，総計140

件のうち，起訴36件，不起訴維持104件である。

起訴相当の議決がされた事件について，検察官が不起訴維持の措置を

採り，検察審査会が再審査を行った事件は，平成21年には1件であり，

起訴議決に至らなかった旨の議決がされている。なお，平成22年7月末日

現在で，起訴議決がされた事件は5件である（同白書193貞)。

184第1章裁判所

する捜査の指揮は，検察官に委嘱してこれをしなければならない（同法

41の9Ⅲ)。

指定弁護士は，法令により公務に従事する職員とみなす（同法4,の9

⑤)。

検察審査会における審査の概略を図示すると，次のとおりである。

萸察審登会0

（構察官のう

起訴相当

(検察官） －－→ 起 訴

↓
検察審査会の審査

（検察官の再度の不起訴処分等の審査）

※審査補助員に法的助言を求めることが必要

検察官からの意見聴取 起訴議決に至らなかった旨の霞決

起訴すべき旨の議決

（起訴識決） ．

起訴（指定弁護士）

4検察審査会の活動状況

平成17年から平成21年までの5年間における検察審査会の事件の受

理・処理状況についてみると，新受については，おおむね申立てによる

もの2,500件前後,職権によるもの40件前後で;処理については,"起訴相

当.･不起訴不当が120件前後,不起訴相当が2,iOOO件前後で推移している

不起訴処分

法定期間幅則3月）内に処分しない
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被告人以外の者，つまり被告人の配偶者などが選任した弁護人がある場

合は， この限りでない（同法36ただし書）ので，国選弁護人は附されな

い。

「死刑又は無期若しくは長期3年を超える懲役若しくは禁銅に当たる

事件について被疑者に対して勾留状が発せられている場合において，被

疑者が貧困その他の事由により弁護人を選任することができないとき

は，裁判官は，その請求により，被疑者のため弁護人を付さなければな

らない｡j (同法37の2)。これを「被疑者国選弁護人制度」という。ただ

し，被疑者以外の者が選任した弁護人がある場合又は被疑者が釈放され

た場合は， この限りでない（同法37の2ただし書）ので，国選弁護人は

付されない。

なお，被告人が，未成年者であるとき，年齢70年以上の者であるとき，

耳の聞こえない者又は口のきけない者であるとき，心神喪失者又は心神

耗弱者である疑いがあるとき等には，裁判所は，職権で弁護人を附する

ことができる（同法37)。

刑事事件において弁護人がどのような活動を行っており， どのような

場面で検察庁や検察官・検察事務官とかかわり合うかについては，後述

する。

186第2章弁護士･弁護士会

第2章弁護士・弁護士会

第1 刑事事件と弁護人

1 弁護人選任権

憲法は刑事被告人の権利の一つとして， 「刑事被告人は,いかなる場合

にも，資格を有する弁護人を依頼することができる。被告人が自らこれ

を依頼することができないときは,国でこれを附する｡」と定めている(憲

法37Ⅲ)。

また，刑事訴訟法には，被疑者・被告人の弁護人選任に関して， 「被告

人又は被疑者は，何時でも弁護人を選任することができる。被告人又は

被疑者の法定代理人，保佐人，配偶者，直系の親族及び兄弟姉妹は，独

立して弁護人を選任することができる｡」との規定がある（刑訴法30)。

弁護人は，資格のある弁護士の中からこれを選任しなければならない

のが原則である。ただし，簡易裁判所，家庭裁判所又は地方裁判所にお

いては，裁判所の許可を得たときは，弁護士でない者を弁護人に選任す

ることができるとされている（同法3')。この弁護士以外の弁護人を「特

別弁護人』 と呼んでいる。もっとも，地方裁判所において特別弁護人を

選任できるのは，他に弁護士の中から選任された弁護人がある場合に限

る（同法31ただし書)。

2国選弁護人制度

憲法の規定を受けて，刑事訴訟法には， 「国選弁護人」の制度が設けら

れている。 「被告人が貧困その他の事由により弁護人を選任することが

できないときは，裁判所は，その請求により，被告人のため弁護人を附

しなければならない｡」 （同法36)。これを「国選弁護人」と呼ぶ。ただし，

第2弁護士

1 弁護士資格

弁護士となるには，一部の特例を除き，判事（補）や検事と同様に，

司法試験に合格し，司法修習生の修習を終えた者が，その資格を有する

（弁護士法4， 5)。

そして，弁護士となるには， 日本弁護士連合会（以下，単に「日弁連」

ということもある｡）に備えた弁護士名簿に登録されなければならず（同

I
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法8)，弁護士となろうとする者は，入会しようとする弁護士会を経て，

日弁連に登録の請求をしなければならない（同法9)。したがって，弁護

士は,必ず,いずれかの弁護士会に所属し,かつ, 日弁連に所属するこ

とになる。

2弁護士の使命及び職務

弁護士の使命とその職責の根本基準について，弁護士法は， 「弁護士

は》基本的人権を擁護し，社会正義を実現することを使命とし， この使

命に基づき，誠実にその職務を行い，社会秩序の維持及び法律制度の改

善に努力しなければな.らない｡｣．とされている, (同法1)。また， 「弁護士

は, ≦常に，深い教養の保持と高い品性の陶やに努め，法令及び法律実務

に精通しなければならない｡」と定めている（同法2)。

弁護士の職務については， 「弁護士は,当事者その他関係人の依頼又は

官公署の委嘱によって,訴訟事件,非訟事件及び審査請求,異議申立て，

再審査請求等行政庁に対する不服申立事件に関する行為その他一般の法

律事務を行うことを職務とする｡弁護士は， 当然，弁理士及び税理士の

事務を行うことができる｡」 と規定されている（同法3)。

なお弁護士でない者は，報酬を得る目的で訴訟事件，非訟事件及び

審査請求，異議申立て,再審査請求等行政庁に対する不服申立事件に関

する行為その他一般の法律事件に関して鑑定，代理，仲裁若しくは和解

その他の法律事務を取り扱い，又はこれらの周旋をすることを業とする

ことができない（同法72)。この違反に対しては罰則がある（同法77)。

第3編裁判所・弁護士会等189

づき弁護士が行うことができるものとして法務省令で定める業務の全部

又は一部を行うことができる（同法30の5)。

弁護士法人の社員は，弁護士でなければならず〈同法30の41),他の

弁護士法人の社員となってはならない（同法30の19I)｡

Ｇ
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第4弁護士会

1 弁護士会

弁護士会は,弁護士の使命及び職務にかんがみ,その品位を保持し,

弁護士事務の改善進歩を図るため，弁護士の指導,連絡及び監督に関す

る事務を行うことを目的とする団体であり，弁護士会は法人とするとさ

れている（同法31)。弁護士会は，地方裁判所の管轄区域ごとに設立しな

ければならないとされているが，現在は，全国に52弁護士会（東京を除

く各地裁管内に各1弁護士会があり，東京地裁管内にのみ3弁護士会が

ある｡）がある。

2日本弁護士連合会

弁護士法の規定により，全国の弁護士会は， 日本弁護士連合会を設立

しなければならないこととされ， 日弁連が設立されている（同法451)。

日弁連は，弁護士の使命及び職務にかんがみ;その品位を保持し，弁

護士事務の改善進歩を図るため，弁護士及び弁護士会の指導,連絡及び

監督に関する事務を行うことを目的とする団体であり， 日弁連は法人と

．するとされている（同条Ⅱ，Ⅲ， 日本弁護士連合会会則3)。

弁護士，弁護士法人及び弁護士会は，当然， 日弁連の会員となる（同

法47,同会則5)｡弁護士会52会,弁護士法人459法人及び弁護士2万8,883

人が会員となっている（平成22年11月1日現在)。

役員には，会長1人，副会長13人，理事71人及び監事5人があり （同

会則56)，議決機関は総会(I司法37ないし40,同会則33ないし41),代議

Ｉ
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第3弁護士法人

弁護士は，弁護士法3条に規定する業務を行うことを目的とする法人

(以下｢弁護士法人」とい.う｡）を設立することができ（同法30の2)，同

条に規定する業務を行うほか，定款で定めるところにより，法令等に基
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員会（同会則42ないし55）及び理事会（同会則58ないし59の3）からな

り，人権擁護委員会，司法修習委員会，司法制度調査会，弁護士推薦委

員会等各種の委員会が活動し（同会則74)，事務局が置かれている（同会

則82の3)。

関連する団体としては，財団法人日弁連交遍事故相談センター等があ

る。

3弁護士の懲戒

弁護士は，弁護士法等に違反し，所属弁護士会の秩序又は信用を害し，

その他職務の内外を問わずその品位を失うべき非行があったときは，各

弁護士会及び日弁連に置かれている懲戒委員会（弁護士法66）の議決に

基づき，その弁護士の所属弁護士会から懲戒を受ける（同法56)。懲戒の

手続については，懲戒手続規程が定められている（昭和54年6月23日日

本弁護士連合会会規第23号)。日弁連に置かれている懲戒委員会は，弁護

士，裁判官，検察官及び学識経験者からなる（同会則69の4)。
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録取の際に被疑者に弁護人選任権があることを告知している。

なお，被疑者国選弁護人制度について，検察官が， 自ら被疑者を逮捕

し，又は逮捕された被疑者を受け取り，弁護人を選任することができる

旨を告げるに当たっては，被疑者に対し， 引き続き勾留を請求された場

合において貧困その他の事由により自ら弁護人を選任することができな

いときは裁判官に対して弁護人の選任を請求することができる旨並びに

裁判官に対して弁護人の選任を請求するには資力申告書を提出しなけれ

ばならない旨及びその資力が基準額以上であるときは，あらかじめ，所

定の弁護士会に弁護人の選任の申出をしていなければならない旨を教示

しなければならない（同法203Ⅲ， 204Ⅱ)。

2捜査段階

（1）接 見

身体の拘束を受けている被告人又は被疑者は，弁護人又は弁護人を

選任することができる者の依頼により弁護人となろうとする者と立

会人なくして接見し，又は書類若しくは物の授受をすることができる

（同法39I)。これを接見交通権という。

この接見又は授受については，法令で，被告人又は被疑者の逃亡，

罪証の隠滅又は戒護に支障のある物の授受を防ぐため必要な措置を

規定することができるとされている（同法39Ⅱ，刑事収容施設法117

ないし119, 123, 145, 219, 220, .267, 268)。また，検察官，検察事

務官又は司法警察職員は，捜査のため必要があるときは，公訴の提起

前に限り， この接見又は授受に関し，その日時，場所及び時間を指定

することができる。ただし，その指定は，被疑者が防禦の準備をする

権利を不当に制限するようなものであってはならないとされている

（刑訴法39Ⅲ)。

なお,刑訴法81条は， 「裁判所は,逃亡し又は罪証を隠滅すると疑う

第5刑事事件における弁護士の具体的活動

、次のような場面において，検察官及び検察事務官は，弁護人と接する

ことになる。

1 選 任

前記のとおり，被疑者及び被告人には，弁護人選任権が保障されてい

る（憲法37,刑訴30)。そこで，弁護人選任権を告知しなければならない

場面がある。刑訴法上は，検察官は，逮捕状により被疑者を逮捕したと

き，又は逮捕状により逮捕された被疑者を受け取ったときに，直ちに犯

罪事実の要旨及び弁護人を選任することができる旨を告げた上，弁解の

機会を与えることとされている（刑訴法204I本文）が，実務では，司法

警察員から送致された被疑者を受け取ったとき（同法205I)にも，弁解
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に足りる相当な理由があるときは，検察官の請求により又は職権で，

勾留されている被告人と第39条第1項に規定する者以外の者との接

見を禁じ，又はこれと授受すべき書類その他の物を検閲し，その授受

を禁じ，若しくはこれを差し押えることができる6但し，糧食の授受

を禁じ，又はこれを差し押えることはできない｡」 と定めており,い

わゆる接見交通の制限が認められる場合があるが，弁護人又は弁護人

を選任することができる者の依頼により弁護人となろうとする者が

除外されていることに留意しておかなければならない。

(2) 勾留関係

被告人（被疑者）を勾留したときは，裁判所（裁判官）は，直ちに

弁護人にその旨を通知しなければならない（同法79,207 （被疑者につ

いて以下同様｡))。勾留に関しては，弁護人は，勾留理由の開示を請

求したり 〈同法82以下)，勾留決定に対して抗告（準抗告） したり，

勾留の取消しを請求したり （同法87)，保釈の請求をしたり (同法88）

することがある。弁護人のこれらの請求等に対_して，検察官は，意見

を述べたりするなどの対応を採ることになる。 ．

(3) 示談交渉等

弁護人は，被疑者・被告人の立場から事案の真相を解明するために

被害者を始めとする関係者に接触したり，事実を認めた上で事件を不

起訴で終わらせ，又は量刑を軽くするため，被害者からの宥恕を得よ

うとして被害者と交渉するごとがある。その結果は，弁護人の報告書

として裁判所か検察官に対し提出されたり，被害者名義の示談書。嘆

願書等として提出されることがある。

なお，検察官の立場からは,その際，被害者が被疑者・被告人を恐

れてその意思に反して又は法律知識を欠くために示談書・嘆願書の内

容を十分に理解しないままそれらの書類に署名することもないわけ
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ではないので,被害者等から助言を求められたときは，刑事手続の概

要や示談の意味等について懇切に説明することが必要であろうし‘弁

護人等から提出される示談書等については被害者に事実関係を確認

するなど慎重に対処する必要がある。

3公判段階

（1）必要的弁護事件

必要的弁護事件（死刑又は無期若しくは長期3年を超える懲役若し

くは禁鑓に当たる事件）を審理する場合には,弁護人がなければ開廷

することはできない。弁護人がなければ開廷することができない場合

において，弁護人が出頭しないとき若しくは在廷しなくなったとき，

又は弁護人がないときは，裁判長は，職権で弁護人を附しなければな

らない。弁護人がなければ開廷することができない場合において，弁

護人が出頭しないおそれがあるときは，裁判所は,職権で弁護人を付

することができる（同法289)。

（2） 冒頭手続

公判の冒頭手続では，被告人及び弁護人に対し，被告事件について

陳述する機会が与えられる（同法291)。

(3) 証拠調べ

「証拠調のはじめに,検察官は,証拠により証明すべき事実を明らか

にしなければならない｡」とされ，いわゆる冒頭陳述を行う（同法296）

が，弁護人が冒頭陳述を行う場合もある6

証拠調べについては，弁護人は，検察官の取調べ請求した証拠につ

いて，同意不同意等の意見を述べる（同法326等)。証拠調べの範囲，

順序及び方法についての意見も述べる（同法297m)。この関係で付言

しておくと~，検察官が取調べ請求をする証拠については， あらかじめ

弁護人に開示されている。公判を担当する検察官は，第1回公判期日
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前に，記録を検討・整理し，取調べ請求予定の書証及び証拠物を選択

し，弁護人に通知して閲覧の機会を与え，証人等の尋問を請求すると

きは， あらかじめ，弁護人にその氏名及び住所を知る機会を与えなけ

ればならない（同法2991,同規則178の61.)。閲覧の機会を与えた

書証等については，速やかに刑訴法326条の同意・不同意の見込みを

通知させる（同規則178の6Ⅱ)。この結果に基づき，不同意書証につ

いてはこれに替わるべき立証方法を検討し，部分同意の書証について

は不同意部分を除いた抄本を作成するなどの準備をする必要がある。

また，弁護人が証拠調べの請求をすることもある（同法298)。証人

尋問や被告人質問等に当たって，弁護人も尋問等を行うことはいうま

でもない（同法304Ⅱ)。

弁護人は，公判の過程で，証拠調べに関する異議の申立て等の活動

も行う （同法309)。

なお，弁護人は，公訴の提起後は，裁判所において，訴訟に関する

書類及び証拠物を閲覧し，かつ謄写することができる。ただし，証拠

物を謄写するについては，裁判長の許可を受けなければならない（同

法40)。

(4)弁 論

証拠調べが終わった後，検察官は，事実及び法律の適用について意

見を陳述しなければならず（論告。同法293I),被告人及び弁護人は，

意見を陳述する（弁論同条Ⅱ）ことができるとされている。

(5)上訴等

裁判に対しては，検察官又は被告人は，上訴をすることができ（同

法351)，原審における代理人又は弁護人も，被告人のため上訴をする

ことができる（同法355)。
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(6) 公判前整理手続 ’

公判前整理手続とは，刑事訴訟法316条の2以下に規定されており，

第1回公判期日前において争点整理等を行うための公判準備手続と

して設けられたものである。

裁判所は，充実した公判の審理を継続的，計画的かつ迅速に行うた

め必要があると認めるときは，検察官及び被告人又は弁護人の意見を

聴き，第1回公判期日前に，決定で，事件の争点及び証拠を整理する

ための公判準備として，事件を公判前整理手続に付することができる

（同法316の2)。

公判前整理手続においては，被告人に弁護人がなければその手続を

行うことができず，同手続において被告人に弁護人がないときは，裁

判長は，職権で弁護人を付さなければならない（同法316の4)。

また，裁判員が参加する事件については，必ず公判前整理手続に付

さなければならない（裁判員の参加する刑事裁判に関する法律49)。

公判前整理手続においては，検察官及び被告人又は弁護人が,公判

においてする予定の主張を明らかにし，その証明に用いる証拠の取調

べを請求することなどを通じて，事件の争点を明らかにし，公判期日

で取り調べるべき証拠を決定し，その取調べの順序・方法を定め，公

判期日を指定するなどして明確な審理計画を策定する。

なお,裁判所は,審理の経過にかんがみ必要があると認めるときは，

検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴き，第1回公判期日後に，決

定で，事件の争点及び証拠を整理するための公判準備として，事件を

期日間整理手続に付することができるとし，期日間整理手続について

は，公判前整理手続の規定が準用される（同法316の28)。

(7)被害者の代理人としての弁護士

被害者等及びその法定代理人は，故意の犯罪により人を死傷させた
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事件等一定の事件において被害者参加人となることができ（同法290

の2， 316の33)，検察官に申立てを行い，裁判所が許可すれば，公判

廷において，一般情状に関する証人尋問被告人質問事実及び法律

の適用に関する意見の陳述をすることができる（同法316条の33ない

し39)。これを被害者参加制度という。

被害者参加においては，被害者参加人から委託を受けた弁護士は，

被害者参加人と同様の活動をすることができる。また，被害者参加人

は，資力が150万円に満たない場合，国選弁護人の選定を求めること

ができる。こうして，弁護士は，刑事司法の場において，被告人の弁

護だけでなく，被害者の代理人としての役割を果たすことも求められ

ている。

第3編裁判所・弁護士会等197

第3章日本司法支援センター（法テラス）

第1 日本司法支援センターの設置根拠及び目的

1 設置根拠

国民があまねく法による紛争の解決に必要な情報やサービスを受けら

れるようにするための総合的な支援体制の整備を内容とする総合法律支

援法（平16法74号）が成立し，同法による総合的な支援体制の中核的な

役割を果たすものとして，平成18年4月， 日本司法支援センター（以下

「支援センター」という｡）が設立され，同年10月2日から業務を開始し

ている。

2 目 的

支援センターの目的は，総合法律支援に関する事業を迅速かつ適切に

行うことを目的とし（同法14)，裁判その他の法による紛争の解決のため

の制度の利用をより容易にするとともに，弁護士及び弁護士法人並びに

司法書士その他の隣接法律専門職者（弁護士及び弁護士法人以外の者で

あって，法律により他人の法律事務を取り扱うことを業とすることがで

きる者をいう｡)のサービスをより身近に受けられるようにするための総

合的な支援の体制の整備に関し，民事，刑事を問わず，あまねく全国に

おいて，法による紛争の解決に必要な情報やサービスの提供が受けられ

る社会の実現を目指して，その業務の迅速，適切かつ効果的な運営を図

るとされている（同法2)。
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429件，地方事務所における犯罪被害・刑事手続等に関する情報提供

が1万5,616件，犯罪被害者支援に精通した弁護士の紹介が898件で

あったほか, .被害者参加人（裁判所が刑事裁判への参加を認めた被害

者等）による被害者参加弁護士選定請求（指名通知請求）件数は， 204

件であった。 （同白書208頁）

(3) 国選弁護人の選任に関する業務は，被疑者・被告人に国選弁護人を

選任する必要がある場合に，裁判所の求めに応じ，支援センタ昼と契

約している弁護士（常勤弁護士を含む｡）を国選弁護人の候補に指名

して裁判所等に通知し，国選弁護人に選任された弁護士にその事務を

行わせるというものである。同年度における国選弁護人選任の受理件

数は，被疑者に関するものが6万1,857件であり，被告人に関するも

のが7万4,658件であった。また，少年審判に関する国選付添人選任

の受理件数は， 552件であった。 （同白書208頁）

第2 日本司法支援センターの組織及び活動
』
産
壱
・
０
凸
一
■
。 1 組 織

支援センターは，法人とされ（同法15)，主たる事務所を東京都に置い

ているほか，地方事務所（各地方裁判所本庁所在地） 50か所，同支部'1

か所，同出張所6か所，同地域事務所30か所が置かれている。

支援センターに，役員として，理事長及び監事2人が置かれ，理事4

人以内を置くことができるとされる（同法22)。

理事長及び監事は,最高裁判所の意見を聴いて法務大臣が任命する(同

法20, 24)。

理事長は，理事を任命し，遅滞なく法務大臣に届け出るとともに， こ

れを公表しなければならない（同法24Ⅳ。V)。

支援センターの役員及び職員は，法令により公務に従事する職員とみ

なされる（同法28)。

2活 動

（1） 支援センターは，関係する機関及び団体と連携・協力しながら，法

による紛争解決制度の有効な利用に資する情報提供の充実強化業務，

民事法律扶助業務，弁護士等を依頼することに困難がある司法過疎地

域における法律事務に関する業務等を行い，刑事司法に関しては，犯

罪被害者等の支援業務及び国選弁護人の選任に関する業務等を行っ

ている。

(21犯罪被害者等支援業務は，犯罪被害者等に対し，電話及び各事務所

を通じて，刑事手続への適切な関与や損害の回復・苦痛の軽減を図る

ための制度に関する情報提供を行うほか，犯罪被害者支援団体等の活

動内容や被害者支援に精通した弁護士の紹介等を行っている。平成21

年度における利用件数は，犯罪被害者支援ダイヤルでの受電が1万
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